
 

 

 

国 官 会 第 1 9 1 3 2号 

国 官 技 第 2 7 3 号 

国 営 計 第 1 2 9 号 

国 営 整 第 1 5 5 号 

国 北 予 第 1 4 号 

令 和 ５ 年 12月 27日 

 

各 地 方 整 備 局 長 殿 

北 海 道 開 発 局 長 殿 

国土技術政策総合研究所長 殿 

国 土 地 理 院 長  殿 

      国土交通省大臣官房長 

国土交通省北海道局長 

（ 公 印 省 略 ）  

 

アナログ規制見直しのための関連通知の改正について 

 

デジタル臨時行政調査会は、令和４年６月３日、「デジタル原則に照らした規制

の一括見直しプラン」を決定し、この中で、代表的なアナログ規制７項目に関する

通知・通達等の見直し方針が示された。 

これを踏まえ、諸通知を下記のとおり改正することとしたので、貴局においても

適切に運用するとともに、遺漏無きよう措置されたい。 

 

記 

（会社更生法に基づく更生手続開始の決定を受けた者の一般競争参加資格の取扱

いについての一部改正） 

１ 「会社更生法に基づく更生手続開始の決定を受けた者の一般競争参加資格の取

扱いについて」（平成６年１月18日付け建設省厚発第20号）の一部を次のように

改正する。 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに順次対応す

る改正後欄に掲げる規定の傍線を付した部分のように改める。 

 

改 正 後 改 正 前 



 

 

 

３ 再申請の受付 

⑴ 受付部局長は、更生手続開始決定者から２の

通知を受けた場合、通知を受けた日の翌日から

起算して７日以内に再申請の受付を開始するも

のとし、その旨及び次に掲げる事項を更生手続

開始決定者に別記様式第２号により通知するも

のとする。 

なお、再申請の受付期間は２日間とする。 

① 再申請の受付期間及び提出先 

②  （略） 

③ ５に定めるヒアリングを行う旨、ヒアリン

グ日時及び方法並びにヒアリングに際し参考

となる資料を提出する旨 

⑵ （略） 

４ 再申請の提出書類 

⑴ 受付部局長は、再申請をする者（以下「再申

請者」という。）に対し、再申請を希望する部

局分も含めて次に掲げる書類を提出させるもの

とする。書類は、原則として電子メールにより

提出させるものとする。 

①・② （略） 

③ 技術職員名簿及び社会性等の状況を示す資

料（建設業法施行規則（昭和24年建設省令第

14号）別記様式第25号の14別紙２及び別紙３

に準ずるものをいう。） 

④～⑦ （略） 

⑵ （略） 

12 報告 

部局長は、６により一般競争参加資格の認定を

行ったときは、認定後直ちに国土交通省大臣官房

会計課長に報告する。 

 

別記 

様式第１号 

（用紙Ａ４） 

 

 

 

３ 再申請の受付 

⑴ 受付部局長は、更生手続開始決定者から２の

通知を受けた場合、通知を受けた日の翌日から

起算して７日以内に再申請の受付を開始するも

のとし、その旨及び次に掲げる事項を更生手続

開始決定者に別記様式第２号により通知するも

のとする。 

なお、再申請の受付期間は２日間とする。 

① 再申請の受付期間及び受付場所 

②  （略） 

③ ５に定めるヒアリングを行う旨並びにヒア

リング日時及び場所並びにヒアリングに際し

参考となる資料を提出する旨 

⑵ （略） 

４ 再申請の提出書類 

⑴ 受付部局長は、再申請をする者（以下「再申

請者」という。）に対し、再申請を希望する部

局分も含めて次に掲げる書類を提出させるもの

とする。書類は、持参させるものとし、郵送又

は電送によるものは受け付けないものとする。 

①・② （略） 

③ 技術職員名簿及び社会性等の状況を示す資

料（建設業法施行規則（昭和24年建設省令第

14号）第19条の７別記様式第25号の11別紙２

及び３に準ずるものをいう。） 

④～⑦ （略） 

⑵ （略） 

12 報告 

部局長は、６により一般競争参加資格の認定を

行ったときは、認定後直ちに国土交通省大臣官房

地方課長に報告する。 

 

別記 

様式第１号 

（用紙Ａ４） 

 

 

 

再度の一般競争（指名競争）資格審査の申請希

望通知書 

平成○年○月○日 

（略） 

再度の一般競争（指名競争）資格審査の申請希

望通知書 

○年○月○日 

（略） 



 

 

 

様式第２号 

（用紙Ａ４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式第２号 

（用紙Ａ４） 

 

 
再度の一般競争（指名競争）資格審査の申請受

付開始通知書 

平成○年○月○日 

○○○○○○○○ 殿 

○○地方整備局長 

平成○年○月○日付けの再度の一般競争（指

名競争）資格審査の申請を行う旨の通知に対し

て下記のとおり受付を行うこととしたので、通

知する。 

記 

１ 受付期間及び受付場所 

⑴ 受付期間 平成○年○月○日（ ）から

平成○年○月○日（ ）まで

午前○時から午後○時まで 

⑵ 受付場所 〒○○○－○○○○○○市・

・・・ 

○○地方整備局総務部契約課 

TEL○○－○○○－○○○○ 

２ 提出書類 

申請の際に、次に掲げる書類を提出するこ

と。ただし、書類は持参するものとし、郵送

又は電送によるものは受け付けない。 

⑴・⑵ （略） 

⑶ 技術職員名簿及び社会性等の状況を示す

資料（建設業法施行規則（昭和24年建設省

令第14号）第19条の７別記様式第25号の11

別紙２及び３に準ずるものをいう。） 

⑷～⑺ （略） 

３ ヒアリング 

  次に掲げる事項についてヒアリングを行う

ので、ヒアリングに際し参考となる資料を２

の提出資料とともに提出すること。なお、ヒ

アリング日時及び場所は、受付の際に通知す

る。 

 ⑴～⑺ （略） 

再度の一般競争（指名競争）資格審査の申請受

付開始通知書 

○年○月○日 

○○○○○○○○ 殿 

○○地方整備局長 

○年○月○日付けの再度の一般競争（指名競

争）資格審査の申請を行う旨の通知に対して下

記のとおり受付を行うこととしたので、通知す

る。 

記 

１ 受付期間及び提出先 

⑴ 受付期間 ○年○月○日（ ）から○年

○月○日（ ）まで午前○時

から午後○時まで 

⑵ 提出先 ○○地方整備局総務部契約課 

TEL○○－○○○－○○○○ 

○○○○＠○○○○ 

 

２ 提出書類 

申請の際に、次に掲げる書類を提出するこ

と。ただし、書類は、原則として電子メール

により提出すること。 

⑴・⑵ （略） 

⑶ 技術職員名簿及び社会性等の状況を示す

資料（建設業法施行規則（昭和24年建設省

令第14号）別記様式第25号の14別紙２及び

別紙３に準ずるものをいう。） 

⑷～⑺ （略） 

３ ヒアリング 

  次に掲げる事項についてヒアリングを行う

ので、ヒアリングに際し参考となる資料を２

の提出資料とともに提出すること。なお、ヒ

アリング日時及び方法は、受付の際に通知す

る。 

 ⑴～⑺ （略） 

 

 



 

 

 

（公募型プロポーザル方式に基づく建設コンサルタント等の選定・特定手続につ

いての一部改正） 

２ 「公募型プロポーザル方式に基づく建設コンサルタント等の選定・特定手続に

ついて」（平成６年６月21日付け建設省厚発第270号、建設省技調発第136号、建

設省営建発第25号）の一部を次のように改正する。 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに順次対応す

る改正後欄に掲げる規定の傍線を付した部分のように改める。 

 

改 正 後 改 正 前 

３ 参加表明書の内容 

  参加表明書には、当該業務の特性に応じて地方

整備局長等が次に掲げる事項の中から選択したも

のを記載させるものとする。 

 ⑴ 建設コンサルタント登録規程（昭和52年建設

省告示第717号）その他の登録規程に基づく登

録状況 

 ⑵～⑸ （略） 

４ 手続開始の公示 

⑴ 地方整備局長等は、参加表明書の提出を求め

る場合には、官報に次に掲げる事項を公示する

ものとする。また、当該事項は、入札情報サー

ビス（ＰＰＩ）にも掲載するものとする。 

①～④ （略） 

⑤ 説明書の交付期間及び交付方法 

⑥ 参加表明書の受領期限、提出先及び提出方

法 

⑦ 技術提案書の受領期限、提出先及び提出方

法 

⑧～⑪ （略） 

⑵・⑶ （略） 

５ 説明書の交付 

⑴ （略） 

⑵ 説明書には、４⑴（⑤を除く。）に掲げる事

項及び次に掲げる事項を記載するものとする。 

 

①・② （略） 

③ 説明書に対する質問の受領期間、提出先、

提出方法及びその回答方法 

３ 参加表明書の内容 

  参加表明書には、当該業務の特性に応じて地方

整備局長等が次に掲げる事項の中から選択したも

のを記載させるものとする。 

 ⑴ 建設コンサルタント登録規程（昭和52年４月

15日建設省告示第717号）その他の登録規程に

基づく登録状況 

 ⑵～⑸ （略） 

４ 手続開始の公示 

⑴ 地方整備局長等は、参加表明書の提出を求め

る場合には、官報に次に掲げる事項を公示する

ものとする。 

 

①～④ （略） 

⑤ 説明書の交付期間、場所及び方法 

⑥ 参加表明書の受領期限並びに提出場所及び

方法 

⑦ 技術提案書の受領期限並びに提出場所及び

方法 

⑧～⑪ （略） 

⑵・⑶ （略） 

５ 説明書の交付 

⑴ （略） 

⑵ 説明書には、４⑴（４⑴⑤を除く。）に掲げ

る事項及び次に掲げる事項を記載するものとす

る。 

①・② （略） 

③ 説明書に対する質問の受領期間、提出場所

、提出方法及びその回答方法 



 

 

 

④・⑤ （略） 

⑶・⑷ （略） 

 

別 添 手続開始の標準公示例 

５ 手続等 

⑴ （略） 

⑵ 説明書の交付期間及び交付方法 

 （略） 

⑶ 参加表明書の受領期限、提出先及び提出方法 

 

令和○年○月○日00時00分 ⑴に同じ。 原

則として電子入札システムにより提出すること

。 

⑷ 技術提案書の受領期限、提出先及び提出方法 

 

令和○年○月○日00時00分 ⑴に同じ。 原

則として電子入札システムにより提出すること

。 

④・⑤ （略） 

⑶・⑷ （略） 

 

別 添 手続開始の標準公示例 

５ 手続等 

⑴ （略） 

⑵ 説明書の交付期間、場所及び方法 

 （略） 

⑶ 参加表明書の受領期限並びに提出場所及び方

 法 

令和○年○月○日00時00分 ⑴に同じ。 持

参若しくは郵送（書留郵便に限る。）する又は

電子入札システムにより提出すること。 

⑷ 技術提案書の受領期限並びに提出場所及び方

法 

令和○年○月○日00時00分 ⑴に同じ。 持

参若しくは郵送（書留郵便に限る。）する又は

電子入札システムにより提出すること。 

 

（公募型競争入札方式に基づく建設コンサルタント等の選定手続についての一部

改正） 

３ 「公募型競争入札方式に基づく建設コンサルタント等の選定手続について」

（平成６年６月21日付け建設省厚発第271号、建設省技調発第137号）の一部を次

のように改正する。 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに順次対応す

る改正後欄に掲げる規定の傍線を付した部分のように改め、改正前欄及び改正後

欄に対応して掲げるその標記部分に二重傍線を付した規定は、当該対象規定を改

正後欄に掲げるもののように改める。 

 

改 正 後 改 正 前 

３ 参加表明書の内容 

  参加表明書には、当該業務の特性に応じて地方

整備局長等が次に掲げる事項の中から選択したも

のを記載させるものとする。 

 ⑴ 建設コンサルタント登録規程（昭和52年建設

省告示第717号）その他の登録規程に基づく登

録状況 

 ⑵～⑸ （略） 

３ 参加表明書の内容 

  参加表明書には、当該業務の特性に応じて地方

整備局長等が次に掲げる事項の中から選択したも

のを記載させるものとする。 

 ⑴ 建設コンサルタント登録規程（昭和52年４月

15日建設省告示第717号）その他の登録規程に

基づく登録状況 

 ⑵～⑸ （略） 



 

 

 

４ 手続開始の公示 

⑴ 地方整備局長等は、参加表明書の提出を求め

る場合には、官報に次に掲げる事項を公示する

ものとする。また、当該事項は、入札情報サ－

ビス（ＰＰＩ）にも掲載するものとする。 

① （略） 

② 指名競争参加資格の申請時期及び申請先 

③・④ （略） 

⑤ 入札説明書の交付期間及び交付方法 

⑥ 参加表明書の受領期限、提出先及び提出方

法 

⑦～⑮ （略） 

⑵・⑶ （略） 

５ 入札説明書の交付 

⑴ （略） 

⑵ 入札説明書には、４⑴（⑤を除く。）に掲げ

る事項及び次に掲げる事項を記載するものとす

る。 

①・② （略） 

③ 入札説明書に対する質問の受領期間、提出

先、提出方法及びその回答方法 

④・⑤ （略） 

⑶・⑷ （略） 

９ 入札説明書に対する質問 

⑴ 入札説明書に対する質問書の提出があった場

合においては、その質問に対する回答書を原則

として電子入札システムにより閲覧に供するも

のとする。 

⑵・⑶ （略） 

10 入札の執行 

⑴ 入札は原則として電子入札システムによるも

のとする。 

 

⑵・⑶ （略） 

 

（別添１） 

手続開始の標準公示例及び標準入札公示例 

３ 入札手続等 

４ 手続開始の公示 

⑴ 地方整備局長等は、参加表明書の提出を求め

る場合には、官報に次に掲げる事項を公示する

ものとする。 

 

① （略） 

② 指名競争参加資格の申請の時期及び場所 

③・④ （略） 

⑤ 入札説明書の交付期間、場所及び方法 

⑥ 参加表明書の受領期限並びに提出場所及び

方法 

⑦～⑮ （略） 

⑵・⑶ （略） 

５ 入札説明書の交付 

⑴ （略） 

⑵ 入札説明書には、４⑴（４⑴④を除く。）に

掲げる事項及び次に掲げる事項を記載するもの

とする。 

①・② （略） 

③ 入札説明書に対する質問の受領期間、提出

場所、提出方法及びその回答方法 

④・⑤ （略） 

⑶・⑷ （略） 

９ 入札説明書に対する質問 

⑴ 入札説明書に対する質問書の提出があった場

合においては、その質問に対する回答書を閲覧

に供するものとする。 

 

⑵・⑶ （略） 

10 入札の執行 

⑴ 入札は持参又は郵送によるものとする。なお

、郵便による入札の受領期限は、入札執行の日

時前の日時とすることができるものとする。 

⑵・⑶ （略） 

 

（別添１） 

手続開始の標準公示例及び標準入札公示例 

３ 入札手続等 



 

 

 

⑴ （略） 

⑵ 指名競争参加資格の申請時期及び申請先 

   上記２⑴②に掲げる指名競争参加資格の認定

に係る申請は、「競争参加者の資格に関する公

示」（令和○年○月○日付け国土交通省大臣官

房会計課長、国土交通省大臣官房官庁営繕部管

理課長公示）別記に掲げる当該者（当該者が設

計共同体である場合においては、その代表者。

）の本店所在地（日本国内に本店がない場合に

おいては、日本国内の主たる営業所の所在地。

以下同じ。）の区分に応じ、同別記に定める申

請先において、随時受け付ける。 

〔また、当該者が参加表明書を提出したとき

に限り、○○地方整備局総務部契約課（〒○○

○－○○○○ ○○県○○市○○町○－○－○

 電話○○○○－○○－○○○○）においても

当該指名競争参加資格の認定に係る申請を受け

付ける。〕 

⑶ 入札説明書の交付期間及び交付方法 

 （略） 

⑷ （略） 

⑸ 参加表明書の受領期限、提出先及び提出方法 

 

令和○年○月○日00時00分 ３⑴に同じ。 

原則として電子入札システムにより提出するこ

と。 

⑹ 入札及び開札の日時及び場所並びに入札書の

提出方法 

令和○年○月○日00時00分 ○○地方整備局

○○○ 原則として電子入札システムにより提

出すること。 

 

 

 

 

 

（別添２） 標準入札説明書例 

６ 指名競争参加資格の申請時期及び申請先 

⑴ （略） 

⑵ 指名競争参加資格の申請の時期及び場所 

   上記２⑴②に掲げる指名競争参加資格の認定

に係る申請は、「競争参加者の資格に関する公

示」（令和○年○月○日付け国土交通省大臣官

房地方課長、国土交通省大臣官房官庁営繕部管

理課長公示）別記に掲げる当該者（当該者が設

計共同体である場合においては、その代表者。

）の本店所在地（日本国内に本店がない場合に

おいては、日本国内の主たる営業所の所在地。

以下同じ。）の区分に応じ、同別記に定める提

出場所において、随時受け付ける。 

〔また、当該者が参加表明書を提出したとき

に限り、○○地方整備局総務部契約課（〒○○

○－○○○○ ○○県○○市○○町○－○－○

 電話○○○○－○○－○○○○）においても

当該指名競争参加資格の認定に係る申請を受け

付ける。〕 

⑶ 入札説明書の交付期間、場所及び方法 

 （略） 

⑷ （略） 

⑸ 参加表明書の受領期限並びに提出場所及び方

 法 

令和○年○月○日00時00分 上記３⑴に同じ

。 持参若しくは郵送（書留郵便に限る。）又

は電子入札システムにより提出すること。 

⑹ 入札及び開札の日時及び場所並びに入札書の

提出方法 

令和○年○月○日00時00分（ただし、郵便に

よる入札の受領期限は、令和○年○月○日00時

00分） ○○地方整備局○○○（ただし、郵便

による入札の提出場所は、○○地方整備局総務

部契約課） 持参若しくは郵送（書留郵便に限

る。）する又は電子入札システムにより提出す

ること。 

 

（別添２） 標準入札説明書例 

６ 指名競争参加資格の申請の時期及び場所 



 

 

 

４⑴②に掲げる指名競争参加資格の認定に係る

申請は、「競争参加者の資格に関する公示」（令和

○年○月○日付け国土交通省大臣官房会計課長、

国土交通省大臣官房官庁営繕部管理課長公示）別

記に掲げる当該者（当該者が設計共同体である場

合においては、その代表者。）の本店所在地（日本

国内に本店がない場合においては、日本国内の主

たる営業所の所在地。以下同じ。）の区分に応じ、

同別記に定める申請先において、随時受け付ける

。 

〔また、当該者が参加表明書を提出したときに

限り、○○地方整備局総務部契約課（〒○○○－

○○○○ ○○県○○市○○町○－○－○ 電話

○○○○－○○－○○○○）においても当該指名

競争参加資格の認定に係る申請を受け付ける。］ 

７ 参加表明書の提出等 

⑴ 本競争の参加希望者は、次に従い、参加表明

書を提出しなければならない。支出負担行為担

当官は、参加表明書を提出した者の中から競争

入札に参加する者を指名する。 

次に従い参加表明書を提出することができる

者は、参加表明書を提出する時において、４⑴

②に掲げる指名競争参加資格の認定を受けてい

る者とする。なお、令和○年○月○日において

当該資格の認定を受けていない者については、

後日行う予定の入札公示に示すところに従い参

加表明書を提出することができる。 

【次に従い参加表明書を提出することができ

る者は、令和○年○月○日において、４⑴②に

掲げる指名競争参加資格の認定を受けている者

とし、現に当該資格の認定を受けていない場合

であっても、次に従い参加表明書を提出するこ

とができる。この場合においては、参加表明書

を提出した者が、開札の時までに当該資格の認

定を受けた場合に限り、指名通知をし、又は非

指名理由を通知する。参加表明書を提出した者

が、競争に参加するためには、開札の時におい

て当該資格の認定を受け、かつ、指名されてい

４⑴②に掲げる指名競争参加資格の認定に係る

申請は、「競争参加者の資格に関する公示」（令和

○年○月○日付け国土交通省大臣官房地方課長、

国土交通省大臣官房官庁営繕部管理課長公示）別

記に掲げる当該者（当該者が設計共同体である場

合においては、その代表者。）の本店所在地（日本

国内に本店がない場合においては、日本国内の主

たる営業所の所在地。以下同じ。）の区分に応じ、

同別記に定める提出場所において、随時受け付け

る。 

〔また、当該者が参加表明書を提出したときに

限り、○○地方整備局総務部契約課（〒○○○－

○○○○ ○○県○○市○○町○－○－○ 電話

○○○○－○○－○○○○）においても当該指名

競争参加資格の認定に係る申請を受け付ける。］ 

７ 参加表明書の提出等 

⑴ 本競争の参加希望者は、次に従い、参加表明

書を提出しなければならない。支出負担行為担

当官は、参加表明書を提出した者の中から競争

入札に参加する者を指名する。 

次に従い参加表明書を提出することができる

者は、参加表明書を提出する時において、４⑴

②に掲げる指名競争参加資格の認定を受けてい

る者とする。なお、令和○年○月○日において

当該資格の認定を受けていない者については、

後日行う予定の入札公示に示すところに従い参

加表明書を提出することができる。 

【次に従い参加表明書を提出することができ

る者は、令和○年○月○日において、４⑴②に

掲げる指名競争参加資格の認定を受けている者

とし、現に当該資格の認定を受けていない場合

であっても、次に従い参加表明書を提出するこ

とができる。この場合においては、参加表明書

を提出した者が、開札の時までに当該資格の認

定を受けた場合に限り、指名通知をし、又は非

指名理由を通知する。参加表明書を提出した者

が、競争に参加するためには、開札の時におい

て当該資格の認定を受け、かつ、指名されてい



 

 

 

なければならない。】 

［注：入札公示前は下線部を、入札公示以後は

【 】を記載する。なお、「令和○年○月○日

」については、手続開始の公示の日を記載する

。] 

なお、受領期間内に参加表明書が到達しなか

った場合は、指名されない。また、指名されな

かった場合には、本競争に参加することはでき

ない。 

① （略） 

② 提出先：５に同じ。 

③ 提出方法：原則として電子入札システムに

より行うものとする。 

 

 

⑵・⑶ （略） 

⑷ 参加表明書は、次に従い作成すること。 

  なお、③の同種又は類似の業務の実績及び④

の配置予定の技術者の業務の経験については、

○○年度以降に業務が完了し、引渡しが済んで

いるものに限り記載すること。 

 ①～④ （略） 

 ⑤ 契約書の写し【契約書の写しの提出を求め

る場合のみ記載する。】 

   ③の同種又は類似の業務の実績として記載

した業務に係る契約書の写しを提出すること

。ただし、当該業務が一般財団法人日本建設

情報総合センタ－の「測量調査設計業務実績

情報サ－ビス（TECRIS）」に登録されている

場合は、契約書の写しを提出する必要はない

。 

⑸ （略） 

８ 非指名理由の説明 

⑴ （略） 

⑵ 指名しなかった旨の通知を受けた者は、支出

負担行為担当官に対して非指名理由について、

次に従い、書面（様式は自由）により説明を求

めることができる。 

なければならない。】 

［注：入札公示前は下線部を、入札公示以後は

【 】を記載する。なお、「令和○年○月○日

」については、手続開始の公示の日を記載する

。] 

なお、受領期間内に参加表明書が提出場所に

到達しなかった場合は、指名されない。また、

指名されなかった場合には、本競争に参加する

ことはできない。 

① （略） 

② 提出場所：５に同じ。 

③ 提出方法：参加表明書の提出は、提出場所

へ持参若しくは郵送（書留郵便

に限る。）する又は電子入札シ

ステムにより行うものとする。 

⑵・⑶ （略） 

⑷ 参加表明書は、次に従い作成すること。 

  なお、③の同種又は類似の業務の実績及び④

の配置予定の技術者の業務の経験については、

○○年度以降に業務が完了し、引渡しが済んで

いるものに限り記載すること。 

 ①～④ （略） 

 ⑤ 契約書の写し【契約書の写しの提出を求め

る場合のみ記載する。】 

   ③の同種又は類似の業務の実績として記載

した業務に係る契約書の写しを提出すること

。ただし、当該業務が財団法人日本建設情報

総合センタ－の「測量調査設計業務実績情報

サ－ビス（TECRIS）」に登録されている場合

は、契約書の写しを提出する必要はない。 

 

⑸ （略） 

８ 非指名理由の説明 

⑴ （略） 

⑵ 指名しなかった旨の通知を受けた者は、支出

負担行為担当官に対して非指名理由について、

次に従い、書面（様式は自由）により説明を求

めることができる。 



 

 

 

① （略） 

② 提出先：５に同じ。 

③ 提出方法：原則として電子入札システムに

より提出するものとする。 

 

 

⑶ （略） 

９ 入札説明書に対する質問 

⑴ この入札説明書に対する質問がある場合にお

いては、次に従い、書面（様式は自由）により

提出すること。 

① 受領期間：令和○年○月○日（ ）から令

和○年○月○日（ ）まで。 

 

 

 

② 提出先：５に同じ。 

③ 提出方法：原則として電子入札システムに

より提出するものとする。 

 

 

⑵ ⑴の質問に対する回答書は、次のとおり閲覧

に供する。 

① （略） 

② 方法：原則として電子入札システムによる

ものとする。 

  

10 入札及び開札の日時及び場所 

⑴ 日時：令和○年○月○日（ ）午前（午後）○

時○○分。 

  

 

 ⑵ 場所：○○地方整備局○○○ 

 

 

 

 

11 入札方法等 

① （略） 

② 提出場所：５に同じ。 

③ 提出方法：書面は持参する又は電子入札シ

ステムにより提出するものとし

、郵送又は電送によるものは受

け付けない。 

⑶ （略） 

９ 入札説明書に対する質問 

⑴ この入札説明書に対する質問がある場合にお

いては、次に従い、書面（様式は自由）により

提出すること。 

① 受領期間：令和○年○月○日（ ）から令和

○年○月○日（ ）まで。持参す

る場合は、上記期間の土曜日、日

曜日及び祝日を除く毎日、午前○

時から午後○時まで。 

② 提出場所：５に同じ 

③ 提出方法：書面は持参若しくは郵送（書留郵

便に限る。）する又は電子入札シ

ステムにより提出するものとし、

電送によるものは受け付けない。 

⑵ ⑴の質問に対する回答書は、次のとおり閲覧

に供する。 

① （略） 

② 場所：〒○○○－○○○○ ○○県○○市

○○町○－○－○  

○○地方整備局○○○○○ 

10 入札及び開札の日時及び場所 

⑴ 日時：令和○年○月○日（ ）午前（午後）○

時○○分。（ただし、郵便による入札の

受領期間は、令和○年○月○日（ ）午

前（午後）○時○○分） 

⑵ 場所：〒○○○－○○○○ ○○県○○市○

○町○－○－○ 

○○地方整備局○○○（ただし、郵便に

よる入札の提出場所は、○○地方整備

局総務部契約課） 

11 入札方法等 



 

 

 

 ⑴ 入札書は原則として電子入札システムにより

提出すること。 

 

⑵・⑶ （略） 

20 苦情申立て 

本手続に関し、「政府調達に関する苦情の処理

手続」（平成７年12月14日付け政府調達苦情処理

推進本部決定）により、政府調達苦情検討委員会

（連絡先：内閣府政府調達苦情処理対策室内政府

調達苦情検討委員会事務局、電話03－3581－2111

（大代表））に対して苦情を申し立てることがで

きる。 

 

（別記様式１） 

（略） 

注）参加表明書として別記様式１から別記様式５ま

で【及び契約書の写し】を提出してください。［

注：【 】は、契約書の写しの提出を求める場合

のみ記載する。］ 

  

⑴ 入札書は持参若しくは郵送（書留郵便に限る

。）する又は電子入札システムにより提出する

こと。電送による入札は認めない。 

⑵・⑶ （略） 

20 苦情申立て 

本手続に関し、「政府調達に関する苦情の処理

手続」（平成７年12月14日付け政府調達苦情処理

推進本部決定）により、政府調達苦情検討委員会

（連絡先：経済企画庁調整局政府調達苦情処理対

策室内政府調達苦情検討委員会事務局、電話03－

3581－9576（直通））に対して苦情を申し立てる

ことができる。 

 

（別記様式１） 

（略） 

注）参加表明書として別記様式１から別記様式５ま

で【及び契約書の写し】を提出してください。［

注：【 】は、契約書の写しの提出を求める場合

のみ記載する。］ 

  なお、返信用封筒として、表に提出者の住所・

氏名を記載し、簡易書留料金分を加えた所定の料

金の切手をはった長３号封筒を参加表明書と併せ

て提出してください。 

 

（建設コンサルタント業務等に係る発注予定情報の公表についての一部改正） 

４ 「建設コンサルタント業務等に係る発注予定情報の公表について」（平成７年

４月17日付け建設省厚契発第16号、建設省技調発第75号、建設省営建発第34号）

の一部を次のように改正する。 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに順次対応す

る改正後欄に掲げる規定の傍線を付した部分のように改める。 

 

改 正 後 改 正 前 

２ 公表の方法 

⑴ 当該業務を契約する地方整備局長又は事務所長

（以下「地方整備局長等」という。）は、次

に掲げる事項を含む発注予定情報を、入札情

報サービス（ＰＰＩ)を利用してインターネッ

トにより公表するものとする。 

２ 公表の方法 

⑴ 当該業務を契約する地方整備局長又は事務所長

（以下「地方整備局長等」という。)は、次に

掲げる事項を含む発注予定情報を、入札情報

サービス（ＰＰＩ)」を利用してインターネッ

トにより公表するとともに、地方整備局の本



 

 

 

  （注） 「入札情報サ－ビス(ＰＰＩ)」とは、

一般財団法人日本建設情報総合センター

によって入札等に関する情報が提供され

るサービスのこと。 

 

 

 

 

 

 

 

①～⑥ （略） 

⑵ （略） 

３ その他留意事項 

⑴ 公表する内容は公表する時点の予定であり、

公表した後に変更又は追加があり得る旨を明記

すること。 

⑵ （略） 

局及び当該業務を担当する事務所において、

掲示し又は閲覧に供する方法(閲覧所を設け、

又はインターネットにより閲覧に供すること

をいう。インターネットにより閲覧に供する

場合には、パソコン等を活用して閲覧所等に

おいて閲覧させること。)により公表するもの

とする。 

 （注） 「入札情報サ－ビス(ＰＰＩ)」とは、

財団法人日本建設情報総合センターによ

って入札等に関する情報が提供されるサ

ービスのこと。 

①～⑥ （略） 

⑵ （略） 

３ その他留意事項 

⑴ 公表する内容は公表する時点の予定であり、

公表した後に変更又は追加があり得る旨を掲示

において明記すること。 

⑵ （略） 

 

（簡易公募型プロポーザル方式に基づく建設コンサルタント等の選定・特定手続

についての一部改正） 

５ 「簡易公募型プロポーザル方式に基づく建設コンサルタント等の選定・特定手

続について」（平成８年９月26日付け建設省厚契発第38号、建設省技調発第169

号、建設省営建発第92号）の一部を次のように改正する。 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに順次対応す

る改正後欄に掲げる規定の傍線を付した部分のように改める。 

 

改 正 後 改 正 前 

３ 参加表明書の内容 

  参加表明書には、当該業務の特性に応じて地方

整備局長等が次に掲げる事項の中から選択したも

のを記載させるものとする。 

 ⑴ 建設コンサルタント登録規程（昭和52年建設

省告示第717号）その他の登録規程に基づく登

録状況 

 ⑵～⑸ （略） 

４ 手続開始の公示 

⑴ 地方整備局長等は、参加表明書の提出を求め

３ 参加表明書の内容 

  参加表明書には、当該業務の特性に応じて地方

整備局長等が次に掲げる事項の中から選択したも

のを記載させるものとする。 

 ⑴ 建設コンサルタント登録規程（昭和52年４月

15日建設省告示第717号）その他の登録規程に

基づく登録状況 

 ⑵～⑸ （略） 

４ 手続開始の公示 

⑴ 地方整備局長等は、参加表明書の提出を求め



 

 

 

る場合には、入札情報サービス（ＰＰＩ）ヘの

掲載により次に掲げる事項を公示するものとす

る。 

①～④ （略） 

⑤ 説明書の交付期間及び交付方法 

⑥ 参加表明書の受領期限、提出先及び提出方

法 

⑦ 技術提案書の受領期間、提出先及び提出方

法 

⑧～⑪ （略） 

⑵・⑶ （略） 

５ 説明書の交付 

⑴ （略） 

⑵ 説明書には、４⑴（⑤を除く。）に掲げる事

項及び次に掲げる事項を記載するものとする。 

 

①・② （略） 

③ 説明書に対する質問の受領期間、提出先、

提出方法及びその回答方法 

④・⑤ （略） 

⑶・⑷ （略） 

 

別添 手続開始の標準公示例 

５ 手続等 

⑴ (略)  

⑵ 説明書の交付期間及び交付方法 

 （略） 

⑶ 参加表明書の受領期限、提出先及び提出方法 

 

令和○年○月○日00時00分 ⑴に同じ。 原

 則として電子入札システムにより提出すること

 。 

 ⑷ 技術提案書の受領期限、提出先及び提出方法 

 

令和○年○月○日00時00分 ⑴に同じ。 原

 則として電子入札システムにより提出すること

 。 

る場合には、掲示及びホームページヘの掲載に

より次に掲げる事項を公示するものとする。 

 

①～④ （略） 

⑤ 説明書の交付期間、場所及び方法 

⑥ 参加表明書の受領期限並びに提出場所及び

方法 

⑦ 技術提案書の受領期間並びに提出場所及び

方法 

⑧～⑪ （略） 

⑵・⑶ （略） 

５ 説明書の交付 

⑴ （略） 

⑵ 説明書には、４⑴（４⑴⑤を除く。）に掲げ

る事項及び次に掲げる事項を記載するものとす

る。 

①・② （略） 

③ 説明書に対する質問の受領期間、提出場所

、提出方法及びその回答方法 

④・⑤ （略） 

⑶・⑷ （略） 

 

別添 手続開始の標準公示例 

５ 手続等 

⑴ (略)  

⑵ 説明書の交付期間、場所及び方法 

 （略） 

⑶ 参加表明書の受領期限並びに提出場所及び方

法 

令和○年○月○日00時00分 ⑴に同じ。 持

 参する又は電子入札システムにより提出するこ

 と。 

⑷ 技術提案書の受領期限並びに提出場所及び方

 法 

令和○年○月○日00時00分 ⑴に同じ。 持

 参する又は電子入札システムにより提出するこ

 と。 

 



 

 

 

（簡易公募型競争入札方式に基づく建設コンサルタント等の選定手続についての

一部改正） 

６ 「簡易公募型競争入札方式に基づく建設コンサルタント等の選定手続につい

て」（平成８年９月26日付け建設省厚契発第39号、建設省技調発第170号）の一部

を次のように改正する。 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに順次対応す

る改正後欄に掲げる規定の傍線を付した部分のように改める。 

 

改 正 後 改 正 前 

３ 参加表明書の内容 

  参加表明書には、当該業務の特性に応じて地方

整備局長等が次に掲げる事項の中から選択したも

のを記載させるものとする。 

 ⑴ 建設コンサルタント登録規程（昭和52年建設

省告示第717号）その他の登録規程に基づく登

録状況 

 ⑵～⑸ （略） 

４ 手続開始の公示 

⑴ 地方整備局長等は、参加表明書の提出を求め

る場合には、入札情報サービス（ＰＰＩ）ヘの

掲載により次に掲げる事項を公示するものとす

る。 

①～③ （略） 

④ 入札説明書の交付期間及び交付方法 

⑤ 参加表明書の受領期限、提出先及び提出方

法 

⑥～⑭ （略） 

⑵・⑶ （略） 

５ 入札説明書の交付 

⑴ （略） 

⑵ 入札説明書には、４⑴（④を除く。）に掲げ

る事項及び次に掲げる事項を記載するものとす

る。 

①・② （略） 

③ 入札説明書に対する質問の受領期間、提出

先、提出方法及びその回答方法 

④・⑤ （略） 

⑶・⑷ （略） 

３ 参加表明書の内容 

  参加表明書には、当該業務の特性に応じて地方

整備局長等が次に掲げる事項の中から選択したも

のを記載させるものとする。 

 ⑴ 建設コンサルタント登録規程（昭和52年４月

15日建設省告示第717号）その他の登録規程に

基づく登録状況 

 ⑵～⑸ （略） 

４ 手続開始の公示 

⑴ 地方整備局長等は、参加表明書の提出を求める

場合には、掲示及びホームページヘの掲載により

次に掲げる事項を公示するものとする。 

 

①～③ （略） 

④ 入札説明書の交付期間、場所及び方法 

⑤ 参加表明書の受領期限並びに提出場所及び

方法 

  ⑥～⑭ （略） 

⑵・⑶ （略） 

５ 入札説明書の交付 

⑴ （略） 

⑵ 入札説明書には、４⑴（４⑴④を除く。）に

掲げる事項及び次に掲げる事項を記載するもの

とする。 

①・② （略） 

③ 入札説明書に対する質問の受領期間、提出

場所、提出方法及びその回答方法 

④・⑤ （略） 

⑶・⑷ （略） 



 

 

 

８ 入札説明書に対する質問 

⑴ 入札説明書に対する質問書の提出があった場

合においては、その質問に対する回答書を原則

として電子入札システムにより閲覧に供するも

のとする。 

⑵・⑶ （略） 

 

（別添１）手続開始の標準公示例 

３ 入札手続等 

⑴ （略） 

⑵ 入札説明書の交付期間及び交付方法 

（略） 

⑶ （略） 

⑷ 参加表明書の受領期限、提出先及び提出方法 

 

令和〇年〇月〇日00時00分 上記３⑴に同じ

。 原則として電子入札システムにより提出す

ること。 

⑸ 入札及び開札の日時及び場所並びに入札書の

提出方法 

令和〇年〇月〇日00時00分 〇〇地方整備局

○○○ 原則として電子入札システムにより提

出すること。 

 

（別添２）標準入札説明書例 

６．参加表明書の提出等 

⑴ 本競争の参加希望者は、次に従い、参加表明

書を提出しなければならない。支出負担行為担

当官は、参加表明書を提出した者の中から競争

入札に参加する者を指名する。 

次に従い参加表明書を提出することができる

者は、参加表明書を提出する時において、４．

⑴②に掲げる指名競争参加資格の認定を受けて

いる者とする。 

なお、受領期間内に参加表明書が到達しなか

った場合は、指名されない。 

また、指名されなかった場合には、本競争に

参加することはできない。 

８ 入札説明書に対する質問 

⑴ 入札説明書に対する質問書の提出があった場

合においては、その質問に対する回答書を閲覧

に供するものとする。 

 

⑵・⑶ （略） 

 

（別添１）手続開始の標準公示例 

３ 入札手続等 

⑴ （略） 

⑵ 入札説明書の交付期間、場所及び方法 

  （略） 

 ⑶ （略） 

⑷ 参加表明書の受領期限並びに提出場所及び方

法 

令和〇年〇月〇日00時00分 上記３⑴に同じ

。 持参する又は電子入札システムにより提出

すること。 

⑸ 入札及び開札の日時及び場所並びに入札書の

提出方法 

令和〇年〇月〇日00時00分 〇〇地方整備局

〇〇〇 持参する又は電子入札システムにより

提出すること。 

 

（別添２）標準入札説明書例 

６．参加表明書の提出等 

⑴ 本競争の参加希望者は、次に従い、参加表明

書を提出しなければならない。支出負担行為担

当官は、参加表明書を提出した者の中から競争

入札に参加する者を指名する。 

次に従い参加表明書を提出することができる

者は、参加表明書を提出する時において、４．

⑴②に掲げる指名競争参加資格の認定を受けて

いる者とする。 

なお、受領期間内に参加表明書が提出場所に

到達しなかった場合は、指名されない。 

また、指名されなかった場合には、本競争に

参加することはできない。 



 

 

 

① （略） 

② 提出先：５．に同じ。 

③ 提出方法：原則として電子入札システムに

より提出するものとする。 

 

 

⑵・⑶ （略） 

⑷ 参加表明書は、次に従い作成すること。 

  なお、③の同種又は類似の業務の実績及び④

の配置予定の技術者の業務の経験については、

○○年度以降に業務が完了し、引渡しが済んで

いるものに限り記載すること。 

 ①～④ （略） 

 ⑤ 契約書の写し【契約書の写しの提出を求め

る場合のみ記載する。】 

   ③の同種又は類似の業務の実績として記載

した業務に係る契約書の写しを提出すること

。ただし、当該業務が、一般財団法人日本建

設情報総合センタ－の「測量調査設計業務実

績情報サ－ビス（TECRIS）」に登録されてい

る場合は、契約書の写しを提出する必要はな

い。 

⑸ （略） 

７．非指名理由の説明 

⑴ （略） 

⑵ 指名しなかった旨の通知を受けた者は、支出

負担行為担当官に対して非指名理由について、

次に従い、書面（様式は自由）により説明を求

めることができる。 

① （略） 

② 提出先：５．に同じ。 

③ 提出方法：原則として電子入札システムに

より提出するものとする。 

 

 

⑶ （略） 

８．入札説明書に対する質問 

⑴ この入札説明書に対する質問がある場合にお

① （略） 

② 提出場所：５．に同じ。 

③ 提出方法：参加表明書の提出は、提出場所

へ持参する又は電子入札システ

ムにより提出することにより行

うものとする。 

⑵・⑶ （略） 

⑷ 参加表明書は、次に従い作成すること。 

  なお、③の同種又は類似の業務の実績及び④

の配置予定の技術者の業務の経験については、

○○年度以降に業務が完了し、引渡しが済んで

いるものに限り記載すること。 

 ①～④ （略） 

 ⑤ 契約書の写し【契約書の写しの提出を求め

る場合のみ記載する。】 

   ③の同種又は類似の業務の実績として記載

した業務に係る契約書の写しを提出すること

。ただし、当該業務が、財団法人日本建設情

報総合センタ－の「測量調査設計業務実績情

報サ－ビス（TECRIS）」に登録されている場

合は、契約書の写しを提出する必要はない。 

 

⑸ （略） 

７．非指名理由の説明 

⑴ （略） 

⑵ 指名しなかった旨の通知を受けた者は、支出

負担行為担当官に対して非指名理由について、

次に従い、書面（様式は自由）により説明を求

めることができる。 

① （略） 

② 提出場所：５．に同じ。 

③ 提出方法：書面は持参する又は電子入札シ

ステムにより提出するものとし

、郵送又は電送によるものは受

け付けない。 

⑶ （略） 

８．入札説明書に対する質問 

⑴ この入札説明書に対する質問がある場合にお



 

 

 

いては、次に従い、書面（様式は自由）により

提出すること。 

① 受領期間：令和○年○月○日（ ）から令

和○年○月○日（ ）まで。 

        

 

 

 

② 提出先：５．に同じ。 

③ 提出方法：原則として電子入札システムに

より提出するものとする。 

 

 

 

⑵ ⑴の質問に対する回答書は、次のとおり閲覧

に供する。 

① （略） 

② 方法：原則として電子入札システムによる

ものとする。 

 

10．入札方法等 

⑴ 入札書は原則として電子入札システムにより

提出すること。 

 

⑵・⑶ （略） 

19．苦情申立て 

 本手続に関し、「政府調達に関する苦情の処理

手続」（平成７年12月14日付け政府調達苦情処理

推進本部決定）により、政府調達苦情検討委員会

（連絡先：内閣府政府調達苦情処理対策室内政府

調達苦情検討委員会事務局、電話03－3581－2111

（大代表））に対して苦情を申し立てることがで

きる。 

 

（別記様式１） 

（略） 

注）参加表明書として別記様式１から別記様式５ま

で【及び契約書の写し】を提出してください。［

いては、次に従い、書面（様式は自由）により

提出すること。 

① 受領期間：令和○年○月○日（ ）から令

和○年○月○日（ ）まで。 

       持参する場合は、上記期間の土

曜日、日曜日及び祝日を除く毎

日、午前○時から午後○時まで

。 

② 提出場所：５．に同じ。 

③ 提出方法：書面は持参若しくは郵送（書留

郵便に限る。）する又は電子入

札システムにより提出するもの

とし、郵送又は電送によるもの

は受け付けない。 

⑵ ⑴の質問に対する回答書は、次のとおり閲覧

に供する。 

① （略） 

② 場所：〒〇〇〇－〇〇〇〇 〇〇県〇〇市

〇〇町〇－〇－〇 〇〇地方整備局

〇〇〇〇〇 

10．入札方法等 

⑴ 入札書は持参する又は電子入札システムによ

り提出すること。郵送又は電送による入札は認

めない。 

⑵・⑶ （略） 

19．苦情申立て 

  本手続に関し、「政府調達に関する苦情の処理

手続」（平成７年12月14日付け政府調達苦情処理

推進本部決定）により、政府調達苦情検討委員会

（連絡先：経済企画庁調整局政府調達苦情処理対

策室内政府調達苦情検討委員会事務局、電話03－

3581－9576（直通））に対して苦情を申し立てる

ことができる。 

 

（別記様式１） 

（略） 

注）参加表明書として別記様式１から別記様式５ま

で【及び契約書の写し】を提出してください。［



 

 

 

注：【 】は、契約書の写しの提出を求める場合

のみ記載する。］ 

注：【 】は、契約書の写しの提出を求める場合

のみ記載する。］ 

  なお、返信用封筒として、表に提出者の住所・

氏名を記載し、簡易書留料金分を加えた所定の料

金の切手をはった長３号封筒を参加表明書と併せ

て提出してください。 

 

（直轄工事における経常建設共同企業体の運用についての一部改正） 

７ 「直轄工事における経常建設共同企業体の運用について」（平成９年９月19日

付け建設省厚契発第39号、建設省技調発第160号、建設省営計発第83号）の一部を

次のように改正する。 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに対応する改

正後欄に掲げる規定の傍線を付した部分のように改める。 

 

改 正 後 改 正 前 

１．経常建設共同企業体（甲型）の構成員に求める

同種工事の施工実績について通達記第２、２⑶一

の運用に当たっては、以下によること。 

⑴ （略） 

⑵ 工事希望型指名競争について 

 

  （略） 

⑶ （略） 

２．経常建設共同企業体（甲型）の構成員に求める

配置予定技術者の同種工事の経験について 

配置予定技術者の同種工事の経験については、

以下によること。 

⑴ （略） 

⑵ 工事希望型指名競争について 

 

（略） 

１．経常建設共同企業体（甲型）の構成員に求める

同種工事の施工実績について通達記第２、２⑶一

の運用に当たっては、以下によること。 

⑴ （略） 

⑵ 公募型指名競争又は工事希望型指名競争につ

いて 

  （略） 

⑶ （略） 

２．経常建設共同企業体（甲型）の構成員に求める

配置予定技術者の同種工事の経験について 

配置予定技術者の同種工事の経験については、

以下によること。 

⑴ （略） 

⑵ 公募型指名競争又は工事希望型指名競争につ

いて 

（略） 

 

（一般競争入札方式における入札時ＶＥ方式の試行についての一部改正） 

８ 「一般競争入札方式における入札時ＶＥ方式の試行について」（平成10年２月1

8日付け建設省厚契発第９号、建設省技調発第36号、建設省営計発第15号）の一部

を次のように改正する。 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに順次対応す

る改正後欄に掲げる規定の傍線を付した部分のように改める。 



 

 

 

 

改 正 後 改 正 前 

１ 対象工事  

一般競争入札方式の対象工事であって、比較的

高度又は特殊な技術力を要するとともに、民間の

技術開発の進展の著しい工事又は施工方法等に関

して固有の技術を有する工事で、コスト縮減が可

能となる技術提案が期待できるものであり、かつ

、地方整備局長が必要と認めた工事を選定するも

のとする。 

５ 資料作成説明会  

地方整備局長は、必要があると認めるときには

、資料作成説明会を実施することができるものと

する。  

６ 資料のヒアリング  

地方整備局長は、必要があると認めるときには

、資料のヒアリングを実施することができるもの

とする。 

７ 提案の審査  

⑴ 地方整備局長は、ＶＥ提案及び標準案に基づ

く施工計画（以下「ＶＥ提案等」という。）の

審査を行い、審査の結果を踏まえ、入札・契約

手続運営委員会の議を経て、競争参加資格の確

認を行うものとする。  

⑵～⑸ （略） 

８ 提案の採否の通知等 

ＶＥ提案等の採否については、競争参加資格の

確認の通知に併せてＶＥ提案を提出した建設業者

に通知するものとする。その際、ＶＥ提案が適正

と認められなかった場合には、その理由を付して

行うものとする。なお、ＶＥ提案及び標準案の両

方を提出した建設業者に対して標準案に基づく競

争参加資格の確認を行う場合、建設業者は、ＶＥ

提案が適正と認められなかった理由に対して、「

一般競争入札方式の手続について」（令和５年12

月27日付け国会公契第22号、国官技第272号、国

営計第130号）記10に規定する理由の説明要求及

１ 対象工事  

一般競争入札方式の対象工事であって、比較的

高度又は特殊な技術力を要するとともに、民間の

技術開発の進展の著しい工事又は施工方法等に関

して固有の技術を有する工事で、コスト縮減が可

能となる技術提案が期待できるものであり、かつ

、地方建設局長が必要と認めた工事を選定するも

のとする。 

５ 資料作成説明会  

地方建設局長は、必要があると認めるときには

、資料作成説明会を実施することができるものと

する。  

６ 資料のヒアリング  

地方建設局長は、必要があると認めるときには

、資料のヒアリングを実施することができるもの

とする。 

７ 提案の審査  

⑴ 地方建設局長は、ＶＥ提案及び標準案に基づ

く施工計画（以下「ＶＥ提案等」という。）の

審査を行い、審査の結果を踏まえ、入札・契約

手続運営委員会の議を経て、競争参加資格の確

認を行うものとする。  

⑵～⑸ （略） 

８ 提案の採否の通知等 

ＶＥ提案等の採否については、競争参加資格の

確認の通知に併せてＶＥ提案を提出した建設業者

に通知するものとする。その際、ＶＥ提案が適正

と認められなかった場合には、その理由を付して

行うものとする。なお、ＶＥ提案及び標準案の両

方を提出した建設業者に対して標準案に基づく競

争参加資格の確認を行う場合、建設業者は、ＶＥ

提案が適正と認められなかった理由に対して、一

般競争入札方式の実施について（平成６年６月21

日付け建設省厚発260号）記11の規定（以下「理

由の説明要求」という。）及び記18の規定（以下



 

 

 

び苦情申立て並びに記17に規定する苦情申立て及

び再苦情申立て（以下「理由の説明要求等」とい

う。）を行うことができるものとする。 

12 入札公告及び入札説明書に明示する事項 

  提案を募集する場合においては、入札公告及び

入札説明書に次の事項を加える。 

 ⑴ （略） 

 ⑵ 入札説明書 

  ①・② （略） 

  ③ ＶＥ提案等の採否については、競争参加資

格の確認の通知に併せて通知すること。その

際、ＶＥ提案が適正と認められなかった場合

には、その理由を付すこと。また、ＶＥ提案

及び標準案の両方を提出した建設業者に対し

て標準案に基づく競争参加資格の確認を行う

場合、建設業者は、ＶＥ提案が適正と認めら

れなかった理由に対して、理由の説明要求等

を行うことができること。 

  ④・⑤ （略） 

「苦情申立て」という。）を行うことができるも

のとする。  

 

12 入札公告及び入札説明書に明示する事項 

  提案を募集する場合においては、入札公告及び

入札説明書に次の事項を加える。 

 ⑴ （略） 

 ⑵ 入札説明書 

  ①・② （略） 

  ③ ＶＥ提案等の採否については、競争参加資

格の確認の通知に併せて通知すること。その

際、ＶＥ提案が適正と認められなかった場合

には、その理由を付すこと。また、ＶＥ提案

及び標準案の両方を提出した建設業者に対し

て標準案に基づく競争参加資格の確認を行う

場合、建設業者は、ＶＥ提案が適正と認めら

れなかった理由に対して、理由の説明要求及

び苦情申立てを行うことができること。 

  ④・⑤ （略） 

 

（建設コンサルタント業務等における共同設計方式の取扱いについての一部改

正） 

９ 「建設コンサルタント業務等における共同設計方式の取扱いについて」（平成1

0年12月10日付け建設省厚契発第54号、建設省技調発第236号、建設省営建発第65

号）の一部を次のように改正する。 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに順次対応す

る改正後欄に掲げる規定の傍線を付した部分のように改める。 

 

改 正 後 改 正 前 

４ 資格審査 

 ⑴ （略） 

 ⑵ 部局長は、⑴の公示が行われる場合、次の各

号に掲げる事項を公示し、設計共同体に資格認

定の申請を行わせるものとする。 

  一 （略） 

  二 資格審査申請書の受付期間及び提出方法 

  三～五 （略） 

 ⑶～⑹ （略） 

４ 資格審査 

 ⑴ （略） 

 ⑵ 部局長は、⑴の公示が行われる場合、次の各

号に掲げる事項を公示し、設計共同体に資格認

定の申請を行わせるものとする。 

  一 （略） 

  二 資格審査申請書の受付期間及び受付場所 

  三～五 （略） 

 ⑶～⑹ （略） 



 

 

 

 

別紙２ 競争参加者の資格に関する標準公示例 

２ 申請の時期 

  令和○年○月○日から令和○年○月○日まで（

 土曜日、日曜日及び祝日を除く。）。 

  なお、令和〇年○月○日以降当該業務に係る技

術提案書の提出の時まで（土曜日、日曜日及び祝

日を除く。）においても、随時、申請を受け付け

るが、当該提出の時までに審査が終了せず、技術

提案書を提出できないことがある。【競争入札の

場合は、「なお、令和○年○月○日以降（土曜日

、日曜日及び祝日を除く。）においても、随時、

申請を受け付けるが、開札の時（簡易公募型競争

入札の場合には参加表明書の提出時）までに設計

共同体としての資格の認定を受けていなければな

らない。」と記載する。】 

３ 申請の方法 

 ⑴ （略） 

 ⑵ 申請書の提出方法 

   申請者は、申請書に○○設計共同体協定書（

４⑷の条件を満たすものに限る。）の写しを添

付し、原則として電子入札システム（電子メー

ル）により提出すること。提出先は○○○○と

する。 

 

別紙２ 競争参加者の資格に関する標準公示例 

２ 申請の時期 

  令和○年○月○日から令和○年○月○日まで（

 土曜日、日曜日及び祝日を除く。）。 

  なお、平成〇年○月○日以降当該業務に係る技

術提案書の提出の時まで（土曜日、日曜日及び祝

日を除く。）においても、随時、申請を受け付け

るが、当該提出の時までに審査が終了せず、技術

提案書を提出できないことがある。【競争入札の

場合は、「なお、令和○年○月○日以降（土曜日

、日曜日及び祝日を除く。）においても、随時、

申請を受け付けるが、開札の時（簡易公募型競争

入札の場合には参加表明書の提出時）までに設計

共同体としての資格の認定を受けていなければな

らない。」と記載する。】 

３ 申請の方法 

 ⑴ （略） 

 ⑵ 申請書の提出方法 

   申請者は、申請書に○○設計共同体協定書（

４⑷の条件を満たすものに限る。）の写しを添

付し、持参若しくは郵送（書留郵便に限る。）

又は電子入札システムにより提出すること。提

出場所は⑴に示す申請書の交付場所に同じ。 

 

（総合評価落札方式の実施に伴う手続についての一部改正） 

10 「総合評価落札方式の実施に伴う手続について」（平成12年９月20日付け建設

省厚契発第32号、建設省技調発第147号、建設省営計発第132号）の一部を次のよ

うに改正する。 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに順次対応す

る改正後欄に掲げる規定の傍線を付した部分のように改め、改正前欄に掲げるそ

の標記部分に二重傍線を付した規定で改正後欄にこれに対応するものを掲げてい

ないものは、これを削る。 

 

改 正 後 改 正 前 

２ 募集手続 

⑴ 一般競争入札方式における入札公告又は工事

希望型競争入札における送付資料の送付を行う

２ 募集手続 

⑴ 一般競争入札方式における入札公告、公募型

指名競争入札方式における技術資料収集に係る



 

 

 

際に、次に掲げる事項を明示するものとする。 

 

 

一～三 （略） 

⑵ 技術提案は、一般競争入札方式における競争

参加資格確認資料又は工事希望型競争入札方式

における技術資料提出の際に、併せて提出する

ものとする。 

７ 提案の審査及び採否の通知 

  技術提案の審査及び採否の通知の手続について

は、入札時ＶＥ方式の手続（「一般競争入札方式

における入札時ＶＥ方式の試行について」（平成

10年２月18日付け建設省厚契発第９号、建設省技

調発第36号、建設省営計第15号）に規定する手続

）に準じて行うものとする。 

 

 

 

９ 提案内容の保護 

  技術提案内容の保護については、入札時ＶＥ方

式の手続（「一般競争入札方式における入札時Ｖ

Ｅ方式の試行について」（平成10年２月18日付け

建設省厚契発第９号、建設省技調発第36号、建設

省営計第15号）に規定する手続）に準じて行うも

のとする。 

 

 

 

11 入札公告等に明示する事項 

 

提案を募集する場合においては、入札公告及び

入札説明書又は技術資料作成要領に次の事項を加

える。 

 ⑴ 入札公告 

①～⑦ （略） 

⑵ （略） 

 

（削る） 

掲示又は工事希望型競争入札における送付資料

の送付を行う際に、次に掲げる事項を明示する

ものとする。 

  一～三 （略） 

⑵ 技術提案は、一般競争入札方式における競争

参加資格確認資料又は公募型指名競争入札方式

若しくは工事希望型競争入札方式における技術

資料提出の際に、併せて提出するものとする。 

７ 提案の審査及び採否の通知 

  技術提案の審査及び採否の通知の手続について

は、入札時ＶＥ方式（「一般競争入札方式におけ

る入札時ＶＥ方式の試行について」、平成10年２

月18日付け建設省厚契発第９号、建設省技調発第

36号、建設省営計第15号あるいは「公募型指名競

争入札方式における入札時ＶＥ方式の試行につい

て」、平成10年２月18日付け建設省厚契発第  10

号、建設省技調発第37号、建設省営計第16号）の

手続に準じて行うものとする。 

９ 提案内容の保護 

  技術提案内容の保護については、入札時ＶＥ方

式（「一般競争入札方式における入札時ＶＥ方式

の試行について」、平成10年２月18日付け建設省

厚契発第９号、建設省技調発第36号、建設省営計

第15号あるいは「公募型指名競争入札方式におけ

る入札時ＶＥ方式の試行について」、平成10年２

月18日付け建設省厚契発第10号、建設省技調発第

37号、建設省営計第16号）の手続に準じて行うも

のとする。 

11 入札公告又は技術資料収集に係る掲示等に明示

する事項 

提案を募集する場合においては、入札公告又は

技術資料収集に係る掲示及び入札説明書又は技術

資料作成要領に次の事項を加える。 

⑴ 入札公告又は技術資料収集に係る掲示 

①～⑦ （略） 

⑵ （略） 

 

（別紙） 



 

 

 

総合評価落札方式の手続（公募型指名競争入札方式

の場合） 

 

（建設コンサルタント業務等の入札・契約手続の運用についての一部改正） 

11 「建設コンサルタント業務等の入札・契約手続の運用について」（平成12年12

月６日付け建設省厚契発第43号、建設省技調発第191号、建設省営建発第70号）の

一部を次のように改正する。 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに対応する改

正後欄に掲げる規定の傍線を付した部分のように改め、改正前欄及び改正後欄に

対応して掲げるその標記部分に二重傍線を付した規定は、当該規定を改正後欄に

掲げるもののように改める。 

 

改 正 後 改 正 前 

別紙６－１ 

２．技術提案書の作成及び記載上の留意事項 

 １）～６） （略） 

７）既存資料の閲覧【注：既存資料の閲覧を認め

る場合のみに記述する。】 

技術提案書の作成にあたり、以下の資料を閲

覧することができる。 

① 資料名：〇〇業務報告書 

② 閲覧方法：【閲覧方法に応じて記載】 

 

③ 閲覧期間：技術提案書の提出期限の前日ま

で 

 

 

別紙６－２ 

２．技術提案書の作成及び記載上の留意事項 

 １）～６） （略） 

７）既存資料の閲覧【注：既存資料の閲覧を認め

る場合のみに記述する。】 

技術提案書の作成にあたり、以下の資料を閲

覧することができる。 

① 資料名：〇〇業務報告書 

② 閲覧方法：【閲覧方法に応じて記載】 

 

③ 閲覧期間：技術提案書の提出期限の前日ま

別紙６－１ 

２．技術提案書の作成及び記載上の留意事項 

 １）～６） （略） 

７）既存資料の閲覧【注：既存資料の閲覧を認め

る場合のみに記述する。】 

技術提案書の作成にあたり、以下の資料を閲

覧することができる。 

① 資料名：〇〇業務報告書 

② 閲覧場所：国土交通省〇〇地方整備局〇〇

事務所〇〇課 

③ 閲覧期間：技術提案書の提出期限の前日ま

での土曜日、日曜日及び休日を除

く毎日、〇時から〇時まで 

 

別紙６－２ 

２．技術提案書の作成及び記載上の留意事項 

 １）～６） （略） 

７）既存資料の閲覧【注：既存資料の閲覧を認め

る場合のみに記述する。】 

技術提案書の作成にあたり、以下の資料を閲

覧することができる。 

① 資料名：〇〇業務報告書 

② 閲覧場所：国土交通省〇〇地方整備局〇〇

事務所〇〇課 

③ 閲覧期間：技術提案書の提出期限の前日ま



 

 

 

で 

 

 

別紙６－３ 

２．技術提案書の作成及び記載上の留意事項 

 １）～４） （略） 

５）既存資料の閲覧【注：既存資料の閲覧を認め

る場合のみに記述する。】 

技術提案書の作成にあたり、以下の資料を閲

覧することができる。 

① 資料名：〇〇〇〇設計図 

② 閲覧方法：【閲覧方法に応じて記載】 

 

③ 閲覧期間：技術提案書の提出期限の前日ま

で 

 

 

 

 

 

 

別紙７－３ 

８．技術提案書の作成及び記載上の留意事項 

１）～４） （略） 

５）既存資料の閲覧【注：既存資料の閲覧を認め

る場合のみに記述する。】 

技術提案書の作成にあたり、以下の資料を閲

覧することができる。 

① 資料名：〇〇〇〇設計図 

② 閲覧方法：【閲覧方法に応じて記載】 

 

③ 閲覧期間：技術提案書の提出期限の前日ま

で 

 

での土曜日、日曜日及び休日を

除く毎日、〇時から〇時まで 

 

別紙６－３ 

２．技術提案書の作成及び記載上の留意事項 

 １）～４） （略） 

５）既存資料の閲覧【注：既存資料の閲覧を認め

る場合のみに記述する。】 

技術提案書の作成にあたり、以下の資料を閲

覧することができる。 

① 資料名：〇〇〇〇設計図 

② 閲覧場所：国土交通省〇〇地方整備局営繕

部〇〇課 

③ 閲覧期間：技術提案書の提出期限の前日ま

での毎日。ただし行政機関の休

日に関する法律（昭和63年法律

第91号）第１条に規定する行政

機関の休日（以下「休日」とい

う。）を除く。 

〇時～〇時の間。 

 

別紙７－３ 

８．技術提案書の作成及び記載上の留意事項 

１）～４） （略） 

５）既存資料の閲覧【注：既存資料の閲覧を認め

る場合のみに記述する。】 

技術提案書の作成にあたり、以下の資料を閲

覧することができる。 

① 資料名：〇〇〇〇設計図 

② 閲覧場所：国土交通省〇〇地方整備局営繕

部〇〇課 

③ 閲覧期間：技術提案書の提出期限の前日ま

での毎日。ただし休日を除く。 

〇時～〇時の間。 

 

（建築工事監理業務委託契約書の運用基準の制定についての一部改正） 

12 「建築工事監理業務委託契約書の運用基準の制定について」（平成13年２月15

日付け国官地第３－３号）の一部を次のように改正する。 



 

 

 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに対応する改

正後欄に掲げる規定の傍線を付した部分のように改める。 

 

改 正 後 改 正 前 

第29条関係 

契約担当官等は、調達手続において契約書の案

を競争参加者又は見積書を徴する相手方に公示す

るときは、次に掲げる事項を了知させること。 

⑴・⑵ （略） 

第29条関係 

契約担当官等は、調達手続において契約書の案

を競争参加者又は見積書を徴する相手方に掲示す

るときは、次に掲げる事項を了知させること。 

⑴・⑵ （略） 

 

（工事現場における適正な施工体制の確保等についての一部改正） 

13 「工事現場における適正な施工体制の確保等について」（平成13年３月30日付

け国官地第22号、国官技第68号、国営計第79号）の一部を次のように改正する。 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに順次対応す

る改正後欄に掲げる規定の傍線を付した部分のように改める。 

 

改 正 後 改 正 前 

３．点検の基本 

 １） （略） 

 ２）建設業許可部局への通知 

     点検等により、次のいずれかに該当すると疑

うに足りる事実を把握したときは、当該建設業

者が建設業の許可を受けた国土交通大臣又は都

道府県知事及び当該事実に係る営業が行われる

区域を管轄する都道府県知事（以下「建設業許

可部局」という。）に対し、その事実を通知す

ること。 

一 （略） 

二 適正化法第15条第２項若しくは第３項、同

条第１項の規定により読み替えて適用される

建設業法第24条の８第１項、第２項若しくは

第４項又は同法第26条若しくは第26条の２の

規定に違反したこと。 

３） （略） 

５．現場における施工体制の把握 

１）・２） （略） 

３）専任状況の点検 

監理技術者の専任状況について、適切な頻度

３．点検の基本 

 １） （略） 

 ２）建設業許可部局への通知 

     点検等により、次のいずれかに該当すると疑

うに足りる事実を把握したときは、当該建設業

者が建設業の許可を受けた国土交通大臣又は都

道府県知事及び当該事実に係る営業が行われる

区域を管轄する都道府県知事（以下「建設業許

可部局」という。）に対し、その事実を通知す

ること。 

一 （略） 

二 適正化法第15条第２項若しくは第３項、同

条第１項の規定により読み替えて適用される

建設業法第24条の７第１項、第２項若しくは

第４項又は同法第26条若しくは第26条の２の

規定に違反したこと。 

３） （略） 

５．現場における施工体制の把握 

１）・２） （略） 

３）現場の常駐状況の点検 

現場での監理技術者の常駐状況について、適



 

 

 

で点検すること。このとき、不適切な点があっ

た場合は必要な措置を講じること。 

４）～７） （略） 

切な頻度で点検すること。このとき、不適切な

点があった場合は必要な措置を講じること。 

４）～７） （略） 

 

（工事現場等における施工体制の点検要領の運用についての一部改正） 

14 「工事現場等における施工体制の点検要領の運用について」（平成13年３月30

日付け国官地第23号、国官技第69号、国営計第80号）の一部を次のように改正す

る。 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに順次対応する改

正後欄に掲げる規定の傍線を付した部分のように改め、改正前欄及び改正後欄に対

応して掲げるその標記部分に二重傍線を付した規定（以下この項において「対象規

定」という。）は、改正前欄に掲げる対象規定を改正後欄に掲げる対象規定として

移動し、改正前欄に掲げる対象規定で改正後欄にこれに対応するものを掲げていな

いものは、これを削る。 

改 正 後 改 正 前 

別紙－１ 

目的 背景 点検項

目 

点検内

容 

実施時

期 

対応

方法 

Ⅰ監理

技術者

の専任

制の徹

底 

(略) (略) (略) (略) (略) 

③専任

の把握 

監理技

術者の

専任を

把握 

(略) (略) 

(略) (略) 

(略) (略) (略) (略) (略) (略) 

施工体制の把握における留意点 

（削る） 

 

 

 

１．～４． （略） 

 

別紙－３の１ 

工事現場における施工体制把握表 

○工事概要 

（略） （略） 

工 期  年 月 日～ 年 月 日 

別紙－１ 

目的 背景 点検項

目 

点検内

容 

実施時

期 

対応

方法 

Ⅰ監理

技術者

の専任

制の徹

底 

(略) (略) (略) (略) (略) 

③常駐

の把握 

監理技

術者の

常駐を

把握 

(略) (略) 

(略) (略) 

(略) (略) (略) (略) (略) (略) 

施工体制の把握における留意点 

１．監理技術者の常駐の把握 

  夜間工事、維持工事など監理技術者の常駐が困

難な工事にあっては、その専任状況、連絡体制を

把握する。 

２．～５． （略） 

 

別紙－３の１ 

工事現場における施工体制把握表 

○工事概要 

（略） （略） 

工 期 平成 年 月 日～平成 年 月 日 



 

 

 

（略） （略） 

 

○工事着手前の把握 

実施日： 年 月 日 

（略） 

 

○工事施工中［１回］の把握 

実施日： 年 月 日 

（略） 

 

○工事施工中の把握 

 ③専任の把握［１（回／月）程度］ 

⑤・⑥ （略） 

（略） 

 

（略） （略） 

 

○工事着手前の把握 

実施日：平成 年 月 日 

（略） 

 

○工事施工中［１回］の把握 

実施日：平成 年 月 日 

（略） 

 

○工事施工中の把握 

 ③常駐の把握［１（回／月）程度］ 

⑤・⑥ （略） 

（略） 

 

 

（契約後ＶＥ方式の試行に係る手続についての一部改正） 

15 「契約後ＶＥ方式の試行に係る手続について」（平成13年３月30日付け国官地

第24号、国官技第79号、国営計第81号）の一部を次のように改正する。 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに順次対応す

る改正後欄に掲げる規定の傍線を付した部分のように改める。 

 

改 正 後 改 正 前 

１ 対象工事 

⑴ 一般競争入札方式の工事。ただし、支出委任

工事、受託工事は、委任者又は委託者の了解が

得られたものに限る。 

 

⑵ （略） 

８ 提案内容の活用と保護 

評定の結果、当該ＶＥ提案内容の活用が効果的

であると認められた場合は、他の工事においても

積極的に活用を図るものとする。その場合、工業

所有権等の排他的権利を有する提案については、

当該権利の保護に留意するものとする。なお、こ

の旨を入札説明書、特記仕様書等において記載す

ることにより、建設業者に周知するものとする。 

 

１ 対象工事 

⑴ 一般競争入札方式又は公募型指名競争入札方

式の工事。ただし、支出委任工事、受託工事は

、委任者又は委託者の了解が得られたものに限

る。 

⑵ （略） 

８ 提案内容の活用と保護 

評定の結果、当該ＶＥ提案内容の活用が効果的

であると認められた場合は、他の工事においても

積極的に活用を図るものとする。その場合、工業

所有権等の排他的権利を有する提案については、

当該権利の保護に留意するものとする。なお、こ

の旨を入札説明書又は技術資料作成要領、特記仕

様書等において記載することにより、建設業者に

周知するものとする。 



 

 

 

９ 責任の所在 

発注者がＶＥ提案等を採用し、設計図書の変更

を行った場合においても、ＶＥ提案を行った建設

業者の責任が否定されるものではない旨を入札説

明書、特記仕様書等に記載するものとする。 

 

10 入札公告及び特記仕様書に明示する事項 

 

提案を求める場合において、入札公告及び特

記仕様書に次の事項を加える。 

 

⑴ 入札公告 

①・② （略） 

⑵ （略） 

９ 責任の所在 

発注者がＶＥ提案等を採用し、設計図書の変更

を行った場合においても、ＶＥ提案を行った建設

業者の責任が否定されるものではない旨を入札説

明書又は技術資料作成要領、特記仕様書等に記載

するものとする。 

10 入札公告又は技術資料の収集に係る掲示及び

特記仕様書に明示する事項 

提案を求める場合において、入札公告又は技

術資料の収集に係る掲示及び特記仕様書に次の

事項を加える。 

⑴ 入札公告又は技術資料の収集に係る掲示 

①・② （略） 

⑵ （略） 

 

（工事に係る発注の見通しに関する事項の公表についての一部改正） 

16 「工事に係る発注の見通しに関する事項の公表について」（平成13年３月30日

付け国官会第1428号、国官地第25号）の一部を次のように改正する。 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに順次対応す

る改正後欄に掲げる規定の傍線を付した部分のように改め、改正前欄及び改正後

欄に対応して掲げるその標記部分に二重傍線を付した規定は、当該対象規定を改

正後欄に掲げるもののように改める。 

 

改 正 後 改 正 前 

２ 公表の方法 

発注の見通しに係る記３に掲げる事項を「入札

情報サービス（ＰＰＩ）又は「入札情報サービス

（ＰＡＳ）」により公表するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 公表の方法 

⑴ 一般競争及び工事希望型競争に付そうとする

工事 

記１⑴及び⑵の工事については、発注の見通

しに係る記３に掲げる事項を地方整備局の本局

及び当該工事を担当する事務所において、掲示

し又は閲覧に供する方法（閲覧所を設け、又は

インターネットにより閲覧に供することをいう

。インターネットにより閲覧に供する場合には

、パソコン等を活用して閲覧所等において閲覧

させること。以下同じ。）により公表するとと

もに、「入札情報サービス（ＰＰＩ）」を利用

している部局においては、当該「入札情報サー

ビス（ＰＰＩ）」を、また、「入札情報サービ



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ その他留意事項 

公表する内容は、公表する時点における発注の

見通しであり、公表した後に変更又は追加があり

得る旨を併せて明記すること。 

 

 

 

 

 

 

（記入例） 

○○年度発注の見通しの公表について（○○年○○

月現在） 

○○年○○月○○日 

○○地方整備局 

（○○○○事務所） 

国土交通省○○地方整備局（○○○○事務所）に

おける○○年度の工事の発注の見通しを下記のとお

り公表する。 

なお、ここに掲載する内容は、○○年○月○日現

在の見通しであるため、実際に発注する工事がこの

掲載と異なる場合、又はここに記載されていない工

事が発注される場合があります。 

ス（ＰＡＳ）」を利用している部局においては

、当該「入札情報サービス（ＰＡＳ）」を利用

してインターネットにより公表するものとする

。 

（注） （略） 

⑵ 通常指名競争に付そうとする工事及び随意契

約によろうとする工事 

記１⑶及び⑷の工事については、発注の見通

しに係る記３に掲げる事項を、当面、支出負担

行為担当官で発注しようとする場合には、地方

整備局の本局及び担当事務所(当該工事を担当

する事務所がある場合)において、分任支出負

担行為担当官で発注しようとする場合には事務

所において、掲示し又は閲覧に供する方法によ

り公表するものとする。 

５ その他留意事項 

⑴ 公表する内容は、公表する時点における発注

の見通しであり、公表した後に変更又は追加が

あり得る旨を併せて明記すること。 

⑵ 公表する事項を閲覧に供する場合、閲覧所を

設ける場合にあっては閲覧場所及び閲覧時間等

を、またインターネットによる場合においては

そのアドレスを、あらかじめ記２に示す場所に

掲示しておくこと。 

 

（記入例） 

平成○○年度発注の見通しの公表について（平成○

○年○○月現在） 

平成○○年○○月○○日 

○○地方整備局 

（○○○○事務所） 

国土交通省○○地方整備局（○○○○事務所）に

おける平成○○年度の工事の発注の見通しを下記の

とおり公表する。 

なお、ここに掲載する内容は、平成○○年○月○

日現在の見通しであるため、実際に発注する工事が

この掲載と異なる場合、又はここに記載されていな

い工事が発注される場合があります。 



 

 

 

また、主要建設資材需要見込み量は、公表時点の

概算の見込み数量であり、公表後変更することがあ

ります。 

１． （略） 

２．工事希望型競争入札 

［〇〇事務所］ 

２－１ 工事名：○○年度○○○改良工事 

１）～５） （略） 

３．通常指名競争入札 

［〇〇事務所］ 

３－１ 工事名：○○年度○○○舗装修繕工事 

 

１）～５） （略） 

４．随意契約 

［〇〇事務所］ 

４－１ 工事名：○○年度○○○トンネル工事 

 

１）～５） （略） 

また、主要建設資材需要見込み量は、公表時点の

概算の見込み数量であり、公表後変更することがあ

ります。 

１． （略） 

２．工事希望型競争入札 

［〇〇事務所］ 

２－１ 工事名：平成○○年度○○○改良工事 

１）～５） （略） 

３．通常指名競争入札 

［〇〇事務所］ 

３－１ 工事名：平成○○年度○○○舗装修繕工

         事 

１）～５） （略） 

４．随意契約 

［〇〇事務所］ 

４－１ 工事名：平成○○年度○○○トンネル工

         事 

１）～５） （略） 

 

（工事における入札及び契約の過程並びに契約の内容等に係る情報の公表につい

ての一部改正） 

17 「工事における入札及び契約の過程並びに契約の内容等に係る情報の公表につ

いて」（平成13年３月30日付け国官会第1429号、国官地第26号）の一部を次のよ

うに改正する。 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付し又は破線で囲んだ部分をこ

れに順次対応する改正後欄に掲げる規定の傍線を付し又は破線で囲んだ部分のよ

うに改め、改正前欄及び改正後欄に対応して掲げるその標記部分に二重傍線を付

した規定（以下この項において「対象規定」という。）は、その標記部分が同一

のものは当該対象規定を改正後欄に掲げるもののように改め、その標記部分が異

なるものは改正前欄に掲げる対象規定を改正後欄に掲げる対象規定として移動し

、改正前欄に掲げる対象規定で改正後欄にこれに対応するものを掲げていないも

のは、これを削り、改正後欄に掲げる対象規定で改正前欄にこれに対応するもの

を掲げていないものは、これを加える。 

 

改 正 後 改 正 前 



 

 

 

（別 紙） 

１ 定義 

⑴～⑻ （略） 

⑼ この通達において、「競争参加資格確認申請

書及び競争参加資格確認資料」とは、一般競争

入札に参加する者の競争参加資格を確認するた

め提出を求める「一般競争入札方式の手続につ

いて」（令和５年12月27日付け国会公契第22号

、国官技第272号、国営計第130号。以下「一般

競争手続通達」という。）記２⑴③又は「一般

競争入札方式の手続について」（令和５年12月

22日付け国港総第521号、国港技第86号。以下

「一般競争手続通達」という。）記２⑴③に規

定する申請書及び資料をいう。 

 

 

 

 

⑽～⒂ （略） 

３ 公表の内容、時期、方法及び期間 

Ⅰ 各地方整備局（港湾空港関係事務に関するこ

とを除く。）においては、別表Ⅰ－⑴に掲げる

事項及び別表Ⅰ－⑵、別表Ⅰ－⑶又は別表Ⅰ－

⑷に掲げる事項について、それぞれ当該別表に

掲げる時期、方法及び期間において公表するも

のとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（別 紙） 

１ 定義 

⑴～⑻ （略） 

⑼ この通達において、「競争参加資格確認申請

書及び競争参加資格確認資料」とは、一般競争

入札に参加する者の競争参加資格を確認するた

め提出を求める「一般競争入札方式の実施につ

いて」（平成６年６月21日付け建設省厚発第26

0号。以下「一般競争実施通達」という。）６

又は「一般競争入札の実施について」（平成６

年６月22日付け港管第1385号。以下「一般競争

実施通達」という。）６及び「一般競争入札方

式の拡大について」（平成17年10月７日付け国

地契第80号。以下「一般競争拡大通達」という

。）６又は「一般競争入札方式の拡大について

」（平成17年10月７日付け国港総第234号。以

下「一般競争拡大通達」という。）６に規定す

る申請書及び資料をいう。 

⑽～⒂ （略） 

３ 公表の内容 

Ⅰ 各地方整備局（港湾空港関係事務に関するこ

とを除く。）においては、次に掲げる事項につ

いて公表するものとする。 

⑴ 通則的事項 

① 競争参加資格 

② 有資格業者名簿（様式１－１）、有資格

業者索引名簿（様式１－２）、「工事請負業

者の資格を定める場合の総合点数の算定要

領」（昭和 41年 12月 23日付け建設省厚発

第 79号） 

③ 選定要領第 16（指名基準）、「入札･契約

手続のより一層の透明性･競争性の確保に

ついて」（平成５年５月 31日建設省厚発第

177号）中別紙（指名基準の運用基準）、各

地方整備局ごとに定めている技術審査基準

（標準様式例１）、指名停止措置要領、「工

事請負契約に係る指名停止等の措置要領の

運用基準について」（平成３年５月 18日付



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

け建設省厚発第 172 号）、各地方整備局ご

とに定めている工事事故に係る指名停止措

置期間運用基準 

④ 「予算決算及び会計令第 85条の基準の取

扱いに関する事務手続について」（平成 16

年６月 10日付け国官会第 368号。以下「低

入札事務手続通達」という。）、「低入札価

格調査制度対象工事に係る重点調査の試行

について」（平成 12年 12月 12日付け建設

省会発第 773号、建設省厚契発第 44号、建

設省技調発第 193 号、建設省営計発第 159

号）別添（低入札価格調査マニュアル（重点

調査用）） 

⑤ 苦情処理通達 

⑥ 入札監視委員会通達、「入札監視委員会

の運用上の留意点について」（平成 13年３

月 30 日付け国官地第 30 号、国官技第 81

号、国営計第 67号） 

⑦ 入札監視委員会における委員の氏名及び

職業、審議の概要及びその他の必要な資料

（標準様式例２－１、標準様式例２－２） 

⑧ 「地方整備局請負工事監督検査事務処理

要領」（昭和 42 年３月 30 日付け建設省厚

第 21号）、「地方整備局工事技術検査要領」

（昭和 42年３月 30日付け建設省官技第 13

号）、「土木工事監督技術基準（案）」（平

成 15年３月 31日付け国官技発第 345号）、

「地方整備局営繕工事監督技術基準（案）」

（平成 29 年３月 28 日付け国営整第 241

号）、「地方整備局土木工事検査技術基準

（案）」（平成 30年４月２日付け国官技第

325号）、「地方整備局土木工事技術検査基

準（案）」（平成 18 年３月 31 日付け国官

技第 283 号）、「地方整備局営繕工事検査

基準（案）」（平成 18年５月９日付け国営

設第 9 号）、「地方整備局営繕工事技術検

査基準（案）」（平成 18年５月９日付け国

営設第 10号）、「監督技術マニュアル（案）」



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（平成 18 年 １月 18 日付け事務連絡）、

「検査技術マニュアル（案）」（平成 15年

４月２日付け事務連絡）、「工事現場におけ

る施工体制の点検要領の運用について」（平

成 13年３月 30日付け国官地第 23号、国官

技第 69 号、国営計第 80 号）、「低入札価

格調査制度調査対象工事に係る監督体制等

の強化について」（平成６年３月 30日付け

建設省厚発第 126 号、建設省技調発第 72 

号、建設省営監発第 13号） 

⑨ 「請負工事成績評定要領の制定について」

（平成 13年３月 30日付け国官技第 92号）、

「請負工事成績評定要領の運用について」（平

成 13年３月 30日付け国官技第 93号）、「営

繕工事に係る請負工事成績評定要領の運用に

ついて」（平成 13 年３月 30 日付け国営技第

32号） 

⑩ 指名停止措置の対象となった業者名、指名

停止措置期間、指名停止措置理由等（標準様

式例３） 

⑪ 「談合情報対応マニュアル等の改正につい

て」（平成 22年９月 30日付け国地契第 31号）

別添２（談合情報対応マニュアル） 

⑫ 「直轄工事における共同企業体の取扱いに

ついて」（昭和 63年６月１日付け厚発第 176

号）、「直轄工事における特定建設工事共同

企業体の運用について」（平成 15 年５月 26

日付け国地契第 30 号、国官技第 57 号、国営

計第 45号）、「直轄工事における経常建設共

同企業体の運用について」（平成９年９月 19

日付け建設省厚契発第 39号、建設省技調発第

160号、建設省営計発第 83号） 

⑵ 一般競争に付した場合 

① 一般競争参加資格 

② 競争参加資格確認申請書及び競争参加資格

確認資料を提出した業者名 

③ 一般競争実施通達 10 及び一般競争拡大通

達９の規定により、一般競争参加資格がない



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

と認めた業者名及びその理由（様式２） 

④ 予定価格（税抜き） 

⑤イ）予定価格（税抜き）の積算内訳 

ロ）工事設計書 

⑥イ）調査基準価格 

ロ）低入札事務手続通達第４に規定する調査

の結果の概要（低入札価格調査を実施した

業者名を含む。以下同じ。）（標準様式例

４） 

ハ）低入札事務手続通達第７に規定する契約

担当官等の調査の結果及び意見を記載した

書面 

ニ）低入札事務手続通達第８に規定する契約

審査委員の意見を記載した書面 

ホ）予決令第 89 条に規定する理由及び契約

担当官等の意見を記載した書面 

ヘ）同令第 89 条に規定による国土交通大臣

の承認があった場合の当該承認を示す文書 

ただし、ホ）及びヘ）については、次順位

者を落札者とした場合に限る。 

⑦ 入札者名及び各入札者の各回の入札金額並

びに落札者名及び落札金額（この場合におい

ては、入札調書等の写しを使用するものとす

る。）、並びに予決令第 99 条の２及び第 99 

の３の規定により随意契約によることとした

場合においては契約の相手方及び契約金額

（消費税及び地方消費税相当額を除いたもの

をいう。以下同じ。）。 

⑧ 総合評価落札方式を実施した場合における

総合評価を実施した理由、落札者決定基準及

び落札理由（標準様式例５） 

⑨ 一般競争実施通達に基づく一般競争に付し

た場合は、競争参加資格がないと認められた

者からその説明を求められた場合の書面及び

それに対する回答の書面、一般競争拡大通達

に基づく一般競争に付した場合は、苦情処理

申立て書面及び苦情処理回答書面 

⑩ 次に掲げる契約の内容（標準様式例６－１） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ）契約の相手方の商号又は名称及び住所 

ロ）工事の名称、場所、種別、概要、工期、契

約金額 

⑪ 契約金額の変更を伴う契約の変更をした場

合の上記⑩ロ）及び契約変更の理由（標準様

式例６－２） 

⑫ 工事成績評定点通知書 

⑬ 工事成績評定点通知書に関し、通知を受け

た者からその説明を求められた場合の書面及

びそれに対する回答の書面 

⑶ 指名競争に付した場合 

① 工事の名称及び種別、入札予定年月日並び

に等級区分 

② 指名業者名及び指名業者の選定過程（標準

様式例７） 

③ 予定価格（税抜き） 

④イ）予定価格（税抜き）の積算内訳 

ロ）工事設計書 

⑤イ）調査基準価格 

ロ）低入札事務手続通達第４に規定する調査

の結果の概要（標準様式例４） 

ハ）低入札事務手続通達第７に規定する契約

担当官等の調査の結果及び意見を記載した

書面 

ニ）低入札事務手続通達第８に規定する契約

審査委員の意見を記載した書面 

ホ）予決令第 89 条に規定する理由及び契約

担当官等の意見を記載した書面 

ヘ）同令第 89 条の規定による国土交通大臣

の承認があった場合の当該承認を示す文書 

ただし、ホ）及びヘ）については、次順位

者を落札者とした場合に限る。 

⑥ 入札者名及び各入札者の各回の入札金額並

びに落札者名及び落札金額（この場合におい

ては、入札調書等の写しを使用するものとす

る。）、並びに予決令第 99 条の２及び第 99 

の３の規定により随意契約によることとした

場合においては契約の相手方及び契約金額



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（消費税及び地方消費税相当額を除いたもの

をいう。以下同じ。）。 

⑦ 総合評価落札方式を実施した場合における

総合評価を実施した理由（財務大臣との協議

結果）、落札者決定基準及び落札理由（標準

様式例５） 

⑧ 苦情処理申立て書面及び苦情処理回答書面 

⑨ 次に掲げる契約の内容（標準様式例６－１） 

イ）契約の相手方の商号又は名称及び住所 

ロ）工事の名称、場所、種別、概要、工期、契

約金額 

⑩ 契約金額の変更を伴う契約の変更をした場

合の上記⑨ロ）及び契約変更の理由（標準様

式例６－２） 

⑪ 工事成績評定点通知書 

⑫ 工事成績評定点通知書に関し、通知を受け

た者からその説明を求められた場合の書面及

びそれに対する回答の書面 

⑷ 随意契約によることとした場合 

① 次に掲げる随意契約の結果及び契約の内容

（標準様式例６－３） 

イ）工事の名称及び工事概要 

ロ）契約担当官等の氏名並びにその所属する

部局の名称及び所在地 

ハ）契約を締結した日 

ニ）契約の相手方の商号又は名称及び住所 

ホ）契約金額 

ヘ）予定価格 

ト）随意契約によることとした理由 

チ）工事の場所、種別及び工期 

②イ）予定価格（税抜き）の積算内訳 

ロ）工事設計書 

③ 苦情処理申立て書面及び苦情処理回答書面 

④ 契約金額の変更を伴う契約の変更をした場

合の上記①イ）、ホ）及びチ）並びに契約変更

の理由（標準様式例６－２） 

⑤ 工事成績評定点通知書 

⑥ 工事成績評定点通知書に関し、通知を受け



 

 

 

 

 

Ⅱ 各地方整備局（港湾空港関係事務に関すること

に限る。）においては、別表Ⅱ－⑴に掲げる事項

及び別表Ⅱ－⑵、別表Ⅱ－⑶又は別表Ⅱ－⑷に掲

げる事項について、それぞれ当該別表に掲げる時

期、方法及び期間において公表するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

た者からその説明を求められた場合の書面及

びそれに対する回答の書面 

Ⅱ 各地方整備局（港湾空港関係事務に関すること

に限る。）においては、次に掲げる事項について

公表するものとする。 

⑴ 通則的事項 

① 競争参加資格 

② 有資格者名簿（様式１－１）、有資格者索

引名簿（様式１－３）、「数値の算定及び等級

の格付け要領」（昭和 55 年 12 月１日付け港

管第 3722号）、「「数値の算定及び等級の格

付け要領」及び「港湾建設局施工直轄工事に

おける共同企業体の取扱いについて」の一部

改正に伴う取扱いについて」（平成９年９月

１日付け港管第 2138号） 

③ 取扱要領第 17 条（工事の指名基準）、「運

輸省が発注する工事請負契約に係る事務の適

正化について」（平成５年６月 21日付け港管

第 1500号）中別紙（指名基準の運用）、各地

方整備局ごとに定めている技術審査基準（標

準様式例１）、指名停止措置要領 

④ 「予算決算及び会計令第 85条の基準の取扱

いに関する事務手続について」（平成 16年６

月 10日付け国官会第 368号。以下「低入札事

務手続通達」という。）、「低入札価格調査制

度対象工事に係る重点調査の実施について」

（平成 18 年５月１日付け国港総第 111－２

号、国港建第 35－２号）別添（低入札価格調

査マニュアル（重点調査用）） 

⑤ 苦情処理通達 

⑥ 入札監視委員会通達、「入札監視委員会の

運営上の留意点について」（平成 13年３月 30

日付け国港管第 559号、国港建第 115号） 

⑦ 入札監視委員会における委員の氏名及び職

業、審議の概要及びその他の必要な資料（標

準様式例２－１、標準様式例２－２） 

⑧ 「請負工事監督・検査事務処理要領の制定

について」（平成８年４月１日付け港管第 872



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

号）「工事現場における施工体制の点検要領」

（平成 13年３月 30日付け国官地第 22号、国

官技第 68号、国営計第 79号） 

⑨ 「請負工事成績評定要領」（平成 13年３月

30日付け国港建第 110号） 

⑩ 指名停止措置要領の対象となった業者名、

指名停止措置期間、指名停止措置理由等（標

準様式例３） 

⑪ 「談合情報対応マニュアル等の改正につい

て」（平成 22 年９月 30 日付け国港管第 425

号）別添２（談合情報対応マニュアル） 

⑫ 「港湾建設局施行直轄工事における共同企

業体の取扱について」（昭和 63年 12月 27日

付け港管第 4087号）、「直轄工事における特

定建設工事共同企業体の運用について」（平

成 15 年９月 16 日付け国港管第 559 号、国港

建第 105 号）、「直轄工事における経常建設

共同企業体の取扱について」（平成９年 10月

１日付け港管第 2253号、港建第 825号） 

⑵ 一般競争に付した場合 

① 一般競争参加資格 

② 競争参加資格確認申請書及び競争参加資格

確認資料を提出した業者名 

③ 一般競争実施通達 10 及び一般競争拡大通

達９の規定により、一般競争参加資格がない

と認めた業者名及びその理由（様式２） 

④ 予定価格（税抜き） 

⑤イ）予定価格（税抜き）の積算内訳 

ロ）工事設計書 

⑥イ）調査基準価格 

ロ）低入札事務手続通達第４に規定する調査

の結果の概要（低入札価格調査を実施した

業者名を含む。）（標準様式例４） 

ハ）低入札事務手続通達第７に規定する契約

担当官等の調査の結果及び意見を記載した

書面 

ニ）低入札事務手続通達第８に規定する契約

審査委員の意見を記載した書面 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ホ）予決令第 89 条に規定する理由及び契約

担当官等の意見を記載した書面 

ヘ）同令第 89 条の規定による国土交通大臣

の承認があった場合の当該承認を示す文書 

ただし、ホ）及びヘ）については、次順位

者を落札者とした場合に限る。 

⑦ 入札者名及び入札者の各回の入札金額並

びに落札者名及び落札金額（この場合にお

いては、入札調書等の写しを使用するもの

とする。）、並びに予決令第 99条の２及び

第 99 条の３の規定により随意契約による

こととした場合においては契約の相手方及

び契約金額（消費税及び地方消費税相当額

を除いたものをいう。以下同じ。）。 

⑧ 総合評価落札方式を実施した場合におけ

る総合評価を実施した理由、落札者決定基

準及び落札理由（標準様式例５） 

⑨ 一般競争実施通達に基づく一般競争に付

した場合は、競争参加資格がないと認めら

れた者からその説明を求められた場合の書

面及びそれに対する回答の書面、一般競争

拡大通達に基づく一般競争に付した場合

は、苦情処理申立て書面及び苦情処理回答

書面 

⑩ 次に掲げる契約の内容（標準様式例６－

１） 

イ）契約の相手方の商号又は名称及び住所 

ロ）工事の名称、場所、種別、概要、工期、

契約金額 

⑪ 契約金額の変更を伴う契約の変更をした

場合の上記⑩ロ）及び契約変更の理由（標

準様式例６－２） 

⑫ 工事成績評定点通知書 

⑬ 工事成績評定点通知書に関し、通知を受

けた者からその説明を求められた場合の書

面及びそれに対する回答の書面 

⑶ 指名競争に付した場合 

① 工事の名称及び種別、入札予定年月日並



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

びに等級区分 

② 指名業者名及び指名業者の選定過程（標

準様式例７） 

③ 予定価格（税抜き） 

④イ）予定価格（税抜き）の積算内訳 

ロ）工事設計書 

⑤イ）調査基準価格 

ロ）低入札事務手続通達第４に規定する調

査の結果の概要（低入札価格調査を実施

した業者名を含む。）（標準様式例４） 

ハ）低入札事務手続通達第７に規定する契

約担当官等の調査の結果及び意見を記載

した書面 

ニ）低入札事務手続通達第８に規定する契

約審査委員の意見を記載した書面 

ホ）予決令第 89 条に規定する理由及び契

約担当官等の意見を記載した書面 

ヘ）同令第 89 条の規定による国土交通大

臣の承認があった場合の当該承認を示す

文書 

ただし、ホ）及びヘ）については、次順

位者を落札者とした場合に限る。 

⑥ 入札者名及び入札者の各回の入札金額並

びに落札者名及び落札金額（この場合にお

いては、入札調書等の写しを使用するもの

とする。）、並びに予決令第 99条の２及び

第 99 条の３の規定により随意契約による

こととした場合においては契約の相手方及

び契約金額（消費税及び地方消費税相当額

を除いたものをいう。以下同じ。）。 

⑦ 総合評価落札方式を実施した場合におけ

る総合評価を実施した理由、落札者決定基

準及び落札理由（標準様式例５） 

⑧ 苦情処理申立書面及び苦情処理回答書面 

⑨ 次に掲げる契約の内容（標準様式例６－

１） 

イ）契約の相手方の商号又は名称及び住所 

ロ）工事の名称、場所、種別、概要、工期、
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契約金額 

⑩ 契約金額の変更を伴う契約の変更をした

場合の上記⑨ロ）及び契約変更理由（標準

様式例６－２） 

⑪ 工事成績評定点通知書 

⑫ 工事成績評定点通知書に関し、通知を受

けた者からその説明を求められた場合の書

面及びそれに対する回答の書面 

⑷ 随意契約によることとした場合 

① 次に掲げる随意契約の結果及び契約の内

容（標準様式６－３） 

イ）工事の名称及び工事概要 

ロ）契約担当官等の氏名並びにその所属す

る部局の名称及び所在地 

ハ）契約を締結した日 

ニ）契約の相手方の商号又は名称及び住所 

ホ）契約金額 

ヘ）予定価格 

ト）随意契約によることとした理由 

チ）工事の場所、種別及び工期 

②イ）予定価格（税抜き）の積算内訳 

ロ）工事設計書 

③ 苦情処理申立て書面及び苦情処理回答書

面 

④ 契約金額の変更を伴う契約の変更をした

場合の前記①イ）、ホ）及びチ）並びに契約

変更の理由（標準様式例６－２） 

⑤ 工事成績評定点通知書 

⑥ 工事成績評定点通知書に関し、通知を受

けた者からその説明を求められた場合の書

面及びそれに対する回答の書面 

４ 公表の時期 

Ⅰ 各地方整備局（港湾空港関係事務に関するこ

とを除く。）においては、次に掲げる時期に公

表するものとする。 

⑴ 通則的事項 

上記３Ⅰ⑴の①から⑥まで並びに⑧、⑨、

⑪及び⑫は、それを定め又は作成した後速や



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

かに当該事項を公表するものとする。ただし、

すでに定めてある場合にあっては、本通達の

施行の日以降速やかに公表するものとする。

また当該事項を変更した場合にあっては、変

更後速やかに公表するものとする。 

３Ⅰ⑴⑦のうち委員の氏名及び職業は、毎

年度当初の委員会開催後速やかに、また委員

の変更のあった場合には、その直近の委員会

の開催後速やかに公表するものとする。また、

審議の概要等については、当該審議のあった

入札監視委員会の開催後速やかに公表するも

のとする。 

３Ⅰ⑴⑩は、当該措置を行った後速やかに

公表するものとする。 

⑵ 一般競争に付した場合 

３Ⅰ⑵①及び⑧のうち総合評価を実施した

理由及び落札者決定基準は、入札公告時に公

表するものとする。 

３Ⅰ⑵②から⑤イ）まで並びに⑥イ）並び

に⑦並びに⑧のうち落札理由は、落札者決定

後又は契約の相手方及び契約金額の決定後速

やかに公表するものとする。 

３Ⅰ⑵⑤ロ）並びに⑥（イ）を除く）及 び

⑩は、契約の締結後速やかに公表するものと

する。ただし、「総価契約単価合意方式の実

施について」（平成 28 年３月 14 日付け国地

契第 79 号、国官技第 360号、国北予第 33 号）

に基づく総価契約単価合意方式（以下「単価

合意方式」という。）を適用する工事につい

ては、⑤ロ）は単価合意後速やかに公表する

ものとする。 

３Ⅰ⑵⑨及び⑬は、回答書面の発信後速や

かに公表するものとする。 

３Ⅰ⑵⑪は、契約の変更後速やかに公表す

るものとする。 

３Ⅰ⑵⑫は、工事成績評定点通知後速やか

に公表するものとする。 

⑶ 指名競争に付した場合 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３Ⅰ⑶①は、指名通知後速やかに公表する

ものとする。 

３Ⅰ⑶②から④イ）まで並びに⑤イ）並び

に⑥及び⑦は、落札者決定後又は契約の相手

方及び契約金額の決定後速やかに公表するも

のとする。 

３Ⅰ⑶④ロ）並びに⑤（イ）を除く）及 び

⑨は、契約の締結後速やかに公表するものと

する。ただし、単価合意方式を適用する工事

については、④ロ）は単価合意後速やかに公

表するものとする。 

３Ⅰ⑶⑧及び⑫は、回答書面の発信後速や

かに公表するものとする。 

３Ⅰ⑶⑩は、契約の変更後速やかに公表す

るものとする。 

３Ⅰ⑶⑪は、工事成績評定点通知後速やか

に公表するものとする。 

⑷ 随意契約によることとした場合 

３Ⅰ⑷①及び②は、契約の締結後速やかに、

公表するものとする。ただし、単価合意方式

を適用する工事については、②ロ）は単価合

意後速やかに公表するものとする。 

３Ⅰ⑷③及び⑥は、回答書面の発信後速や

かに、④は契約の変更後速やかに公表するも

のとする。 

３Ⅰ⑷⑤は、工事成績評定点通知後速やか

に公表するものとする。 

Ⅱ 各地方整備局（港湾空港関係事務に関するこ

とに限る。）においては、次に掲げる時期に公

表するものとする。 

⑴ 通則的事項 

上記３Ⅱ⑴の①から⑥まで並びに⑧、⑨、

⑪及び⑫は、それを定め又は作成した後速や

かに当該事項を公表するものとする。ただし、

既に定めてある場合にあっては、本通達の施

行の日以降速やかに公表するものとする。ま

た、当該事項を変更した場合にあっては、変

更後速やかに公表するものとする。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３Ⅱ⑴⑦のうち委員の氏名及び職業は、毎

年度当初の委員会開催後速やかに、また、委

員の変更のあった場合には、その直近の委員

会の開催後速やかに、また、審議の概要等に

ついては、当該審議のあった入札監視委員会

の開催後速やかに公表するものとする。 

３Ⅱ⑴⑩は、当該措置を行った後速やかに

公表するものとする。 

⑵ 一般競争に付した場合 

３Ⅱ⑵①及び⑧のうち総合評価を実施した

理由及び落札者決定基準は、入札公告時に公

表するものとする。 

３Ⅱ⑵②から⑤イ）まで並びに⑥イ）並び

に⑦並びに⑧のうち落札理由は、落札者決定

後又は契約の相手方及び契約金額の決定後速

やかに公表するものとする。 

３Ⅱ⑵⑤ロ）並びに⑥（イ）を除く）及 び

⑩は、契約の締結後速やかに公表するものと

する。ただし、「総価契約単価合意方式の実

施要領の改定について」（平成 30 年３月 30

日付け国港総第 645 号、国港技第 93 号）に基

づく総価契約単価合意方式（以下「単価合意

方式（港湾）」という。）を適用する工事につ

いては、⑤ロ）は単価合意後速やかに公表す

るものとする。 

３Ⅱ⑵⑨及び⑬は、回答書面の発信後速や

かに公表するものとする。 

３Ⅱ⑵⑪は、契約の変更後速やかに公表す

るものとする。 

３Ⅱ⑵⑫は、工事成績評定点通知後速やか

に公表するものとする。 

⑶ 指名競争に付した場合 

３Ⅱ⑶①は、指名通知後速やかに公表する

ものとする。 

３Ⅱ⑶②から④イ）まで並びに⑤イ）並び

に⑥及び⑦は、落札者決定後又は契約の相手

方及び契約金額の決定後速やかに公表するも

のとする。 
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３Ⅱ⑶④ロ）並びに⑤（イ）を除く）及 び

⑨は、契約の締結後速やかに公表するものと

する。ただし、単価合意方式（港湾）を適用す

る工事については、④ロ）は単価合意後速や

かに公表するものとする。 

３Ⅱ⑶⑧及び⑫は、回答書面の発信後速や

かに公表するものとする。 

３Ⅱ⑶⑩は、契約の変更後速やかに公表す

るものとする。 

３Ⅱ⑶⑪は、工事成績評定点通知後速やか

に公表するものとする。 

⑷ 随意契約によることとした場合 

３Ⅱ⑷①及び②は、契約の締結後速やかに、

公表するものとする。ただし、単価合意方式

（港湾）を適用する工事については、②ロ）

は単価合意後速やかに公表するものとする。 

３Ⅱ⑷③及び⑥は、回答書面の発信後速や

かに、④は契約の変更後速やかに公表するも

のとする。 

３Ⅱ⑷⑤は、工事成績評定点通知後速やか

に公表するものとする。 

５ 公表の方法 

Ⅰ 各地方整備局（港湾空港関係事務に関するこ

とを除く。）においては、次に掲げる方法で公

表するものとする。 

⑴ 通則的事項 

３Ⅰ⑴については、原則として閲覧に供す

る方法（閲覧所を設け、又はインターネット

により閲覧に供することをいう。インターネ

ットにより閲覧に供する場合には、パソコン

等を活用して閲覧所等において閲覧させるこ

と。以下同じ。）によるものとする。 

３Ⅰ⑴⑦及び⑩については、当該閲覧に供

する方法に加え、日刊新聞紙へ記事投げ込み

を行うものとする。 

⑵  一般競争及び指名競争に付した場合並びに

随意契約によることとした場合について 

３Ⅰ⑵②及び③並びに⑤イ）並びに⑥（イ）



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

を除く）並びに⑧から⑬まで並びに３Ⅰ⑶①

及び②並びに④イ）及び⑤（イ）を除く）並び

に⑦から⑫まで並びに３Ⅰ⑷②イ）並びに③

から⑥までは、閲覧に供する方法によるもの

とする。 

３Ⅰ⑵①及び④並びに⑥イ）並びに⑦及び

３Ⅰ⑶③並びに⑤イ）並びに⑥及び３Ⅰ⑷①

は、「入札情報サービス（ＰＰＩ）」を利用し

てインターネットにより公表するとともに、

閲覧に供する方法によるものとする。 

３Ⅰ⑵⑤ロ）、３Ⅰ⑶④ロ）及び３Ⅰ⑷②

ロ）は、インターネットの利用その他の適切

な方法により公表するものとする。 

Ⅱ 各地方整備局（港湾空港関係事務に関するこ

とに限る。）においては、次に掲げる方法で公

表するものとする。 

⑴ 通則的事項 

３Ⅱ⑴については、原則として閲覧に供す

る方法（閲覧所を設け、又はインターネット

により閲覧に供することをいう。インターネ

ットにより閲覧に供する場合には、パソコン

等を活用して閲覧所等において閲覧させるこ

と。以下同じ。）によるものとする。 

３Ⅱ⑴⑦及び⑩については、当該閲覧に供

する方法に加え、日刊新聞紙へ記事投げ込み

を行うものとする。 

⑵ 一般競争及び指名競争に付した場合並びに

随意契約によることとした場合について 

３Ⅱ⑵②及び③並びに⑤イ）並びに⑥（イ）

を除く）並びに⑧から⑬まで並びに３Ⅱ⑶①

及び②並びに④イ）並びに⑤（イ）を除く）並

びに⑦から⑫まで並びに３Ⅱ⑷②イ）並びに

③から⑥までは、閲覧に供する方法によるも

のとする。 

３Ⅱ⑵①及び④並びに⑥イ）並びに⑦及び

３Ⅱ⑶③並びに⑤イ）並びに⑥及び３Ⅱ⑷①

は、「入札情報サービス（ＰＡＳ）」を利用し

てインターネットにより公表するとともに、
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閲覧に供する方法によるものとする。 

３Ⅱ⑵⑤ロ）、３Ⅱ⑶④ロ）及び３Ⅱ⑷ ②

ロ）は、インターネットの利用その他の適切

な方法により公表するものとする。 

６ 公表の場所 

Ⅰ  各地方整備局（港湾空港関係事務に関するこ

とを除く。）においては、上記５の公表の方法

のうち、閲覧に供する方法による場合には、次

に掲げる場所の閲覧所において公表するものと

するただし、やむをえない場合には別に指定す

る場所を閲覧所とすることができる。 

⑴ 通則的事項 

イ）３Ⅰ⑴①から⑤まで並びに⑧、⑨、⑪及

び⑫については、地方整備局の本局総務部

契約課又は企画部技術管理課又は営繕部技

術・評価課及び各事務所の担当課。 

ロ）３Ⅰ⑴⑥及び⑦は、本局総務部契約課。 

ハ）３Ⅰ⑴⑩については、当該指名停止措置

の根拠となった事案の発生した本局総務部

契約課。 

⑵ 一般競争及び指名競争に付した場合並びに

随意契約によることとした場合 

イ）３Ⅰ⑵①から⑪まで、⑶①から⑩まで及

び⑷①から④までは、支出負担行為担当官

（以下「本官」という。）の発注する工事に

ついては、本局総務部契約課、また分任支

出負担行為担当官（以下「分任官」という。）

の発注する工事については、各事務所の契

約担当課。ただし、３Ⅰ⑵⑨（一般競争拡大

通達に基づく一般競争に付した場合に限

る。）、⑶⑧及び⑷③の再苦情処理に係るも

のについては、本局総務部契約課。 

ロ）３Ⅰ⑵⑫及び⑬、⑶⑪及び⑫並びに⑷⑤

及び⑥は、本官の発注する工事については、

本局企画部技術管理課又は営繕部技術・評

価課、また、分任官の発注する工事につい

ては、各事務所の担当課。 

Ⅱ 各地方整備局（港湾空港関係事務に関するこ



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

とに限る。）においては、上記５の公表の方法

のうち、閲覧に供する方法による場合には、次

に掲げる場所の閲覧所において公表するものと

する。ただし、やむをえない場合には別に指定

する場所を閲覧所とすることができる。 

⑴ 通則的事項 

イ）３Ⅱ⑴①から⑤まで並びに⑧、⑨及び⑪

については、地方整備局の本局総務部経理

調達課又は港湾空港部事業課及び各工事事

務所の担当課。 

ロ）３Ⅱ⑴⑥及び⑦は、本局総務部経理調達

課。 

ハ）３Ⅱ⑴⑩については、当該指名停止措置

の根拠となった事案の発生した本局総務部

経理調達課等。 

⑵ 一般競争及び指名競争に付した場合並びに

随意契約によることとした場合 

イ）３Ⅱ⑵①から⑪まで、⑶①から⑩まで及

び⑷①から④までは、本官の発注する工事

については、本局総務部経理調達課、また、

分任官の発注する工事については、各事務

所の契約担当課。 

ただし、３Ⅱ⑵⑨（一般競争拡大通達に

基づく一般競争に付した場合に限る。）、⑶

⑧及び⑷③の再苦情処理に係るものについ

ては、本局総務部経理調達課。 

ロ）３Ⅱ⑵⑫及び⑬、⑶⑪及び⑫並びに⑷⑤

及び⑥は、本官の発注する工事については、

本局港湾事業課、また、分任官の発注する

工事については、各事務所の担当課。 

７ 公表の期間 

Ⅰ 各地方整備局（港湾空港関係事務に関するこ

とを除く。）においては、次に掲げる期間にお

いて公表するものとする。 

⑴ 通則的事項 

３Ⅰ⑴①及び②については、当該資格及び

名簿等が有効である期間中、当該事項を公表

するものとする。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３Ⅰ⑴③から⑥まで並びに⑧、⑨及び⑪に

ついては、常時公表するものとする。 

３Ⅰ⑴⑦については、当該入札監視委員会

の審議が行われた日の属する年度及びその翌

年度において、当該事項を公表するものとす

る。 

３Ⅰ⑴⑩については、当該措置を行った日

の属する年度からその翌々年度まで、当該事

項を公表するものとする。 

⑵ 一般競争及び指名競争に付した場合並びに

随意契約によることとした場合 

３Ⅰ⑵からⅠ⑷までは、一般競争に付した

場合は公告をした日、指名競争に付した場合

は指名通知をした日、随意契約によることと

した場合は当該契約を締結した日の属する年

度及びその翌年度において、当該事項を公表

するものとする。 

Ⅱ 各地方整備局（港湾空港関係事務に関するこ

とに限る。）においては、次に掲げる期間にお

いて公表するものとする。 

⑴ 通則的事項 

３Ⅱ⑴①及び②については、当該資格及び

名簿が有効である期間中、当該事項を公表す

るものとする。 

３Ⅱ⑴③から⑥まで並びに⑧、⑨及び⑪に

ついては、常時公表するものとする。 

３Ⅱ⑴⑦については、当該入札監視委員会

の審議が行われた日の属する年度及びその翌

年度において、当該事項を公表するものとす

る。 

３Ⅱ⑴⑩については、当該措置を行った日

の属する年度からその翌々年度まで、当該公

表事項を公表するものとする。 

⑵ 一般競争及び指名競争に付した場合並びに

随意契約によることとした場合 

３Ⅱ⑵からⅡ⑷までについては、一般競争

に付した場合は公告をした日、指名競争に付

した場合は指名通知をした日、随意契約によ



 

 

 

 

 

 

 

様式１－１ 

 

（略） 

順 位 

企 業 

規 模 

 

法 人 番 号  

 

（略） 

    

    

 

様式１－２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[標準様式例１]技術審査基準 

指名競争入札における指名業者審査基準 

（略） 

 

[標準様式例２－１] 

○○地方整備局 入札監視委員会 審議概要 

開 催 日 及 び 場 所 ○○年○月○日（○

） ○○地方整備局

会議室 

（略） （略） 

ることとした場合は当該契約を締結した日の

属する年度及びその翌年度において、当該事

項を公表するものとする。 

 

様式１－１ 

（略） 順 位 

企 業 

規 模 

（略） 

   

   

 

様式１－２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[標準様式例１]技術審査基準 

○○型指名競争入札における指名業者審査基準 

（略） 

 

[標準様式例２－１] 

○○地方整備局 入札監視委員会 審議概要 

開 催 日 及 び 場 所 平成○○年○月○日

（○） ○○地方整

備局会議室 

（略） （略） 

商号又は名称 

代 表 者 名 

 

住 所 

（
略
） 

受
変
電
設
備
工
事 

（
略
） 

等級順

位 

 

総合経

営技術 

   

 

商号又は名称 

代 表 者 名 

 

住 所 

 

法 人 番 号 

（
略
） 

受
変
電
設
備
工
事 

橋
梁
補
修
工
事 

（
略
） 

等級順

位 

 

総合経

営技術 

等級 

順位 

 

総合経

営技術 

   
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

審 議 対 象 期 間  ○○年○月○日～○

○年○月○日 

 

（略） （略） （備考） 

工事希望型指名競争 

 

○件 

（略） （略） 

（略） （略） （略） 

 

[標準様式例２－２] 

○○地方整備局 入札監視委員会苦情処理会議 審

議概要 

開催日及び

場所 

○○年○月○日（○） ○○地方

整備局会議室 

（略） （略） 

審議対象期

間 

○○年○月○日～○○年○月○日 

（略） （略） （備考） 

工事希望型

指名競争 

 

○件 

（略） （略） 

再苦情申立

概要 

 申立日 （略

） 

契約

方式 

（略

） 

⑴ ○.○.

○.○ 

（略

） 

一般

競争 

（略

） 

⑵ ○.○.

○.○ 

（略

） 

指名

競争 

（略

） 

⑶ ○.○.

○.○ 

（略

） 

（略

） 

（略

） 

（略） （略） （略） 

 

[標準様式例３] 

 

審 議 対 象 期 間  平成○○年○月○日

～平成○○年○月○

日 

（略） （略） （備考） 

公募型及び工事希望型

指名競争 

○件 

（略） （略） 

（略） （略） （略） 

 

[標準様式例２－２] 

○○地方整備局 入札監視委員会苦情処理会議 審

議概要 

開催日及び

場所 

平成○○年○月○日（○） ○○

地方整備局会議室 

（略） （略） 

審議対象期

間 

平成○○年○月○日～平成○○年

○月○日 

（略） （略） （備考） 

公募型及び

工事希望型

指名競争 

○件 

（略） （略） 

再苦情申立

概要 

 申立日 （略

） 

契約

方式 

（略

） 

⑴ H.○.

○.○ 

（略

） 

公募

型 

（略

） 

⑵ H.○.

○.○ 

（略

） 

通常

指名 

（略

） 

⑶ H.○.

○.○ 

（略

） 

（略

） 

（略

） 

（略） （略） （略） 

 

[標準様式例３] 

 

 

 

 

指名停止措置の概要 

（略） 

２．指名停止措置期間：○○年○月○日～○○

年○月○日 

（○ヶ月間） 

（略）  

指名停止措置の概要 

（略） 

２．指名停止措置期間：平成○○年○月○日～

平成○○年○月○日 

（○ヶ月間） 

（略）  



 

 

 

[標準様式例５] 

入札調書（総合評価落札方式） 

１．・２． （略） 

３．入札日時 ○○年○月○○日 ○○時○○分 

 

（略） 

 

[標準様式例６－１] 

契約の内容 

契約年月日 ○○年○月○日 

（略） （略） 

工期（自） ○○年○月○日 

工期（至） ○○年○月○日 

（略） （略） 

 

[標準様式例６－２] 

（第○回、最終）契約変更の内容 ※１ 

契約変更年月日 ○○年○月○日 

（略） （略） 

工期（自） ○○年○月○日 

工期（至） ○○年○月○日 

（略） （略） 

変更理由 ※２ 例１～例４ （略） 

例５ 工事請負契約書第26

条第５項に基づく請負

代金額の変更のため。

（単品スライドによる

変更） 

  材料名：生コンクリー

ト 

 ※１ （第〇回、最終）は、途中変更契約の場合

は「第〇回」に〇印をつけ変更の回数を記入

する。最終変更の場合は「最終」に〇印を付

ける。 

 ※２ 工事請負契約書第26条（スライド条項）に

基づく契約変更の場合は、変更理由の欄に、

適用した同条第１項（全体スライド）、第５

項（単品スライド）又は第６項（インフレス

[標準様式例５] 

入札調書（総合評価落札方式） 

１．・２． （略） 

３．入札日時 平成○○年○月○○日 ○○時○○

       分 

（略） 

 

[標準様式例６－１] 

契約の内容 

契約年月日 平成○○年○月○日 

（略） （略） 

工期（自） 平成○○年○月○日 

工期（至） 平成○○年○月○日 

（略） （略） 

 

[標準様式例６－２] 

（第○回、最終）契約変更の内容 ※ 

契約変更年月日 平成○○年○月○日 

（略） （略） 

工期（自） 平成○○年○月○日 

工期（至） 平成○○年○月○日 

（略） （略） 

変更理由 例１～例４ （略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 ※ （第〇回、最終）は、途中変更契約の場合は

「第〇回」に〇印をつけ変更の回数を記入する

。最終変更の場合は「最終」に〇印を付ける。 

 

 （新設） 

 

 

 



 

 

 

ライド）の別及び同条第５項（単品スライド

）を適用した場合にあっては対象となった材

料名を記載すること。 

[標準様式例６－３] 

随意契約結果及び契約の内容 

（略） （略） 

契約年月日 ○○年○月○日 

（略） （略） 

工期（自） ○○年○月○日 

工期（至） ○○年○月○日 

（略） （略） 

 

[標準様式例７] 

（削る） 

 

 

 

 

[標準様式例６－３] 

随意契約結果及び契約の内容 

（略） （略） 

契約年月日 平成○○年○月○日 

（略） （略） 

工期（自） 平成○○年○月○日 

工期（至） 平成○○年○月○日 

（略） （略） 

 

[標準様式例７] 

３．公募型指名競争入札 

①～④ （略） 

 

附則の次に別表として次の別表Ⅰ－⑴から別表Ⅰ－⑷まで及び別表Ⅱ－⑴から別

表Ⅱ－⑷までを加える。 

別表Ⅰ－⑴ 各地方整備局（港湾空港関係事務に関することを除く。） 通則的事項 

 

番号 公表内容 公表時期 公表方法 公表期間 

⑴ ①  競争参加資格 それを定め又は

作成した後速や

かに 

 

変更した場合に

あっては、変更

後速やかに 

原則として

ホームペー

ジ上に公表 

 

資格及び名

簿等が有効

である期間

中 

② 有資格業者名簿（様式１－１） 

有資格業者索引名簿（様式１－２） 

「工事請負業者の資格を定める場合の

総合点数の算定要領」（昭和41年12月

23日付け建設省厚第79号） 

③ 選定要領第16（指名基準） 常時 

「入札･契約手続のより一層の透明性･

競争性の確保について」（平成５年５

月31日建設省厚発第177号）中別紙（

指名基準の運用基準） 

各地方整備局ごとに定めている技術審

査基準（標準様式例１） 

指名停止措置要領 



 

 

 

「工事請負契約に係る指名停止等の措

置要領の運用基準について」（平成３

年５月18日付け建設省厚発第172号） 

各地方整備局ごとに定めている工事事

故に係る指名停止措置期間運用基準 

④ 「予算決算及び会計令第85条の基準の

取扱いに関する事務手続について」（

平成16年６月10日付け国官会第368号

。以下「低入札事務手続通達」という

。） 

「低入札価格調査制度対象工事に係る

重点調査の試行について」（平成12年

12月12日付け建設省会発第773号、建

設省厚契発第44号、建設省技調発第19

3号、建設省営計発第159号）別添（低

入札価格調査マニュアル（重点調査用

）） 

⑤ 苦情処理通達 

⑥ 入札監視委員会通達 

「入札監視委員会の運用上の留意点に

ついて」（平成13年３月30日付け国官

地第30号、国官技第81号、国営計第67

号） 

⑦ 入札監視委員会における委員の氏名及

び職業（標準様式例２－１、標準様式

例２－２） 

毎年度当初の委

員会開催後速や

かに 

 

委員の変更のあ

った場合には、

その直近の委員

会の開催後速や

かに 

原則として

ホームペー

ジ上に公表 

 

※日刊新聞

紙への投げ

込みも行う 

入札監視委

員会の審議

が行われた

日の属する

年度の翌年

度まで 

入札監視委員会における審議の概要及

びその他の必要な資料（標準様式例２

－１、標準様式例２－２） 

当該審議のあっ

た入札監視委員

会の開催後速や

かに 



 

 

 

⑧ 「地方整備局請負工事監督検査事務処

理要領」（昭和42年３月30日付け建設

省厚第21号） 

それを定めた後

速やかに 

 

変更した場合に

あっては、変更

後速やかに 

原則として

ホームペー

ジ上に公表 

常時 

「地方整備局工事技術検査要領につい

て」（昭和42年３月30日付け建設省官

技第13号） 

「土木工事監督技術基準（案）」（平

成15年３月31日付け国官技発第345号

） 

「地方整備局営繕工事監督技術基準（

案）」（平成29年３月28日付け国営整

第241号） 

「地方整備局土木工事検査技術基準（

案）」（平成30年４月２日付け国官技

第325号） 

「地方整備局土木工事技術検査基準（

案）」（平成18年３月31日付け国官技

第283号） 

「地方整備局営繕工事検査基準（案）

」（平成18年５月９日付け国営設第９

号） 

「地方整備局営繕工事技術検査基準（

案）」（平成18年５月９日付け国営設

第10号） 

「監督技術マニュアル（案）」（平成

18年１月18日付け事務連絡） 

「検査技術マニュアル（案）」（平成

15年４月２日付け事務連絡） 

「工事現場における施工体制の点検要

領の運用について」（平成13年３月30

日付け国官地第23号、国官技第69号、

国営計第80号） 

「低入札価格調査制度調査対象工事に

係る監督体制等の強化について」（平

成６年３月30日付け建設省厚発第126

号、建設省技調発第72 号、建設省営

監発第13号） 



 

 

 

⑨ 「請負工事成績評定要領の制定につい

て」（平成13年３月30日付け国官技第

92号） 

「請負工事成績評定要領の運用につい

て」（平成13年３月30日付け国官技第

93号） 

「営繕工事に係る請負工事成績評定要

領の運用について」（平成13年３月30

日付け国営技第32号） 

⑩ 指名停止措置の対象となった業者名（

標準様式例３） 

当該措置を行っ

た後速やかに 

原則として

ホームペー

ジ上に公表 

 

※日刊新聞

紙への投げ

込みも行う 

当該措置を

行った日の

属する年度

の翌々年度

まで 

指名停止措置期間（標準様式例３） 

指名停止措置理由等（標準様式例３） 

⑪ 「談合情報対応マニュアル等の改正に

ついて」（平成22年９月30日付け国地

契第31号）別添２（談合情報対応マニ

ュアル） 

それを定めた後

速やかに 

 

変更した場合に

あっては、変更

後速やかに 

原則として

ホームペー

ジ上に公表 

 

常時 

⑫ 「直轄工事における共同企業体の取扱

いについて」（昭和63年６月１日付け

建設省厚発第176号） 

「直轄工事における特定建設工事共同

企業体の運用について」（平成15年５

月26日付け国地契第30号、国官技第57

号、国営計第45号） 

「直轄工事における経常建設共同企業

体の運用について」（平成９年９月19

日付け建設省厚契発第39号、建設省技

調発第160号、建設省営計発第83号） 

「直轄工事における地域維持型建設共

同企業体の取扱いについて」（平成24

年６月27日付け国地契第18号、国官技

第76号、国営計第38号、国港総第131

号、国港技第31号、国北予第16号） 

「直轄工事における地域維持型建設共

同企業体の運用について」（平成24年



 

 

 

６月27日付け国地契第19号、国官技第

77号、国営計第39号、国港総第132号

、国港技第32号、国北予第17号） 

「直轄工事における復旧・復興建設工

事共同企業体の取扱いについて」（令

和５年３月29日付け国会公契第46号、

国官技第385号、国営管第652号、国営

計第185号、国港総第746号、国港技第

137号、国北予第51号） 

「異工種建設工事共同企業体の取扱い

について」（平成13年11月30日付け国

地契第40号、国官技第259号、国営計

第155号） 

「大手企業連携型建設共同企業体の取

扱いについて」（平成14年７月１日付

け国地契第27号、国官技第77号、国営

計第46号） 

 

別表Ⅰ―⑵各地方整備局（港湾空港関係事務に関することを除く。） 一般競争に付した場合 

 

番号 公表内容 公表時期 公表方法 公表期間 

⑵ ①  一般競争参加資格 入札公告時 入札情報サ

ービス（Ｐ

ＰＩ）上に

公表 

少なくとも

、契約を締

結した日の

属する年度

の翌年度ま

で 

② 競争参加資格確認申請書及び競争参加

資格確認資料を提出した業者名 

落札者決定後速や

かに 

原則として

ホームペー

ジ上又は入

札情報サー

ビス（ＰＰ

Ｉ）上に公

表 

③ 一般競争手続通達記９の規定により、

一般競争参加資格がないと認めた業者

名及びその理由（様式２） 

④ 予定価格（税抜き） 入札情報サ

ービス（Ｐ

ＰＩ）上に

公表 

⑤ イ) 予定価格（税抜き）の積算内訳 原則として

ホームペーロ) 工事設計書 契約締結後速やか



 

 

 

に 

 

※総価契約単価合

意方式を適用する

工事については、

単価合意後速やか

に 

ジ上又は入

札情報サー

ビス（ＰＰ

Ｉ）上に公

表 

⑥ イ) 調査基準価格（税抜き） 落札者決定後速や

かに 

入札情報サ

ービス（Ｐ

ＰＩ）上に

公表 

ロ) 低入札事務手続通達第４に規定する調

査の結果の概要（低入札価格調査を実

施した業者名を含む。以下同じ。）（

標準様式例４） 

契約締結後速やか

に 

原則として

ホームペー

ジ上又は入

札情報サー

ビス（ＰＰ

Ｉ）上に公

表 

ハ) 低入札事務手続通達第７に規定する契

約担当官等の調査の結果及び意見を記

載した書面 

ニ) 低入札事務手続通達第８に規定する契

約審査委員の意見を記載した書面 

ホ) 予決令第 89 条に規定する理由及び契

約担当官等の意見を記載した書面 

※次順位者を落札者とした場合に限る

。 

ヘ) 予決令第 89 条の規定による国土交通

大臣の承認があった場合の当該承認を

示す文書 

※次順位者を落札者とした場合に限る

。 

⑦  入札者名及び入札者の各回の入札金額

並びに落札者名及び落札金額（この場

合においては、入札調書等の写しを使

用するものとする。） 

落札者決定後速や

かに 

入札情報サ

ービス（Ｐ

ＰＩ）上に

公表 

予決令第99条の２又は第99条の３の規

定により随意契約によることとした場

合において、契約の相手方 

契約の相手方の決

定後速やかに 

予決令第99条の２又は第99条の３の規

定により随意契約によることとした場

契約金額の決定後

速やかに 



 

 

 

合において、契約金額（消費税及び地

方消費税相当額を除いたものをいう。

以下同じ。） 

⑧ 総合評価落札方式を実施した場合にお

ける落札者決定基準 

入札公告時 原則として

ホ－ムペ－

ジ上又は入

札情報サ－

ビス（ＰＰ

Ｉ）上に公

表 

総合評価落札方式を実施した場合にお

ける落札理由（標準様式例５） 

落札者決定後速や

かに 

⑨ ＷＴＯ対象工事において、競争参加資

格がないと認められた者からその説明

を求められた場合の書面及びそれに対

する回答の書面 

回答書面の発信後

速やかに 

ＷＴＯ対象工事以外の工事において、

苦情処理申立て書面及び苦情処理回答

書面 

⑩ イ) 契約の相手方の商号又は名称（標準様

式例６－１） 

契約締結後速やか

に 

契約の相手方の住所（標準様式例６－

１） 

ロ) 工事の名称（標準様式例６－１） 

工事の場所（標準様式例６－１） 

工事の種別（標準様式例６－１） 

工事の概要（標準様式例６－１） 

工期（標準様式例６－１） 

契約金額（標準様式例６－１） 

⑪  契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の工事の名称（標準様式例６－

２） 

契約の変更後速や

かに 

少なくとも

、契約を変

更した日の

属する年度

の翌年度ま

で 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の工事の場所（標準様式例６－

２） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の工事の種別（標準様式例６－

２） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の工事の概要（標準様式例６－

２） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の工期（標準様式例６－２） 



 

 

 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の契約金額（標準様式例６－２

） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の契約変更の理由（標準様式例

６－２） 

⑫ 工事成績評定点通知書 工事成績評定点通

知後速やかに 

少なくとも

、工事成績

評定点を通

知した日の

属する年度

の翌年度ま

で 

⑬ 工事成績評定点通知書に関し、通知を

受けた者からその説明を求められた場

合の書面及びそれに対する回答の書面 

回答書面の発信

後速やかに 

 

別表Ⅰ－⑶各地方整備局（港湾空港関係事務に関することを除く。） 指名競争に付した場合 

 

番号 公表内容 公表時期 公表方法 公表期間 

⑶ ①  工事の名称 指名通知後速やか

に 

原則として

ホームペー

ジ上又は入

札情報サー

ビス（ＰＰ

Ｉ）上に公

表 

少なくとも

、契約を締

結した日の

属する年度

の翌年度ま

で 

工事の種別 

工事の入札予定年月日 

工事の等級区分 

② 指名業者名 落札者決定後速や

かに 指名業者の選定過程（標準様式例７） 

③ 予定価格（税抜き） 入札情報サ

ービス（Ｐ

ＰＩ）上に

公表 

④ イ) 予定価格（税抜き）の積算内訳 原則として

ホームペー

ジ上又は入

札情報サー

ビス（ＰＰ

Ｉ）上に公

表 

ロ) 工事設計書 契約の締結後速や

かに 

 

※総価契約単価合

意方式を適用する

工事については単

価合意後速やかに 

⑤ イ) 調査基準価格（税抜き） 落札者決定後速や

かに 

入札情報サ

ービス（Ｐ



 

 

 

ＰＩ）上に

公表 

ロ) 低入札事務手続通達第４に規定する調

査の結果の概要（標準様式例４） 

契約の締結後速や

かに 

原則として

ホームペー

ジ上又は入

札情報サー

ビス（ＰＰ

Ｉ）上に公

表 

ハ) 低入札事務手続通達第７に規定する契

約担当官等の調査の結果及び意見を記

載した書面 

ニ) 低入札事務手続通達第８に規定する契

約審査委員の意見を記載した書面 

ホ) 予決令第 89 条に規定する理由及び契

約担当官等の意見を記載した書面 

※次順位者を落札者とした場合に限る

。 

ヘ) 予決令第 89 条の規定による国土交通

大臣の承認があった場合の当該承認を

示す文書 

※次順位者を落札者とした場合に限る

。 

⑥  入札者名及び入札者の各回の入札金額

並びに落札者名及び落札金額（この場

合においては、入札調書等の写しを使

用する。） 

落札者決定後速や

かに 

入札情報サ

ービス（Ｐ

ＰＩ）上に

公表 

予決令第99条の２又は第99条の３の規

定により随意契約によることとした場

合において、契約の相手方 

契約の相手方の決

定後速やかに 

予決令第99条の２又は第99条の３の規

定により随意契約によることとした場

合において、契約金額。 

契約金額の決定後

速やかに 

⑦ 総合評価落札方式を実施した場合にお

ける落札者決定基準 

落札者決定後速や

かに 

原則として

ホームペー

ジ上又は入

札情報サー

ビス（ＰＰ

Ｉ）上に公

表 

総合評価落札方式を実施した場合にお

ける落札理由（標準様式例５） 

⑧ 苦情処理申立て書面 回答書面の発信後

速やかに 苦情処理回答書面 

⑨ イ) 契約の相手方の商号又は名称（標準様

式例６－１） 

契約の締結後速や

かに 

契約の相手方の住所（標準様式例６－

１） 



 

 

 

ロ) 工事の名称（標準様式例６－１） 

工事の場所（標準様式例６－１） 

工事の種別（標準様式例６－１） 

工事の概要（標準様式例６－１） 

工期（標準様式例６－１） 

契約金額（標準様式例６－１） 

⑩  契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の工事の名称（標準様式例６－

２） 

契約の変更後速や

かに 

少なくとも

、契約を変

更した日の

属する年度

の翌年度ま

で 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の工事の場所（標準様式例６－

２） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の工事の種別（標準様式例６－

２） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の工事の概要（標準様式例６－

２） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の工期（標準様式例６－２） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の契約金額（標準様式例６－２

） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の契約変更の理由（標準様式例

６－２） 

⑪ 工事成績評定点通知書 工事成績評定点通

知後速やかに 

少なくとも

、工事成績

評定点を通

知した日の

属する年度

の翌年度ま

で 

⑫ 工事成績評定点通知書に関し、通知を

受けた者からその説明を求められた場

合の書面及びそれに対する回答の書面 

回答書面の発信後

速やかに 

 

別表Ⅰ－⑷各地方整備局（港湾空港関係事務に関することを除く。） 随意契約による場合 

 

番号 公表内容 公表時期 公表方法 公表期間 

⑷ ① イ) 工事の名称（標準様式例６－３） 契約の締結後速や 入札情報サ 少なくとも



 

 

 

工事概要（標準様式例６－３） かに ービス（Ｐ

ＰＩ）上に

公表 

、契約を締

結した日の

属する年度

の翌年度ま

で 

ロ) 契約担当官等の氏名（標準様式例６－

３） 

契約担当官の所属する部局の名称（標

準様式例６－３） 

契約担当官の所属する部局の所在地（

標準様式例６－３） 

ハ) 契約を締結した日（標準様式例６－３

） 

ニ) 契約の相手方の商号又は名称（標準様

式例６－３） 

契約の相手方の住所（標準様式例６－

３） 

ホ) 契約金額（標準様式例６－３） 

ヘ) 予定価格（標準様式例６－３） 

ト) 随意契約によることとした理由（標準

様式例６－３） 

チ) 工事の場所（標準様式例６－３） 

工事の種別（標準様式例６－３） 

工期（標準様式例６－３） 

② イ) 予定価格（税抜き）の積算内訳 原則として

ホームペー

ジ上又は入

札情報サー

ビス（ＰＰ

Ｉ）上に公

表 

ロ) 工事設計書 契約の締結後速や

かに 

 

※総価契約単価合

意方式を適用する

工事については、

単価合意後速やか

に 

③  苦情処理申立て書面 回答書面の発信後

速やかに 苦情処理回答書面 

④ 契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の工事の名称（標準様式例６－

２） 

契約の変更後速や

かに 

少なくとも

、契約を変

更した日の

属する年度

の翌年度ま

で 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の工事概要（標準様式例６－２

） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし



 

 

 

た場合の契約金額（標準様式例６－２

） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の工事の場所（標準様式例６－

２） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の工事の種別（標準様式例６－

２） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の工期（標準様式例６－２） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の契約変更の理由（標準様式例

６－２） 

⑤ 工事成績評定点通知書 工事成績評定点通

知後速やかに 

少なくとも

、工事成績

評定点を通

知した日の

属する年度

の翌年度ま

で 

⑥ 工事成績評定点通知書に関し通知を受

けた者からその説明を求められた場合

の書面及びそれに対する回答の書面 

回答書面の発信後

速やかに 

 

別表Ⅱ－⑴ 各地方整備局（港湾空港関係事務に関することに限る。） 通則的事項 

 

番号 公表内容 公表時期 公表方法 公表期間 

⑴ ①  競争参加資格 それを定め又は作

成した後速やかに 

 

変更した場合にあ

っては、変更後速

やかに 

原則として

ホームペー

ジ上に公表 

資格及び名簿

等が有効であ

る期間中 
② 有資格業者名簿（様式１－１） 

有資格業者索引名簿（様式１－３） 

「数値の算定及び等級の格付け要領」

（昭和55年12月１日付け港管第3722号

） 

「「数値の算定及び等級の格付け要領

」及び「港湾建設局施工直轄工事にお

ける共同企業体の取扱いについて」の

一部改正に伴う取扱いについて」（平

成９年９月１日付け港管第2138号） 

③ 取扱要領第 17 条（工事の指名基準） 常時 



 

 

 

「運輸省が発注する工事請負契約に係

る事務の適正化について」（平成５年

６月21日付け港管第1500号）中別紙（

指名基準の運用） 

各地方整備局ごとに定めている技術審

査基準（標準様式例１） 

指名停止措置要領 

④ 低入札事務手続通達 

「低入札価格調査制度対象工事に係る

重点調査の実施について」（平成18年

５月１日付け国港総第111－２号、国港

建第35－２号）別添（低入札価格調査

マニュアル（重点調査用）） 

⑤ 苦情処理通達 

⑥ 入札監視委員会通達 

「入札監視委員会の運営上の留意点に

ついて」（平成13年３月30日付け国港

管第559号、国港建第115号） 

⑦ 入札監視委員会における委員の氏名及

び職業（標準様式例２－１、標準様式

例２－２） 

毎年度当初の委員

会開催後速やかに 

 

委員の変更のあっ

た場合には、その

直近の委員会の開

催後速やかに 

原則として

ホームペー

ジ上に公表 

 

※日刊新聞

紙への投げ

込みも行う 

入札監視委員

会の審議が行

われた日の属

する年度の翌

年度まで 

入札監視委員会における審議の概要及

びその他の必要な資料（標準様式例２

－１、標準様式例２－２） 

当該審議のあった

入札監視委員会の

開催後速やかに 

⑧ 「請負工事監督・検査事務処理要領の

制定について」（平成８年４月１日付

け港管第872号） 

それを定めた後速

やかに 

 

変更した場合にあ

っては、変更後速

やかに 

原則として

ホームペー

ジ上に公表 

常時 

「工事現場における施工体制の点検要

領」（平成13年３月30日付け国官地第2

2号、国官技第68号、国営計第79号） 

⑨ 「請負工事成績評定要領」（平成13年

３月30日付け国港建第110号） 



 

 

 

⑩ 指名停止措置の対象となった業者名（

標準様式例３） 

当該措置を行った

速やかに 

原則として

ホームペー

ジ上に公表 

 

※日刊新聞

紙への投げ

込みも行う 

当該措置を行

った日の属す

る年度の翌々

年度まで 

指名停止措置期間（標準様式例３） 

指名停止措置理由等（標準様式例３） 

⑪ 「談合情報対応マニュアル等の改正に

ついて」（平成22年９月30日付け国港

管第425号）別添２（談合情報対応マニ

ュアル） 

それを定めた後速

やかに 

 

変更した場合にあ

っては、変更後速

やかに 

原則として

ホームペー

ジ上に公表 

 

常時 

⑫ 「港湾建設局施行直轄工事における共

同企業体の取扱いについて」（昭和63

年12月27日付け港管第4087号） 

「直轄工事における特定建設工事共同

企業体の運用について」（平成15年９

月16日付け国港管第559号、国港建第10

5号） 

「直轄工事における経常建設共同企業

体の取扱について」（平成９年10月１

日付け港管第2253号、港建第825号） 

「直轄工事における地域維持型建設共

同企業体の取扱いについて」（平成24

年６月27日付け国地契第18号、国官技

第76号、国営計第38号、国港総第131号

、国港技第31号、国北予第16号） 

「直轄工事における地域維持型建設共

同企業体の運用について」（平成24年

６月27日付け国地契第19号、国官技第7

7号、国営計第39号、国港総第132号、

国港技第32号、国北予第17号） 

「直轄工事における復旧・復興建設工

事共同企業体の取扱いについて」（令

和５年３月29日付け国会公契第46号、

国官技第385号、国営管第652号、国営

計第185号、国港総第746号、国港技第1

37号、国北予第51号） 

 



 

 

 

別表Ⅱ－⑵各地方整備局（港湾空港関係事務に関することに限る。） 一般競争に付した場合 

 

番号 公表内容 公表時期 公表方法 公表期間 

⑵ ①  一般競争参加資格 入札公告時 「入札情報

サービス（

ＰＡＳ）」

上に公表 

少なくとも

、契約を締

結した日の

属する年度

の翌年度ま

で 

② 競争参加資格確認申請書及び競争参加

資格確認資料を提出した業者名 

落札者決定後速や

かに 

原則として

ホームペー

ジ上又は「

入札情報サ

ービス（Ｐ

ＡＳ）」に

公表 

③ 一般競争手続通達記９の規定により、

一般競争参加資格がないと認めた業者

名及びその理由（様式２） 

④ 予定価格（税抜き） 「入札情報

サービス（

ＰＡＳ）上

に公表 

⑤ イ) 予定価格（税抜き）の積算内訳 原則として

ホームペー

ジ上又は「

入札情報サ

ービス（Ｐ

ＡＳ）」上

に公表 

ロ) 工事設計書 契約締結後速やか

に 

 

※総価契約単価合

意方式を適用する

工事については、

単価合意後速やか

に 

⑥ イ) 調査基準価格（税抜き） 落札者決定後速や

かに 

「入札情報

サービス（

ＰＡＳ）」

上に公表 

ロ) 低入札事務手続通達第４に規定する調

査の結果の概要（標準様式例４） 

契約締結後速やか

に 

原則として

ホームペー

ジ上又は「

入札情報サ

ービス（Ｐ

ＡＳ）」上

に公表 

ハ) 低入札事務手続通達第７に規定する契

約担当官等の調査の結果及び意見を記

載した書面 

ニ) 低入札事務手続通達第８に規定する契

約審査委員の意見を記載した書面 



 

 

 

ホ) 予決令第 89 条に規定する理由及び契

約担当官等の意見を記載した書面 

※次順位者を落札者とした場合に限る

。 

ヘ) 予決令第 89 条の規定による国土交通

大臣の承認があった場合の当該承認を

示す文書 

※次順位者を落札者とした場合に限る

。 

⑦  入札者名及び入札者の各回の入札金額

並びに落札者名及び落札金額（この場

合においては、入札調書等の写しを使

用するものとする。） 

落札者決定後速や

かに 

「入札情報

サービス（

ＰＡＳ）」

上に公表 

予決令第99条の２又は第99条の３の規

定により随意契約によることとした場

合においては契約の相手方 

契約の相手方の決

定後速やかに 

予決令第99条の２又は第99条の３の規

定により随意契約によることとした場

合において、契約金額 

契約金額の決定後

速やかに 

⑧ 総合評価落札方式を実施した場合にお

ける落札者決定基準 

入札公告時 原則とし

てホーム

ページ上

又は「入

札情報サ

ービス（

ＰＡＳ）

」上に公

表 

総合評価落札方式を実施した場合にお

ける落札理由（標準様式例５） 

落札者決定後速や

かに 

⑨ ＷＴＯ対象工事において、競争参加資

格がないと認められた者からその説明

を求められた場合の書面及びそれに対

する回答の書面 

回答書面の発信後

速やかに 

ＷＴＯ対象工事以外の工事において、

苦情処理申立て書面及び苦情処理回答

書面 

⑩ イ) 契約の相手方の商号又は名称（標準様

式例６－１） 

契約締結後速やか

に 

契約の相手方の住所（標準様式例６－

１） 

ロ) 工事の名称（標準様式例６－１） 

工事の場所（標準様式例６－１） 

工事の種別（標準様式例６－１） 

工事の概要（標準様式例６－１） 



 

 

 

工期（標準様式例６－１） 

契約金額（標準様式例６－１） 

⑪  契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の工事の名称（標準様式例６－

２） 

契約の変更後速や

かに 

少なくとも

、契約を変

更した日の

属する年度

の翌年度ま

で 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の工事の場所（標準様式例６－

２） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の工事の種別（標準様式例６－

２） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の工事の概要（標準様式例６－

２） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の工期（標準様式例６－２） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の契約金額（標準様式例６－２

） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の契約変更の理由（標準様式例

６－２） 

⑫ 工事成績評定点通知書 工事成績評定点通

知後速やかに 

少なくとも

、工事成績

評定点を通

知した日の

属する年度

の翌年度ま

で 

⑬ 工事成績評定点通知書に関し、通知を

受けた者からその説明を求められた場

合の書面及びそれに対する回答の書面 

回答書面の発信

後速やかに 

 

別表Ⅱ－⑶各地方整備局（港湾空港関係事務に関することに限る。） 指名競争に付した場合 

 

番号 公表内容 公表時期 公表方法 公表期間 

⑶ ①  工事の名称 指名通知後速やか

に 

原則として

ホームペー

ジ上又は入

札情報サー

ビス（ＰＡ

少なくとも

、契約を締

結した日の

属する年度

の翌年度ま

工事の種別 

工事の入札予定年月日 

工事の等級区分 

② 指名業者名 落札者決定後速や



 

 

 

指名業者の選定過程（標準様式例７） かに Ｓ）上に公

表 

で 

③ 予定価格（税抜き） 入札情報サ

ービス（Ｐ

ＡＳ）上に

公表 

④ イ) 予定価格（税抜き）の積算内訳 原則として

ホームペー

ジ上又は入

札情報サー

ビス（ＰＡ

Ｓ）上に公

表 

ロ) 工事設計書 契約の締結後速や

かに 

 

※総価契約単価合

意方式を適用する

工事については単

価合意後速やかに 

⑤ イ) 調査基準価格（税抜き） 落札者決定後速や

かに 

入札情報サ

ービス（Ｐ

ＡＳ）上に

公表 

ロ) 低入札事務手続通達第４に規定する調

査の結果の概要（標準様式例４） 

契約の締結後速や

かに 

原則として

ホームペー

ジ上又は入

札情報サー

ビス（ＰＡ

Ｓ）上に公

表 

ハ) 低入札事務手続通達第７に規定する契

約担当官等の調査の結果及び意見を記

載した書面 

ニ) 低入札事務手続通達第８に規定する契

約審査委員の意見を記載した書面 

ホ) 予決令第 89 条に規定する理由及び契

約担当官等の意見を記載した書面 

※次順位者を落札者とした場合に限る

。 

ヘ) 予決令第 89 条の規定による国土交通

大臣の承認があった場合の当該承認を

示す文書 

※次順位者を落札者とした場合に限る

。 

⑥  入札者名及び入札者の各回の入札金額

並びに落札者名及び落札金額（この場

合においては、入札調書等の写しを使

用する。） 

落札者決定後速や

かに 

入札情報サ

ービス（Ｐ

ＡＳ）上に

公表 



 

 

 

予決令第99条の２又は第99条の３の規

定により随意契約によることとした場

合において、契約の相手方。 

契約の相手方の決

定後速やかに 

予決令第99条の２又は第99条の３の規

定により随意契約によることとした場

合において、契約金額。 

契約金額の決定後

速やかに 

⑦ 総合評価落札方式を実施した場合にお

ける落札者決定基準 

落札者決定後速や

かに 

原則として

ホームペー

ジ上又は入

札情報サー

ビス（ＰＡ

Ｓ）上に公

表 

総合評価落札方式を実施した場合にお

ける落札理由（標準様式例５） 

⑧ 苦情処理申立て書面 回答書面の発信後

速やかに 苦情処理回答書面 

⑨ イ) 契約の相手方の商号又は名称（標準様

式例６－１） 

契約の締結後速や

かに 

契約の相手方の住所（標準様式例６－

１） 

ロ) 工事の名称（標準様式例６－１） 

工事の場所（標準様式例６－１） 

工事の種別（標準様式例６－１） 

工事の概要（標準様式例６－１） 

工期（標準様式例６－１） 

契約金額（標準様式例６－１） 

⑩  契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の工事の名称（標準様式例６－

２） 

契約の変更後速や

かに 

少なくとも

、契約を変

更した日の

属する年度

の翌年度ま

で 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の工事の場所（標準様式例６－

２） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の工事の種別（標準様式例６－

２） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の工事の概要（標準様式例６－

２） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の工期（標準様式例６－２） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の契約金額（標準様式例６－２



 

 

 

） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の契約変更の理由（標準様式例

６－２） 

⑪ 工事成績評定点通知書 工事成績評定点通

知後速やかに 

少なくとも

、工事成績

評定点を通

知した日の

属する年度

の翌年度ま

で 

⑫ 工事成績評定点通知書に関し、通知を

受けた者からその説明を求められた場

合の書面及びそれに対する回答の書面 

回答書面の発信後

速やかに 

 

別表Ⅱ－⑷各地方整備局（港湾空港関係事務に関することに限る。） 随意契約による場合 

 

番号 公表内容 公表時期 公表方法 公表期間 

⑷ ① イ) 工事の名称（標準様式例６－３） 契約の締結後速や

かに 

入札情報サ

ービス（Ｐ

ＡＳ）上に

公表 

少なくとも

、契約を締

結した日の

属する年度

の翌年度ま

で 

工事概要（標準様式例６－３） 

ロ) 契約担当官等の氏名（標準様式例６－

３） 

契約担当官の所属する部局の名称（標

準様式例６－３） 

契約担当官の所属する部局の所在地（

標準様式例６－３） 

ハ) 契約を締結した日（標準様式例６－３

） 

ニ) 契約の相手方の商号又は名称（標準様

式例６－３） 

契約の相手方の住所（標準様式例６－

３） 

ホ) 契約金額（標準様式例６－３） 

ヘ) 予定価格（標準様式例６－３） 

ト) 随意契約によることとした理由（標準

様式例６－３） 

チ) 工事の場所（標準様式例６－３） 

工事の種別（標準様式例６－３） 

工期（標準様式例６－３） 

② イ) 予定価格（税抜き）の積算内訳 原則として

ホームペーロ) 工事設計書 契約の締結後速や



 

 

 

かに 

 

※総価契約単価合

意方式を適用する

工事については、

単価合意後速やか

に 

ジ上又は入

札情報サー

ビス（ＰＡ

Ｓ）上に公

表 

③  苦情処理申立て書面 回答書面の発信後

速やかに 苦情処理回答書面 

④ 契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の工事の名称（標準様式例６－

２） 

契約の変更後速や

かに 

少なくとも

、契約を変

更した日の

属する年度

の翌年度ま

で 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の工事概要（標準様式例６－２

） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の契約金額（標準様式例６－２

） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の工事の場所（標準様式例６－

２） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の工事の種別（標準様式例６－

２） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の工期（標準様式例６－２） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の契約変更の理由（標準様式例

６－２） 

⑤ 工事成績評定点通知書 工事成績評定点通

知後速やかに 

少なくとも

、工事成績

評定点を通

知した日の

属する年度

の翌年度ま

で 

⑥ 工事成績評定点通知書に関し、通知を

受けた者からその説明を求められた場

合の書面及びそれに対する回答の書面 

回答書面の発信後

速やかに 

 

（工事等における入札・契約の過程に係る苦情処理の手続についての一部改正） 



 

 

 

18 「工事等における入札・契約の過程に係る苦情処理の手続について」（平成13

年３月30日付け国官会第1430号、国官地第28号）の一部を次のように改正する。 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに対応する改

正後欄に掲げる規定の傍線を付した部分のように改める。 

 

改 正 後 改 正 前 

３ 苦情の申立ての方法 

苦情の申立ては、以下に掲げる期間内に、書面

により、地方整備局長等に対して行うことができ

るものとする。書面には、申立者の氏名及び住所

、申立の対象となる工事、不服のある事項及び不

服の根拠となる事項について記載すること。（様

式自由）ただし、記第２のうち２⑴、⑵イ及びハ

並びに⑶に掲げる苦情の申立ては、原則として電

子入札システムにより、地方整備局長等に対して

行うことができるものとする。 

⑴～⑸ （略） 

６ 苦情申立てについての教示 

  苦情申立てができる旨の教示を次のとおり行う

ものとする。ただし、本通達における対象工事及

び対象建設コンサルタント業務等に係るものに限

る。 

 ⑴・⑵ （略） 

 ⑶ 工事希望型競争入札方式、標準プロポーザル

方式及び通常指名競争入札方式にあっては、記

第２のうち２⑵ロ、２⑶ロ及び２⑷に掲げる苦

情申立てができる旨をホームページ等により教

示すること。 

 ⑷ 随意契約方式にあっては、記第２のうち２⑸

に掲げる苦情申立てができる旨をホームページ

等により教示すること。 

７ 苦情処理手続に係る明示 

記第２のうち１から４までに係る手続について

は、次のとおり明示するものとする。ただし、本

通達により対象となる工事に限るものとする。 

⑴ （略） 

⑵ 記第２のうち２⑵ロ、２⑶ロ、２⑷及び２⑸

に係る手続については、ホームページ等への掲

３ 苦情の申立ての方法 

苦情の申立ては、以下に掲げる期間内に、書面

により、地方整備局長等に対して行うことができ

るものとする。書面には、申立者の氏名及び住所

、申立の対象となる工事、不服のある事項及び不

服の根拠となる事項について記載すること。（様

式自由）ただし、記第２のうち２⑴イ及びロ、２

⑵イ及びハ並びに２⑶に掲げる苦情の申立ては、

原則として電子入札システムにより、地方整備局

長等に対して行うことができるものとする。 

⑴ ～⑸ （略） 

６ 苦情申立てについての教示 

  苦情申立てができる旨の教示を次のとおり行う

ものとする。ただし、本通達における対象工事及

び対象建設コンサルタント業務等に係るものに限

る。 

 ⑴・⑵ （略） 

 ⑶ 工事希望型競争入札方式、標準プロポーザル

方式及び通常指名競争入札方式にあっては、記

第２のうち２⑵ロ、２⑶ロ及び２⑷に掲げる苦

情申立てができる旨を掲示すること等により教

示すること。 

 ⑷ 随意契約方式にあっては、記第２のうち２⑸

に掲げる苦情申立てができる旨を掲示すること

等により教示すること。 

７ 苦情処理手続に係る明示 

記第２のうち１から４までに係る手続について

は、次のとおり明示するものとする。ただし、本

通達により対象となる工事に限るものとする。 

⑴ （略） 

⑵ 記第２のうち２⑵ロ、２⑶ロ、２⑷及び２⑸

に係る手続については、地方整備局及び事務所



 

 

 

載により明示すること。 

８ 苦情処理結果の公表 

  地方整備局長等は、申立者に回答を行ったとき

には、申立者の提出した書面（電子入札システム

により提出されたものを含む。）及び回答書を速

やかに公表するものとする。 

において掲示すること。 

８ 苦情処理結果の公表 

  地方整備局長等は、申立者に回答を行ったとき

には、申立者の提出した書面（電子入札システム

により提出されたものを含む。）及び回答書を、

閲覧による方法により速やかに公表するものとす

る。 

 

（異工種建設工事共同企業体の取扱いについての一部改正） 

19 「異工種建設工事共同企業体の取扱いについて」（平成13年11月30日付け国地

契第40号、国官技第259号、国営計第155号）の一部を次のように改正する。 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに順次対応す

る改正後欄に掲げる規定の傍線を付した部分のように改める。 

 

改 正 後 改 正 前 

３ 資格審査等 

⑴ 部局長は、異工種建設工事共同企業体により

競争を行わせようとするときは、あらかじめ、

その旨及び次の各号に掲げる事項を公示し、こ

れにより資格認定の申請を行わせるものとする

。 

一～三 （略） 

四 資格審査申請書の受付期間及び方法 

五～七 （略） 

⑵ （略） 

⑶ 一般競争入札対象工事の場合は、「一般競争

入札方式の手続について」（令和５年12月27日

付け国会公契第22号、国官技第272号、国営計

第130号）記３⑴③の規定中「特定建設共同企

業体」を「異工種建設工事共同企業体」と読み

替えて準用するものとする。 

 

 

 

 

 

⑷ （略） 

⑸ 競争参加資格審査申請書に添付し提出を求め

３ 資格審査等 

⑴ 部局長は、異工種建設工事共同企業体により

競争を行わせようとするときは、あらかじめ、

その旨及び次の各号に掲げる事項を公示し、こ

れにより資格認定の申請を行わせるものとする

。 

一～三 （略） 

四 資格審査申請書の受付期間及び受付場所 

五～七 （略） 

⑵ （略） 

⑶ 一般競争入札対象工事の場合は、「一般競争

入札方式において競争参加資格とする経営事項

評価点数について」（平成７年建設省厚契発第

14号、建設省技調発第60号、建設省営計発第20

号）及び「一般競争入札方式において競争参加

資格とする経営事項評価点数についての運用に

ついて」（平成12年４月28日付け建設省厚契発

第12号、建設省技調発第79号、建設省営計発第

61号）の規定中「特定建設共同企業体」を「異

工種建設工事共同企業体」と読み替えて準用す

るものとする。 

⑷ （略） 

⑸ 競争参加資格審査申請書に添付し提出を求め



 

 

 

る異工種建設工事共同企業体協定書（乙）につ

いては、「建設工事共同企業体の事務取扱いに

ついて」（昭和53年11月１日付け建設省計振発

第69号）の別添「建設工事共同企業体の事務取

扱いについて（回答）（昭和53年11月１日付け

建設省茨計振発第771号）の別紙に示された「

特定建設工事共同企業体協定書（乙）」を準用

する旨を競争参加資格の公示において明記する

ものとする。 

⑹ （略） 

５ 本省への協議について 

異工種建設工事共同企業体対象工事を発注する

ときは、本省会計課公共工事契約指導室、技術調

査課及び官庁営繕部計画課に対して事前に時間的

余裕を持って協議するものとする。 

る異工種建設工事共同企業体協定書（乙）につ

いては、「建設工事共同企業体の事務取扱いに

ついて」（昭和53年11月１日付け建設省計振発

第69号）の別添「建設工事共同企業体の事務取

扱いについて（回答）（昭和53年11月１日付け

建設省茨計振発第771号）の別紙に示された「

特定建設工事共同企業体協定書（乙）」を準用

する旨を競争参加資格の公示又は技術資料収集

に係る掲示において明記するものとする。 

⑹ （略） 

５ 本省への協議について 

異工種建設工事共同企業体対象工事を発注する

ときは、本省地方課、技術調査課及び営繕計画課

に対して事前に時間的余裕を持って協議するもの

とする。 

 

（建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律の施行に伴う契約事務手続につ

いての一部改正） 

20 「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律の施行に伴う契約事務手続に

ついて」（平成14年５月29日付け国地契第10号、国官技第43号、国営計第26号）

の一部を次のように改正する。 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに対応する改

正後欄に掲げる規定の傍線を付した部分のように改める。 

 

改 正 後 改 正 前 

１ 対象工事である旨明示 

建設リサイクル法対象工事については、工事の

発注に際して以下の事項を明示するものとする。 

⑴ 入札公告、送付資料に記載する事項 

 

この工事は建設工事に係る資材の再資源化等

に関する法律（平成12年法律第104号）に基づ

き、分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資

源化等の実施が義務付けられた工事である。 

⑵ （略） 

 

（別紙１） 

説 明 書 

１ 対象工事である旨明示 

建設リサイクル法対象工事については、工事の

発注に際して以下の事項を明示するものとする。 

⑴ 入札公告、技術資料の収集に係る掲示、送付

資料に記載する事項 

この工事は建設工事に係る資材の再資源化等

に関する法律（平成12年法律第104号）に基づ

き、分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資

源化等の実施が義務付けられた工事である。 

⑵ （略） 

 

（別紙１） 

説 明 書 



 

 

 

  年  月  日 

（略） 

平成  年  月  日 

（略） 

 

（大手企業連携型建設共同企業体の取扱いについての一部改正） 

21 「大手企業連携型建設共同企業体の取扱いについて」（平成14年７月１日付け

国地契第27号、国官技第77号、国営計第46号）の一部を次のように改正する。 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに対応する改

正後欄に掲げる規定の傍線を付した部分のように改める。 

 

改 正 後 改 正 前 

２．大手企業連携型建設共同企業体の内容 

⑴・⑵ （略） 

⑶ 構成員の技術的要件等 

構成員が、次の各号の要件を満たすものとす

る。 

一 同種工事の施工実績について 

イ （略） 

ロ 工事希望型指名競争について 

 

（略） 

二 （略） 

 ⑷・⑸ （略） 

２．大手企業連携型建設共同企業体の内容 

⑴・⑵ （略） 

⑶ 構成員の技術的要件等 

構成員が、次の各号の要件を満たすものとす

る。 

一 同種工事の施工実績について 

イ （略） 

ロ 公募型指名競争又は工事希望型指名競争

について 

 （略） 

  二 （略） 

⑷・⑸ （略） 

 

（建設コンサルタント業務等における入札及び契約の過程並びに契約の内容等に

係る情報の公表についての一部改正） 

22 「建設コンサルタント業務等における入札及び契約の過程並びに契約の内容等

に係る情報の公表について」（平成14年９月５日付け国官会第1211号、国地契第3

4号）の一部を次のように改正する。 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付し又は破線で囲んだ部分をこ

れに対応する改正後欄に掲げる規定の傍線を付し又は破線で囲んだ部分のように

改め、改正前欄及び改正後欄に対応して掲げるその標記部分に二重傍線を付した

規定（以下この項において「対象規定」という。）は、その標記部分が同一のも

のは当該対象規定を改正後欄に掲げるもののように改め、その標記部分が異なる

ものは改正前欄に掲げる対象規定を改正後欄に掲げる対象規定として移動し、改

正前欄に掲げる対象規定で改正後欄にこれに対応するものを掲げていないもの

は、これを削り、改正後欄に掲げる対象規定で改正前欄にこれに対応するものを

掲げていないものは、これを加える。 

 



 

 

 

改 正 後 改 正 前 

３ 公表の内容、時期、方法及び期間 

Ⅰ 各地方整備局（港湾空港関係事務に関するこ

とを除く。）においては、別表Ⅰ－⑴に掲げる

事項及び別表Ⅰ－⑵、別表Ⅰ－⑶、別表Ⅰ－⑷

又は別表Ⅰ－⑸に掲げる事項について、それぞ

れ当該別表に掲げる時期、方法及び期間におい

て公表するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 公表の内容 

Ⅰ 各地方整備局（港湾空港関係事務に関するこ

とを除く。）においては、次に掲げる事項につ

いて公表するものとする。 

⑴ 通則的事項 

① 競争参加資格 

② 有資格業者名簿（様式１－１）、有資格

業者索引名簿（様式１－２）及び「建設コン

サルタント業務等請負業者の資格を定める

場合の総合点数の算定要領」（平成６年 11

月 14日付け建設省厚契発第 16号） 

③ 選定要領第 15（指名基準）、「建設コン

サルタント業務等請負契約に係る指名基準

の運用基準について」（平成６年 12 月 21

日付け建設省厚契発第 25号、建設省技調発

第 266 号）、各地方整備局ごとに定めてい

る技術審査基準（標準様式例１）、指名停止

措置要領、「地方支分部局所掌の建設コン

サルタント業務等請負契約に係る指名停止

等の取扱いについて」（平成 10年８月５日

付け建設省厚契発第 33号）及び各地方整備

局ごとに定めている工事事故に係る指名停

止措置期間運用基準 

④ 「予算決算及び会計令第 85条の基準の取

扱いに関する事務手続について」（平成 16

年６月 10日付け国官会第 368号。以下「低

入札事務手続通達」という。） 

⑤ 苦情処理通達 

⑥ 入札監視委員会通達、「入札監視委員会

の運用上の留意点について」（平成 13年３

月 30 日付け国官地第 30 号、国官技第 81

号、国営計第 67号） 

⑦ 入札監視委員会における委員の氏名及び

職業、審議の概要及びその他の必要な資料

（標準様式例２－１、標準様式例２－２） 

⑧ 「地方整備局請負測量作業監督技術基準

（案）について」（昭和 56 年３月 18 日付



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

け建設省技調発第 118 号）、「地方整備局

請負測量作業検査技術基準（案）について」

（昭和 56 年３月 18 日付け建設省技調発第

119号）、「地方整備局委託業務等成績評定

要領の改正について」（平成 14年９月５日

付け国官技発第 142 号）、「地方整備局委

託業務等成績評定要領の運用について」（平

成 14年９月５日付け国官技発第 143号）、

「地方整備局等建築設計委託業務成績評定

要領の制定について」（平成 14 年６月 28

日付け国営建第 49号）及び「地方整備局等

建築設計委託業務成績評定要領の運用」（平

成 17年２月 14日付け国営整第 152号） 

⑨ 指名停止措置の対象となった業者名、指

名停止措置期間、指名停止措置理由等（標

準様式例３） 

⑩ 「公正入札調査委員会設置要領準則」（平

成 15年３月 30日付け国地契第 92号）別添

２（談合情報対応マニュアル） 

⑪ 「建設コンサルタント業務における共同

設計方式の取扱いについて」（平成 10年 12

月 10 日付け建設省厚契発第 54 号、建設省

技調発第 236号、建設省営建発第 65号） 

⑵ 指名競争に付した場合 

① 業務の名称、業種区分及び入札予定年月

日 

② 指名業者名及び指名の理由（標準様式例

４－１、４－２又は５－１） 

③ 公募型競争入札及び簡易公募型競争入札

に付した場合における次に掲げる事項（様

式２） 

イ）参加表明書を提出した業者名 

ロ）指名の有無 

ハ）指名されなかった理由 

④ 予定価格（税抜き） 

⑤イ）予定価格（税抜き）の積算内訳 

ロ）業務設計書 

⑥イ）調査基準価格 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ）低入札事務手続通達第４に規定する調

査の結果の概要（標準様式例６） 

ハ）低入札事務手続通達第７に規定する契

約担当官等の調査の結果及び意見を記載

した書面 

ニ）低入札事務手続通達第８に規定する契

約審査委員の意見を記載した書面 

ホ）予決令第 89条に規定する理由及び契約

担当官等の意見を記載した書面（次順位

者を落札者とした場合に限る。） 

へ）同令第 89条の規定による国土交通大臣

の承認があった場合の当該承認を示す文

書（次順位者を落札者とした場合に限

る。） 

⑦ 入札者名及び各入札者の各回の入札金額

並びに落札者名及び落札金額（この場合に

おいては、入札調書等の写しを使用するも

のとする。）並びに予決令第 99条の２及び

第 99 条の３の規定により随意契約による

こととした場合においては契約の相手方及

び契約金額（消費税及び地方消費税相当額

を除いたものをいう。以下同じ。）。 

⑧ 苦情処理申立て書面及び苦情処理回答書

面 

⑨ 次に掲げる契約の内容（標準様式例７－

１） 

イ）契約の相手方の商号又は名称及び住所 

ロ）業務の名称、業務場所、業種区分、概

要、履行期間及び契約金額 

⑩ 契約金額の変更を伴う契約の変更をした

場合の上記⑨ロ）及び契約変更の理 由（標

準様式例７－２） 

⑪ 成績評定点通知書 

⑫ 成績評定点通知書に関し、通知を受けた

者からその説明を求められた場合の 書面

及びそれに対する回答の書面 

⑶ プロポーザルに付した場合 

① 業務の名称及び業種区分 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 選定業者名及び選定理由（標準様式例４

－１、４－２、５－１又は５－２） 

③ 公募型プロポーザル及び簡易公募型プロ

ポーザルにおける選定手続に係る次に掲げ

る事項（様式３） 

イ）参加表明書を提出した業者名 

ロ）選定の有無 

ハ）選定されなかった理由 

④ 特定業者名及び特定理由（標準様式例８

－１、８－２、８－３又は８－４） 

⑤ 特定手続に係る次に掲げる事項（様式４） 

イ）技術提案書を提出した業者名 

ロ）特定の有無 

ハ）特定されなかった理由 

⑥ 次に掲げる随意契約の結果及び契約の内

容（標準様式例７－３） 

イ）業務の名称及び業務概要 

ロ）契約担当官等の氏名並びにその所属す

る部局の名称及び所在地 

ハ）契約を締結した日 

ニ）契約の相手方の商号又は名称及び住所 

ホ）契約金額 

へ）予定価格 

ト）随意契約によることとした理由 

チ）業務の場所、業種区分及び履行期間 

⑦イ）予定価格（税抜き）の積算内訳 

ロ）業務設計書 

⑧ 苦情処理申立て書面及び苦情処理回答書

面 

⑨ 契約金額の変更を伴う契約の変更をした

場合の上記⑥イ）、ホ）及びチ）並びに契約

変更の理由（標準様式例７－２） 

⑩ 成績評定点通知書 

⑪ 成績評定点通知書に関し、通知を受けた

者からその説明を求められた場合の書面及

びそれに対する回答の書面 

⑷ 随意契約によることとした場合（プロポー

ザルに付した場合を除く） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 各地方整備局（港湾空港関係事務に関するこ

とに限る。）においては、別表Ⅱ－⑴に掲げる

事項及び別表Ⅱ－⑵、別表Ⅱ－⑶、別表Ⅱ－⑷

又は別表Ⅱ－⑸に掲げる事項について、それぞ

れ当該別表に掲げる時期、方法及び期間におい

て公表するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 次に掲げる随意契約の結果及び契約の内

容（標準様式例７－３） 

イ）業務の名称及び業務概要 

ロ）契約担当官等の氏名並びにその所属す

る部局の名称及び所在地 

ハ）契約を締結した日 

ニ）契約の相手方の商号又は名称及び住所 

ホ）契約金額 

へ）予定価格 

ト）随意契約によることとした理由 

チ）業務の場所、業種区分及び履行期間 

②イ）予定価格（税抜き）の積算内訳 

ロ）業務設計書 

③ 苦情処理申立て書面及び苦情処理回答書

面 

④ 契約金額の変更を伴う契約の変更をした

場合の上記①イ）、ホ）及びチ）並びに契約

変更の理由（標準様式例７－２） 

⑤ 成績評定点通知書 

⑥ 成績評定点通知書に関し、通知を受けた

者からその説明を求められた場合の書面及

びそれに対する回答の書面 

Ⅱ 各地方整備局（港湾空港関係事務に関するこ

とに限る。）においては、次に掲げる事項につ

いて公表するものとする。 

⑴ 通則的事項 

① 競争参加資格 

② 有資格者名簿（様式１－３）、「数値の算

定及び等級の格付け要領」（昭和 55 年 12

月１日付け港管第 3722号） 

③ 取扱要領第 18条（建設コンサルタント等

の指名基準）、各地方整備局ごとに定めて

いる技術審査基準（標準様式例１）、指名停

止措置要領及び各地方整備局ごとに定めて

いる工事事故に係る指名停止措置期間運用

基準 

④ 「予算決算及び会計令第 85条の基準の取

扱いに関する事務手続について」（平成 16



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年６月 10日付け国官会第 368号。以下「低

入札事務手続通達」という。） 

⑤ 苦情処理通達 

⑥ 入札監視委員会通達、「入札監視委員会

の運用上の留意点について」（平成 13年３

月 30日付け国港管第 559号、国港建第 115

号） 

⑦ 入札監視委員会における委員の氏名及び

職業、審議の概要及びその他の必要な資料

（標準様式例２－１、標準様式例２－２） 

⑧ 「設計･測量･調査等業務監督･検査事務処

理要領の制定について」（平成８年４月１

日付け港管第 873 号）、「請負業務成績評

定要領の制定について」（平成 14年３月 29

日付け国港建第 318 号）及び「「請負業務

成績評定基準」の制定について」（平成 14

年３月 29日付け国港建第 319号） 

⑨ 指名停止措置の対象となった業者名、指

名停止措置期間、指名停止措置理由等（標

準様式例３） 

⑩ 「公正入札調査委員会の設置等について」

（平成 15 年３月 28 日付け国港管第 1199

号）別添２（談合情報対応マニュアル） 

⑪ 「建設コンサルタント業務における共同

設計方式の取扱について」（平成 11年２月

５日付け港管第 195号） 

  ⑵ 指名競争に付した場合 

① 業務の名称、業種区分及び入札予定年月

日 

② 指名業者名及び指名の理由（標準様式例

４－１又は４－２） 

③ 公募型競争入札及び簡易公募型競争入札

に付した場合における次に掲げる事項（様

式２） 

イ）参加表明書を提出した業者名 

ロ）指名の有無 

ハ）指名されなかった理由 

④ 予定価格（税抜き） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤イ）予定価格（税抜き）の積算内訳 

ロ）業務設計書 

⑥イ）調査基準価格 

ロ）低入札事務手続通達第４に規定する調

査の結果の概要（標準様式例６） 

ハ）低入札事務手続通達第７に規定する契

約担当官等の調査の結果及び意見を記載

した書面 

ニ）低入札事務手続通達第８に規定する契

約審査委員の意見を記載した書面 

ホ）予決令第 89条に規定する理由及び契約

担当官等の意見を記載した書面（次順位

者を落札者とした場合に限る。） 

へ）同令第 89条の規定による国土交通大臣

の承認があった場合の当該承認を示す文

書（次順位者を落札者とした場合に限

る。） 

⑦ 入札者名及び各入札者の各回の入札金額

並びに落札者名及び落札金額（この場合に

おいては、入札調書等の写しを使用するも

のとする。）並びに予決令第 99条の２及び

第 99 条の３の規定により随意契約による

こととした場合においては契約の相手方及

び契約金額（消費税及び地方消費税相当額

を除いたものをいう。以下同じ。）。 

⑧ 苦情処理申立て書面及び苦情処理回答書

面 

⑨ 次に掲げる契約の内容（標準様式例７－

１） 

イ）契約の相手方の商号又は名称及び住所 

ロ）業務の名称、業務場所、業種区分、概

要、履行期間及び契約金額 

⑩ 契約金額の変更を伴う契約の変更をした

場合の上記⑨ロ）及び契約変更の理由（標

準様式例７－２） 

⑪ 成績評定点通知書 

⑫ 成績評定点通知書に関し、通知を受けた

者からその説明を求められた場合の書面及



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

びそれに対する回答の書面 

⑶ プロポーザルに付した場合 

① 業務の名称及び業種区分 

② 選定業者名及び選定理由（標準様式例４

－１、標準様式例４－２、標準様式例５－

１又は５－２） 

③ 公募型プロポーザル及び簡易公募型プロ

ポーザルにおける選定手続に係る次 に掲

げる事項（様式３） 

イ）参加表明書を提出した業者名 

ロ）選定の有無 

ハ）選定されなかった理由 

④ 特定業者名及び特定理由（標準様式例８

－１、８－２、８－３、８－４） 

⑤ 特定手続に係る次に掲げる事項（様式４） 

イ）技術提案書を提出した業者名 

ロ）特定の有無 

ハ）特定されなかった理由 

⑥ 次に掲げる随意契約の結果及び契約の内

容（標準様式例７－３） 

イ）業務の名称及び業務概要 

ロ）契約担当官等の氏名並びにその所属す

る部局の名称及び所在地 

ハ）契約を締結した日 

ニ）契約の相手方の商号又は名称及び住所 

ホ）契約金額 

へ）予定価格 

ト）随意契約によることとした理由 

チ）業務の場所、業種区分及び履行期間 

⑦イ）予定価格（税抜き）の積算内訳 

ロ）業務設計書 

⑧ 苦情処理申立て書面及び苦情処理回答書

面 

⑨ 契約金額の変更を伴う契約の変更をした

場合の上記⑥イ）、ホ）及びチ）並びに契約

変更の理由（標準様式例７－２） 

⑩ 成績評定点通知書 

⑪ 成績評定点通知書に関し、通知を受けた



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

者からその説明を求められた場合の書面及

びそれに対する回答の書面 

⑷ 随意契約によることとした場合（プロポー

ザルに付した場合を除く。） 

① 次に掲げる随意契約の結果及び契約の内

容（標準様式例７－３） 

イ）業務の名称及び業務概要 

ロ）契約担当官等の氏名並びにその所属す

る部局の名称及び所在地 

ハ）契約を締結した日 

ニ）契約の相手方の商号又は名称及び住所 

ホ）契約金額 

ヘ）予定価格 

ト）随意契約によることとした理由 

チ）業務の場所、業種区分及び履行期間 

②イ）予定価格（税抜き）の積算内訳 

ロ）業務設計書 

③ 苦情処理申立て書面及び苦情処理回答書

面 

④ 契約金額の変更を伴う契約の変更をした

場合の上記①イ）、ホ）及びチ）並びに契約

変更の理由（標準様式例７－２） 

⑤ 成績評定点通知書 

⑥ 成績評定点通知書に関し、通知を受けた

者からその説明を求められた場合の書面及

びそれに対する回答の書面 

４ 公表の時期 

Ⅰ 各地方整備局（港湾空港関係事務に関するこ

とを除く。）においては、次に掲げる時期に公

表するものとする。 

⑴ 通則的事項 

上記３Ⅰ⑴の①から⑥まで並びに⑧、⑩及

び⑪は、それを定め又は作成した後速やかに

当該事項を公表するものとする。ただし、す

でに定めてある場合にあっては、本通達の施

行の日以降速やかに公表するものとする。ま

た当該事項を変更した場合にあっては、変更

後速やかに公表するものとする。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３Ⅰ⑴⑦のうち委員の氏名及び職業等は、

毎年度当初の委員会開催後速やかに、また委

員の変更のあった場合には、その直近の委員

会の開催後速やかに公表するものとする。ま

た、審議の概要等については、当該審議のあ

った入札監視委員会の開催後速やかに公表す

るものとする。 

３Ⅰ⑴⑨は、当該措置を行った後速やかに

公表するものとする。 

⑵ 指名競争に付した場合 

３Ⅰ⑵①は、指名通知後（公募型競争入札

及び簡易公募型競争入札に付した場合におい

てはそれを定めた後）速やかに公表するもの

とする。 

３Ｉ⑵②から⑤イ）まで、⑥イ）及び⑦は、

落札者決定後又は契約の相手方及び契約金額

の決定後速やかに公表するものとする。 

３Ⅰ⑵⑤ロ）、⑥（イ）を除く。）及び⑨は、

契約の締結後速やかに公表するものとする。 

３Ⅰ⑵⑧及び⑫は、回答書面の発信後速や

かに公表するものとする。 

３Ⅰ⑵⑩は、契約の変更後速やかに公表す

るものとする。 

３Ⅰ⑵⑪は、成績評定点通知後速やかに公

表するものとする。 

⑶ プロポーザルに付した場合 

３Ⅰ⑶①は、それを定めた後（標準プロポ

ーザルに付した場合においては選定通知後）

速やかに公表するものとする。 

３Ⅰ⑶②から⑤までは、特定通知後速やか

に公表するものとする。 

３Ⅰ⑶⑥及び⑦は、契約の締結後速やかに

公表するものとする。 

３Ⅰ⑶⑧及び⑪は、回答書面の発信後速や

かに公表するものとする。 

３Ⅰ⑶⑨は、契約の変更後速やかに公表す

るものとする。 

３Ⅰ⑶⑩は、成績評定点通知後速やかに公



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表するものとする。 

⑷ 随意契約によることとした場合 

３Ⅰ⑷①及び②は、契約の締結後速やかに

公表するものとする。 

３Ⅰ⑷③及び⑥は、回答書面の発信後速や

かに公表するものとする。 

３Ⅰ⑷④は、契約の変更後速やかに公表す

るものとする。 

３Ⅰ⑷⑤は、成績評定点通知後速やかに公

表するものとする。 

Ⅱ 各地方整備局（港湾空港関係事務に関するこ

とに限る。）においては、次に掲げる 時期に

公表するものとする。 

⑴ 通則的事項 

上記３Ⅱ⑴の①から⑥まで並びに⑧、⑩及

び⑪は、それを定め又は作成した後速やかに

当該事項を公表するものとする。ただし、す

でに定めてある場合にあっては、本通達の施

行の日以降速やかに公表するものとする。ま

た当該事項を変更した場合にあっては、変更

後速やかに公表するものとする。 

３Ⅱ⑴⑦のうち委員の氏名及び職業等は、

毎年度当初の委員会開催後速やかに、また委

員の変更のあった場合には、その直近の委員

会の開催後速やかに公表するものとする。ま

た、審議の概要等については、当該審議のあ

った入札監視委員会の開催後速やかに公表す

るものとする。 

３Ⅱ⑴⑨は、当該措置を行った後速やかに

公表するものとする。 

⑵ 指名競争に付した場合 

３Ⅱ⑵①は、指名通知後（公募型競争入札

及び簡易公募型競争入札に付した場合におい

てはそれを定めた後）速やかに公表するもの

とする。 

３Ⅱ⑵②から⑤イ）まで、⑥イ）及び⑦は、

落札者決定後又は契約の相手方及び契約金額

の決定後速やかに公表するものとする。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

３Ⅱ⑵⑤ロ）、⑥（イ）を除く。）及び⑨は、

契約の締結後速やかに公表するものとする。 

３Ⅱ⑵⑧及び⑫は、回答書面の発信後速や

かに公表するものとする。 

３Ⅱ⑵⑩は、契約の変更後速やかに公表す

るものとする。 

３Ⅱ⑵⑪は、成績評定点通知後速やかに公

表するものとする。 

⑶ プロポーザルに付した場合 

３Ⅱ⑶①は、それを定めた後（標準プロポ

ーザルに付した場合においては選定通知後）

速やかに公表するものとする。 

３Ⅱ⑶②から⑤までは、特定通知後速やか

に公表するものとする。 

３Ⅱ⑶⑥及び⑦は、契約の締結後速やかに

公表するものとする。 

３Ⅱ⑶⑧及び⑪は、回答書面の発信後速や

かに公表するものとする。 

３Ⅱ⑶⑨は、契約の変更後速やかに公表す

るものとする。 

３Ⅱ⑶⑩は、成績評定点通知後速やかに公

表するものとする。 

⑷ 随意契約によることとした場合 

３Ⅱ⑷①及び②は、契約の締結後速やかに

公表するものとする。 

３Ⅱ⑷③及び⑥は、回答書面の発信後速や

かに公表するものとする。 

３Ⅱ⑷④は、契約の変更後速やかに公表す

るものとする。 

３Ⅱ⑷⑥は、成績評定点通知後速やかに公

表するものとする。 

５ 公表の方法 

Ⅰ 各地方整備局（港湾空港関係事務に関するこ

とを除く。）においては、次に掲げる方法で公

表するものとする。 

⑴ 通則的事項 

３Ⅰ⑴については、原則として閲覧に供す

る方法（閲覧所を設け、又はインターネット



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

により閲覧に供することをいう。インターネ

ットにより閲覧に供する場合には、パソコン

等を活用して閲覧所等において閲覧させるこ

と。以下同じ。）によるものとする。 

３Ⅰ⑴⑦及び⑨については、当該閲覧に供

する方法に加え、日刊新聞紙へ記事投げ込み

を行うものとする。 

⑵ 指名競争に付した場合及びプロポーザルに

付した場合並びに随意契約によることとした

場合 

３Ⅰ⑵①から③まで、⑤イ）、⑥（イ）を除

く。）及び⑧から⑫まで、３Ⅰ⑶①から⑤ま

で及び⑦イ）及び⑧から⑪まで並びに３Ⅰ⑷

②イ）及び③から⑥までは、閲覧に供する方

法によるものとする。 

３Ⅰ⑵①（公募型競争入札及び簡易公募型

競争入札に付した場合に限る。）④、⑥イ）及

び⑦、３Ⅰ⑶①（標準プロポーザルに付した

場合を除く。）及び⑥イ）並びに３Ⅰ⑷①は、

「入札情報サービス（ＰＰＩ）」を利用して

インターネットにより公表するとともに、閲

覧に供する方法によるものとする。 

３Ⅰ⑵⑤ロ）、３Ⅰ⑶⑦ロ）及び３Ⅰ⑷②

ロ）は、インターネットの利用その他の適切

な方法により公表するものとする。 

Ⅱ 各地方整備局（港湾空港関係事務に関するこ

とに限る。）においては、次に掲げる方 法で

公表するものとする。 

⑴ 通則的事項 

３Ⅱ⑴については、原則として閲覧に供す

る方法（閲覧所を設け、又はインターネット

により閲覧に供することをいう。インターネ

ットにより閲覧に供する場合には、パソコン

等を活用して閲覧所等において閲覧させるこ

と。以下同じ。）によるものとする。 

３Ⅱ⑴⑦及び⑨については、当該閲覧に供

する方法に加え、日刊新聞紙へ記事投げ込み

を行うものとする。 
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⑵ 指名競争に付した場合及びプロポーザルに

付した場合並びに随意契約によることとした

場合 

３Ⅱ⑵①から③まで、⑤イ）、⑥（イ）を除

く。）及び⑧から⑫まで、３Ⅱ⑶①から⑤ま

で及び⑦イ）及び⑧から⑪まで、３Ⅱ⑷②イ）

及び③から⑥までは、閲覧に供する方法によ

るものとする。 

３Ⅱ⑵①（公募型競争入札及び簡易公募型

競争入札に付した場合に限る。）④及び⑦、

３Ⅱ⑶①（標準プロポーザルに付した場合を

除く。）及び⑥イ）並びに３Ⅱ⑷①は、「入札

情報サービス（ＰＡＳ）」を利用してインタ

ーネットにより公表するとともに、閲覧に供

する方法によるものとする。 

３Ⅱ⑵⑤ロ）、３Ⅱ⑶⑦ロ）及び３Ⅱ⑷②

ロ）は、インターネットの利用その他の適切

な方法により公表するものとする。 

６ 公表の場所 

Ⅰ 各地方整備局（港湾空港関係事務に関するこ

とを除く。）においては、上記５の公表の方法

のうち、閲覧に供する方法による場合には、次

に掲げる場所の閲覧所において公表するものと

する。ただし、やむをえない場合には別に指定

する場所を閲覧所とすることができる。 

⑴ 通則的事項 

イ）３Ⅰ⑴①から⑤まで並びに⑧、⑩及び⑪

は、地方整備局の本局総務部契約課又は企

画部技術管理課又は営繕部技術・評価課、

及び各事務所の担当課又は係。 

ロ）３Ⅰ⑴⑥及び⑦は、本局総務部契約課。 

ハ）３Ⅰ⑴⑨は、当該指名停止措置の根拠と

なった事案の発生した本局総務部契約課。 

⑵ 指名競争に付した場合及びプロポーザルに

付した場合並びに随意契約によることとした

場合 

イ）３Ⅰ⑵①から⑩まで、３Ⅰ⑶①から⑨ま

で及び３Ⅰ⑷①から⑤までは、支出負担行



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

為担当官（以下「本官」という。）の発注す

る業務については、本局総務部契約課、ま

た分任支出負担行為担当官（以下「分任官」

という。）の発注する業務については各事

務所の担当課又は係。ただし、３Ⅰ⑵⑧、３

Ⅰ⑶⑧及び３Ⅰ⑷③の再苦情処理に係るも

のについては、本局総務部契約課。 

ロ）３Ⅰ⑵⑪及び１２、３Ⅰ⑶⑩及び⑪並び

に３Ⅰ⑷⑤及び⑥は、本官の発注する業務

については、本局企画部技術管理課又は営

繕部技術・評価課、また、分任官の発注する

業務については、各事務所の担当課又は係。 

Ⅱ 各地方整備局（港湾空港関係事務に関するこ

とに限る。）においては、上記５の公表の方法

のうち、閲覧に供する方法による場合には、次

に掲げる場所の閲覧所において公表するものと

する。ただし、やむをえない場合には別に指定

する場所を閲覧所とすることができる。 

⑴ 通則的事項 

イ）３Ⅱ⑴①から⑤まで並びに⑧、⑩及び⑪

は、地方整備局の本局総務部経理調達課又

は港湾空港部港湾事業課及び各事務所の担

当課。 

ロ）３Ⅱ⑴⑥及び⑦は、本局総務部経理調達

課。 

ハ）３Ⅱ⑴⑨は、当該指名停止措置の根拠と

なった事案の発生した本局経理調達課。 

⑵ 指名競争に付した場合及びプロポーザルに

付した場合並びに随意契約によることとした

場合 

イ）３Ⅱ⑵①から⑩まで、３Ⅱ⑶①から⑨ま

で及び３Ⅱ⑷①から④までは、本官の発注

する業務については、本局総務部経理調達

課、また分任官の発注する業務については

各事務所の契約担当課。 

ロ）３Ⅱ⑵⑪及び⑫、３Ⅱ⑶⑩及び⑪並びに

３Ⅱ⑷⑤及び⑥は、本官の発注する業務に

ついては、本局港湾空港部港湾事業課、ま



 

 

 

 

 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

た、分任官の発注する業務については、各

事務所の担当課。 

７ 公表の期間 

Ⅰ 各地方整備局（港湾空港関係事務に関するこ

とを除く。）においては、次に掲げる期間にお

いて公表するものとする。 

⑴ 通則的事項 

３Ⅰ⑴①及び②については、当該資格及び

名簿等が有効である期間中、当該事項を公表

するものとする。 

３Ⅰ⑴③から⑥まで並びに⑧、⑩及び⑪に

ついては、常時公表するものとする。 

３Ⅰ⑴⑦については、当該入札監視委員会

の審議が行われた日の属する年度及びその翌

年度において、当該事項を公表するものとす

る。 

３Ｉ⑴⑨については、当該措置を行った日

の属する年度及びその翌年度において、当該

事項を公表するものとする。 

⑵ 指名競争に付した場合及びプロポーザルに

付した場合並びに随意契約によることとした

場合 

３Ⅰ⑵から⑷までは、指名競争に付した場

合は指名通知をした日、プロポーザルに付し

た場合は選定通知をした日、随意契約による

こととした場合は当該契約を締結した日の属

する年度及びその翌年度において、当該事項

を公表するものとする。 

Ⅱ 各地方整備局（港湾空港関係事務に関するこ

とに限る。）においては、次に掲げる期間にお

いて公表するものとする。 

⑴ 通則的事項 

３Ⅱ⑴①及び②については、当該資格及び

名簿が有効である期間中、当該事項を公表す

るものとする。 

３Ⅱ⑴③から⑥まで並びに⑧、⑩及び⑪に

ついては、常時公表するものとする。 

３Ⅱ⑴⑦については、当該入札監視委員会



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式１－１ 

 

（略） 

順  位 

 

企業規模 

 

法 人 番 号  

 

（略） 

    

    

 

様式２ 

競争参加資格確認結果通知書 

 

１ 業務名 

２ 所属事務所 

３ 入札公告日 

４ 競争参加資格確認結果通知期限日 

 

資格確認申請

者 
資格の有無 

資格がないと

認めた理由 

   

   

   

   

の審議が行われた日の属する年度及びその翌

年度において、当該事項を公表するものとす

る。 

３Ⅱ⑴⑨については、当該措置を行った日

の属する年度及びその翌年度において、当該

事項を公表するものとする。 

⑵ 指名競争に付した場合及びプロポーザルに

付した場合並びに随意契約によることとした

場合 

３Ⅱ⑵から⑷までは、指名競争に付した場

合は指名通知をした日、プロポーザルに付し

た場合は選定通知をした日、随意契約による

こととした場合は当該契約を締結した日の属

する年度及びその翌年度において、当該事項

を公表するものとする。 

 

様式１－１ 

 

（略） 

順  位 

 

企業規模 

 

（略） 

   

   

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

   

   

   

   

   

   

 

（備考）１ 「資格の有無」の欄には、資格があると

認めた場合には「有」と記載し、資格がな

いと認めた場合には「無」と記載するこ

と。 

    ２ 「資格がないと認めた理由」の欄には、

入札公告において示した「競争に参加す

る者に必要な資格に関する事項」のどの

事項を満たさなかったのかを記載するこ

と。 

 

様式３～様式５ 

 

[標準様式例２－１] 

○○地方整備局 入札監視委員会 審議概要 

（略） （略） 

工

事 

（略） （略） （備考） 

工事希望型指名

競争 

○件 

（略） （略） 

（略） （略） （略） 

 

[標準様式例２－２] 

○○地方整備局 入札監視委員会苦情処理会議 審

議概要 

（略） （略） 

工

事 

（略） （略） （備考） 

工事希望型指名

競争 

○件 

（略） （略） 

（略） （略） （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式２～様式４ 

 

[標準様式例２－１] 

○○地方整備局 入札監視委員会 審議概要 

（略） （略） 

工

事 

（略） （略） （備考） 

公募型及び工事

希望型指名競争 

○件 

（略） （略） 

（略） （略） （略） 

 

[標準様式例２－２] 

○○地方整備局 入札監視委員会苦情処理会議 審

議概要 

（略） （略） 

工

事 

（略） （略） （備考） 

公募型及び工事

希望型指名競争 

○件 

（略） （略） 

（略） （略） （略） 

 



 

 

 

［標準様式例７］ （新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○
○
,○

○
○
千
円

○
○
,○

○
○
千
円

点

入
札

調
書

（
総

合
評

価
落

札
方

式
）

1
.
件

名
　

　
　

　
　

○
○

○
○

業
務

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

執
行

員

2
.
所

属
事

務
所

　
　

○
○

○
○

事
務

所
立

会
員

3
.
入

札
日

時
　

　
　

令
和

○
○

年
○

月
○

○
日

　
○

○
時

○
○

分

評
価

テ
ー

マ
１

評
価

テ
ー

マ
２

摘
要

備
考

予
定

価
格

調
査

基
準

価
格

価
格

評
価

点
の

満
点

履
行

確
実

制
度

技
術

評
価

点
合

計
(
Ａ

)

第
１

回

入
札

価
格

価
格

評
価

点
(
Ｂ

)
評

価
値

(
Ａ

)
＋

(
Ｂ

)

評
価

テ
ー

マ

技
術

評
価

点
の

内
訳

予
定

技
術

者
の

資
格

及
び

実
績

等

予
定

技
術

者
の

成
績

及
び

表
彰

実
施

方
針

業
者

名



 

 

 

［標準様式例８－１］～［標準様式例９－４］ ［標準様式例７－１］～［標準様式例８－４］ 

 

附則の次に別表として次の別表Ⅰ－⑴から別表Ⅰ－⑸まで及び別表Ⅱ－⑴から別

表Ⅱ－⑸までを加える。 

 

別表Ⅰ―⑴ 各地方整備局（港湾空港関係事務に関することを除く。） 通則的事項 

 

番号 公表内容 公表時期 公表方法 公表期間 

⑴ ①  競争参加資格 それを定め又は作

成した後速やかに 

 

変更した場合にあ

っては、変更後速

やかに 

原則として

ホームペー

ジ上に公表 

 

資格及び名簿

等が有効であ

る期間中 
② 有資格業者名簿（様式１－１） 

有資格業者索引名簿（様式１－２） 

「建設コンサルタント業務等請負業者

の資格を定める場合の総合点数の算定

要領」（平成６年11月14日付け建設省

厚契第16号） 

③ 選定要領第15（指名基準） 常時 

「建設コンサルタント業務等請負契約

に係る指名基準の運用基準について」

（平成６年12月21日付け建設省厚契発

第25号、建設省技調発第266号） 

各地方整備局ごとに定めている技術審

査基準（標準様式例１） 

指名停止措置要領 

「地方支分部局所掌の建設コンサルタ

ント業務等請負契約に係る指名停止等

の取扱いについて」（平成10年８月５

日付け建設省厚契発第33号） 

各地方整備局ごとに定めている工事事

故に係る指名停止措置期間運用基準 

④ 「予算決算及び会計令第85条の基準の

取扱いに関する事務手続について」（

平成16年６月10日付け国官会第368号。

以下「低入札事務手続通達」という。

） 



 

 

 

⑤ 苦情処理通達 

⑥ 入札監視委員会通達 

「入札監視委員会の運用上の留意点に

ついて」（平成13年3月30日付け国官地

第30号、国官技第81号、国営計第67号

） 

⑦ 入札監視委員会における委員の氏名及

び職業（標準様式例２－１、標準様式

例２－２） 

毎年度当初の委員

会開催後速やかに 

 

委員の変更のあっ

た場合には、その

直近の委員会の開

催後速やかに 

原則として

ホームペー

ジ上に公表 

 

※日刊新聞

紙への投げ

込みも行う 

入札監視委員

会の審議が行

われた日の属

する年度の翌

年度まで 

入札監視委員会における審議の概要及

びその他の必要な資料（標準様式例２

－１、標準様式例２－２） 

当該審議のあった

入札監視委員会の

開催後速やかに 

⑧ 「地方整備局請負測量作業監督技術基

準（案）について」（昭和56年３月18

日付け建設省技調発第118号） 

それを定めた後速

やかに 

 

変更した場合にあ

っては、変更後速

やかに 

原則として

ホームペー

ジ上に公表 

常時 

「地方整備局請負測量作業検査技術基

準（案）について」（昭和56年３月18

日付け建設省技調発第119号） 

「地方整備局委託業務等成績評定要領

の改正について」（平成14年９月５日

付け国官技発第142号） 

「地方整備局委託業務等成績評定要領

の運用について」（平成14年９月５日

付け国官技発第143号） 

「地方整備局等建築設計委託業務成績

評定要領の制定について」（平成14年

６月28日付け国営建第49号） 

「地方整備局等建築設計委託業務成績

評定要領の運用」（平成17年２月14日

付け国営整第152号） 

⑨ 指名停止措置の対象となった業者名（

標準様式例３） 

当該措置を行った

後速やかに 

原則として

ホームペー

当該措置を行

った日の属す



 

 

 

指名停止措置期間（標準様式例３） ジ上に公表 

 

※日刊新聞

紙への投げ

込みも行う

。 

る年度の翌々

年度まで 
指名停止措置理由等（標準様式例３） 

⑩ 「談合情報対応マニュアル等の改正に

ついて」（平成22年9月30日付け国地契

第31号）別添２（談合情報対応マニュ

アル） 

それを定めた後速

やかに 

 

変更した場合にあ

っては、変更後速

やかに 

原則として

ホームペー

ジ上に公表 

常時 

⑪ 「建設コンサルタント業務における共

同設計方式の取扱いについて」（平成1

0年12月10日付け建設省厚契発第54号、

建設省技調発第236号、建設省営建発第

65号） 

 

別表Ⅰ―⑵各地方整備局（港湾空港関係事務に関することを除く。） 一般競争に付した場合 

 

番号 公表内容 公表時期 公表方法 公表期間 

⑵ ①  一般競争参加資格 入札公告時 入札情報サ

ービス（Ｐ

ＰＩ）上に

公表 

少なくとも

、契約を締

結した日の

属する年度

の翌年度ま

で 

② 競争参加資格確認申請書及び競争参加

資格確認資料を提出した業者名 

落札者決定後速や

かに 

原則として

ホームペー

ジ上又は入

札情報サー

ビス（ＰＰ

Ｉ）上に公

表 

③ 一般競争参加資格がないと認めた業者

名及びその理由（様式２） 

④ 予定価格（税抜き） 入札情報サ

ービス（Ｐ

ＰＩ）上に

公表 

⑤ イ) 予定価格（税抜き）の積算内訳 原則として

ホームペー

ジ上又は入

札情報サー

ロ) 業務設計書 契約締結後速やか

に 

 



 

 

 

 ビス（ＰＰ

Ｉ）上に公

表 

⑥ イ) 調査基準価格（税抜き） 落札者決定後速や

かに 

入札情報サ

ービス（Ｐ

ＰＩ）上に

公表 

ロ) 低入札事務手続通達第４に規定する調

査の結果の概要（低入札価格調査を実

施した業者名を含む。以下同じ。）（

標準様式例６） 

契約締結後速やか

に 

原則として

ホームペー

ジ上又は入

札情報サー

ビス（ＰＰ

Ｉ）上に公

表 

ハ) 低入札事務手続通達第７に規定する契

約担当官等の調査の結果及び意見を記

載した書面 

ニ) 低入札事務手続通達第８に規定する契

約審査委員の意見を記載した書面 

ホ) 予決令第 89 条に規定する理由及び契

約担当官等の意見を記載した書面 

※次順位者を落札者とした場合に限る

。 

ヘ) 予決令第 89 条の規定による国土交通

大臣の承認があった場合の当該承認を

示す文書 

※次順位者を落札者とした場合に限る

。 

⑦  入札者名及び入札者の各回の入札金額

並びに落札者名及び落札金額（この場

合においては、入札調書等の写しを使

用するものとする。） 

落札者決定後速や

かに 

入札情報サ

ービス（Ｐ

ＰＩ）上に

公表 

予決令第99条の２又は第99条の３の規

定により随意契約によることとした場

合において、契約の相手方 

契約の相手方の決

定後速やかに 

予決令第99条の２又は第99条の３の規

定により随意契約によることとした場

合において、契約金額（消費税及び地

方消費税相当額を除いたものをいう。

以下同じ。） 

契約金額の決定後

速やかに 

⑧ 総合評価落札方式を実施した場合にお 入札公告時 原則として



 

 

 

ける落札者決定基準 ホ－ムペ－

ジ上又は入

札情報サ－

ビス（ＰＰ

Ｉ）上に公

表 

総合評価落札方式を実施した場合にお

ける落札理由（標準様式例７） 

落札者決定後速や

かに 

⑨ 苦情処理申立て書面 回答書面の発信後

速やかに 苦情処理回答書面 

 ⑩ イ) 契約の相手方の商号又は名称（標準様

式例８－１） 

契約締結後速やか

に 

契約の相手方の住所（標準様式例８－

１） 

ロ) 業務の名称（標準様式例８－１） 

業務の場所（標準様式例８－１） 

業種区分（標準様式例８－１） 

業務の概要（標準様式例８－１） 

履行期間（標準様式例８－１） 

契約金額（標準様式例８－１） 

⑪  契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の業務の名称（標準様式例８－

２） 

契約の変更後速や

かに 

少なくとも

、契約を変

更した日の

属する年度

の翌年度ま

で 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の業務の場所（標準様式例８－

２） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の業種区分（標準様式例８ 

－２） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の業務の概要（標準様式例８－

２） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の履行期間（標準様式例８－２

） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の契約金額（標準様式例８－２

） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の契約変更の理由（標準様式例

８－２） 

⑫ 成績評定点通知書 成績評定点通知後

速やかに 

少なくとも

、成績評定



 

 

 

⑬ 成績評定点通知書に関し、通知を受け

た者からその説明を求められた場合の

書面及びそれに対する回答の書面 

回答書面の発信

後速やかに 

点を通知し

た日の属す

る年度の翌

年度まで 

 

別表Ⅰ―⑶各地方整備局（港湾空港関係事務に関することを除く。） 指名競争に付した場合 

 

番号 公表内容 公表時期 公表方法 公表期間 

⑶ ①  業務の名称 指名通知後（公募

型競争入札及び簡

易公募型競争入札

に付した場合にお

いてはそれを定め

た後）速やかに 

公募型競争

入札又は簡

易公募型競

争入札に付

した場合は

入札情報サ

ービス（Ｐ

ＰＩ）上に

公表 

 

それ以外の

場合は原則

としてホー

ムページ上

又は入札情

報サービス

（ＰＰＩ）

上に公表 

少なくとも

、契約を締

結した日の

属する年度

の翌年度ま

で 

業種区分 

業務の入札予定年月日 

② 指名業者名（標準様式例４－１） 落札者決定後速や

かに 

原則として

ホームペー

ジ上又は入

札情報サー

ビス（ＰＰ

Ｉ）上に公

表 

指名の理由（標準様式例４－２又は５

－１） 

③ イ) 公募型競争入札及び簡易公募型競争入

札に付した場合における参加表明書を

提出した業者名（様式３） 

ロ) 公募型競争入札及び簡易公募型競争入

札に付した場合における指名の有無（

様式３） 

ハ) 公募型競争入札及び簡易公募型競争入

札に付した場合における指名されなか

った理由（様式３） 



 

 

 

④  予定価格（税抜き） 入札情報サ

ービス（Ｐ

ＰＩ）上に

公表 

⑤ イ) 予定価格（税抜き）の積算内訳 原則として

ホームペー

ジ上又は入

札情報サー

ビス（ＰＰ

Ｉ）上に公

表 

ロ) 業務設計書 契約の締結後速や

かに 

⑥ イ) 調査基準価格（税抜き） 落札者決定後速や

かに 

入札情報サ

ービス（Ｐ

ＰＩ）上に

公表 

ロ) 低入札事務手続通達第４に規定する調

査の結果の概要（標準様式例６） 

契約の締結後速や

かに 

原則として

ホームペー

ジ上又は入

札情報サー

ビス（ＰＰ

Ｉ）上に公

表 

ハ) 低入札事務手続通達第７に規定する契

約担当官等の調査の結果及び意見を記

載した書面 

ニ) 低入札事務手続通達第８に規定する契

約審査委員の意見を記載した書面 

ホ) 予決令第 89 条に規定する理由及び契

約担当官等の意見を記載した書面 

※次順位者を落札者とした場合に限る

。 

ヘ) 予決令第 89 条の規定による国土交通

大臣の承認があった場合の当該承認を

示す文書 

※次順位者を落札者とした場合に限る

。 

⑦  入札者名及び入札者の各回の入札金額

並びに落札者名及び落札金額（この場

合においては、入札調書等の写しを使

用する。） 

落札者決定後速や

かに 

入札情報サ

ービス（Ｐ

ＰＩ）上に

公表 

予決令第99条の２又は第99条の３の規

定により随意契約によることとした場

合において、契約の相手方 

契約の相手方の決

定後速やかに 



 

 

 

予決令第99条の２又は第99条の３の規

定により随意契約によることとした場

合において、契約金額 

契約金額の決定後

速やかに 

⑧ 総合評価落札方式を実施した場合にお

ける落札者決定基準 

落札者決定後（公

募型競争入札及び

簡易公募型競争入

札に付した場合に

おいてはそれを定

めた後）速やかに 

原則として

ホームペー

ジ上又は入

札情報サー

ビス（ＰＰ

Ｉ）上に公

表 総合評価落札方式を実施した場合にお

ける落札理由（標準様式例７） 

落札者決定後速や

かに 

⑨ 苦情処理申立て書面 回答書面の発信後

速やかに 苦情処理回答書面 

⑩ イ) 契約の相手方の商号又は名称（標準様

式例８－１） 

契約の締結後速や

かに 

契約の相手方の住所（標準様式例８－

１） 

ロ) 業務の名称（標準様式例８－１） 

業務の場所（標準様式例８－１） 

業種区分（標準様式例８－１） 

業務の概要（標準様式例８－１） 

履行期間（標準様式例８－１） 

契約金額（標準様式例８－１） 

⑪  契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の業務の名称（標準様式例８－

２） 

契約の変更後速や

かに 

少なくとも

、契約を変

更した日の

属する年度

の翌年度ま

で 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の業務の場所（標準様式例８－

２） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の業種区分（標準様式例８－２

） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の業務の概要（標準様式例８－

２） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の履行期間（標準様式例８－２

） 



 

 

 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の契約金額（標準様式例８－２

） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の契約変更の理由（標準様式例

８－２） 

⑫ 成績評定点通知書 成績評定点通知後

速やかに 

少なくとも

、成績評定

点を通知し

た日の属す

る年度の翌

年度まで 

⑬ 成績評定点通知書に関し、通知を受け

た者からその説明を求められた場合の

書面及びそれに対する回答の書面 

回答書面の発信後

速やかに 

 

別表Ⅰ―⑷各地方整備局（港湾空港関係事務に関することを除く。） プロポーザルに付した場合 

 

番号 公表内容 公表時期 公表方法 公表期間 

⑷ ①  業務の名称 それを定めた後（

標準プロポーザル

に付した場合にお

いては選定通知後

）速やかに 

標準プロポ

ーザルに付

した場合以

外は入札情

報サービス

（ＰＰＩ）

上に公表 

 

標準プロポ

ーザルに付

した場合は

原則として

ホームペー

ジ上又は入

札情報サー

ビス（ＰＰ

Ｉ）上に公

表 

少なくとも

、契約を締

結した日の

属する年度

の翌年度ま

で 

業種区分 

② 選定業者名（標準様式例４－１） 特定通知後速やか

に 

原則として

ホームペー

ジ上又は入

札情報サー

選定業者の選定理由（標準様式例４－

２、標準様式例５－１又は５－２） 

③ イ) 公募型プロポーザル及び簡易公募型プ



 

 

 

ロポーザルにおける選定手続に係る参

加表明書を提出した業者名（様式４） 

ビス（ＰＰ

Ｉ）上に公

表 ロ) 公募型プロポーザル及び簡易公募型プ

ロポーザルにおける選定手続に係る選

定の有無（様式４） 

ハ) 公募型プロポーザル及び簡易公募型プ

ロポーザルにおける選定手続に係る選

定されなかった理由（様式４） 

④  特定業者名及び特定理由（標準様式例

９－１、９－２、９－３、９－４） 

⑤ イ) 特定手続に係る技術提案書を提出した

業者名（様式５） 

ロ) 特定手続に係る特定の有無（様式５） 

ハ) 特定手続に係る特定されなかった理由

（様式５） 

⑥ イ) 業務の名称（標準様式例８－３） 契約の締結後速や

かに 

入札情報サ

ービス（Ｐ

ＰＩ）上に

公表 

業務概要（標準様式例８－３） 

ロ) 契約担当官等の氏名（標準様式例８－

３） 

契約担当官等の所属する部局の名称（

標準様式例８－３） 

契約担当官等の所属する部局の所在地

（標準様式例８－３） 

ハ) 契約を締結した日（標準様式例８－３

） 

ニ) 契約の相手方の商号又は名称（標準様

式例８－３） 

契約の相手方の住所（標準様式例８－

３） 

ホ) 契約金額（標準様式例８－３） 

ヘ) 予定価格（標準様式例８－３） 

ト) 随意契約によることとした理由（標準

様式例８－３） 

チ) 業務の場所（標準様式例８－３） 

業種区分（標準様式例８－３） 

履行期間（標準様式例８－３） 

⑦ イ) 予定価格（税抜き）の積算内訳 原則として

ホームペーロ) 業務設計書 



 

 

 

⑧  苦情処理申立て書面 回答書面の発信後

速やかに 

ジ上又は入

札情報サー

ビス（ＰＰ

Ｉ）上に公

表 

苦情処理回答書面 

⑨ 契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の業務の名称（標準様式例８－

２） 

契約の変更後速や

かに 

少なくとも

、契約を変

更した日の

属する年度

の翌年度ま

で 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の業務概要（標準様式例８－２

） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の契約金額（標準様式例８－２

） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の業務の場所（標準様式例８－

２） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の業種区分（標準様式例８－２

） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の履行期間（標準様式例８－２

） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の契約変更の理由（標準様式例

８－２） 

⑩ 成績評定点通知書 成績評定点通知後

速やかに 

少なくとも

、成績評定

点を通知し

た日の属す

る年度の翌

年度まで 

⑪ 成績評定点通知書に関し、通知を受け

た者からその説明を求められた場合の

書面及びそれに対する回答の書面 

回答書面の発信後

速やかに 

 

別表Ⅰ－⑸各地方整備局（港湾空港関係事務に関することを除く。） 随意契約による場合（プロポ

－ザルに付した場合を除く。） 

 

番号 公表内容 公表時期 公表方法 公表期間 

⑸ ① イ) 業務の名称（標準様式例８－３） 契約の締結後速や

かに 

入札情報サ

ービス（Ｐ

ＰＩ）上に

公表 

少なくとも

、契約を締

結した日の

属する年度

業務概要（標準様式例８－３） 

ロ) 契約担当官等の氏名（標準様式例８－

３） 



 

 

 

契約担当官の所属する部局の名称（標

準様式例８－３） 

の翌年度ま

で 

契約担当官の所属する部局の所在地（

標準様式例８－３） 

ハ) 契約を締結した日（標準様式例８－３

） 

ニ) 契約の相手方の商号又は名称（標準様

式例８－３） 

契約の相手方の住所（標準様式例８－

３） 

ホ) 契約金額（標準様式例８－３） 

ヘ) 予定価格（標準様式例８－３） 

ト) 随意契約によることとした理由（標準

様式例８－３） 

チ) 業務の場所（標準様式例８－３） 

業種区分（標準様式例８－３） 

履行期間（標準様式例８－３） 

② イ) 予定価格（税抜き）の積算内訳 原則として

ホームペー

ジ上又は入

札情報サー

ビス（ＰＰ

Ｉ）上に公

表 

ロ) 業務設計書 

③  苦情処理申立て書面 回答書面の発信後

速やかに 苦情処理回答書面 

④ 契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の業務の名称（標準様式例８－

２） 

契約の変更後速や

かに 

少なくとも

、契約を変

更した日の

属する年度

の翌年度ま

で 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の業務概要（標準様式例８－２

） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の契約金額（標準様式例８－２

） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の業務の場所（標準様式例８－

２） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の業種区分（標準様式例８－２

） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の履行期間（標準様式例８－２



 

 

 

） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の契約変更の理由（標準様式例

８－２） 

⑤ 成績評定点通知書 成績評定点通知後

速やかに 

少なくとも

、成績評定

点を通知し

た日の属す

る年度の翌

年度まで 

⑥ 成績評定点通知書に関し通知を受けた

者からその説明を求められた場合の書

面及びそれに対する回答の書面 

回答書面の発信後

速やかに 

 

別表Ⅱ－⑴ 各地方整備局（港湾空港関係事務に関することに限る。） 通則的事項 

 

番号 公表内容 公表時期 公表方法 公表期間 

⑴ ①  競争参加資格 それを定め又は作

成した後速やかに 

 

変更した場合にあ

っては、変更後速

やかに 

原則として

ホームペー

ジ上に公表 

 

資格及び名簿

等が有効であ

る期間中 
② 有資格者名簿（様式１－３） 

「数値の算定及び等級の格付け要領」

（昭和55年12月１日付け港管第3722号

） 

③ 取扱要領第18条（建設コンサルタント

等の指名基準） 

常時 

各地方整備局ごとに定めている技術審

査基準（標準様式例１） 

指名停止措置要領 

各地方整備局ごとに定めている工事事

故に係る指名停止措置期間運用基準 

④ 低入札事務手続通達 

⑤ 苦情処理通達 

⑥ 入札監視委員会通達 

「入札監視委員会の運用上の留意点に

ついて」（平成13年3月30日付け国官地

第30号、国官技第81号、国営計第67号

） 

⑦ 入札監視委員会における委員の氏名及

び職業（標準様式例２－１、標準様式

毎年度当初の委員

会開催後速やかに 

原則として

ホームペー

入札監視委員

会の審議が行



 

 

 

例２－２）  

委員の変更のあっ

た場合には、その

直近の委員会の開

催後速やかに 

ジ上に公表 

 

※日刊新聞

紙への投げ

込みも行う 

われた日の属

する年度の翌

年度まで 

入札監視委員会における審議の概要及

びその他の必要な資料（標準様式例２

－１、標準様式例２－２） 

当該審議のあった

入札監視委員会の

開催後速やかに 

⑧ 「設計･測量･調査等業務監督･検査事務

処理要領の制定について」（平成８年

４月１日付け港管第873号） 

それを定めた後速

やかに 

 

変更した場合にあ

っては、変更後速

やかに 

原則として

ホームペー

ジ上に公表 

常時 

「請負業務成績評定要領の制定につい

て」（平成14年３月29日付け国港建第3

18号） 

「「請負業務成績評定基準」の制定に

ついて」（平成14年３月29日付け国港

建第319号） 

⑨ 指名停止措置の対象となった業者名（

標準様式例３） 

措置を行った後速

やかに 

原則として

ホームペー

ジ上に公表 

 

※日刊新聞

紙への投げ

込みも行う

。 

当該措置を行

った日の属す

る年度の翌々

年度まで 

指名停止措置期間（標準様式例３） 

指名停止措置理由等（標準様式例３） 

⑩ 「談合情報対応マニュアル等の改正に

ついて」（平成22年9月30日付け国港総

第425号）別添２（談合情報対応マニュ

アル） 

それを定めた後速

やかに 

 

変更した場合にあ

っては、変更後速

やかに 

原則として

ホームペー

ジ上に公表 

常時 

⑪ 「建設コンサルタント業務における共

同設計方式の取扱について」（平成11

年２月５日付け港管第195号） 

 

別表Ⅱ―⑵各地方整備局（港湾空港関係事務に関することに限る。） 一般競争に付した場合 

 

番号 公表内容 公表時期 公表方法 公表期間 

⑵ ①  一般競争参加資格 入札公告時 入札情報サ

ービス（Ｐ

少なくとも

、契約を締



 

 

 

ＡＳ）上に

公表 

結した日の

属する年度

の翌年度ま

で 

② 競争参加資格確認申請書及び競争参加

資格確認資料を提出した業者名 

落札者決定後速や

かに 

原則として

ホームペー

ジ上又は入

札情報サー

ビス（ＰＡ

Ｓ）上に公

表 

③ 一般競争参加資格がないと認めた業者

名及びその理由（様式２） 

④ 予定価格（税抜き） 入札情報サ

ービス（Ｐ

ＡＳ）上に

公表 

⑤ イ) 予定価格（税抜き）の積算内訳 原則として

ホームペー

ジ上又は入

札情報サー

ビス（ＰＡ

Ｓ）上に公

表 

ロ) 業務設計書 契約締結後速やか

に 

 

⑥ イ) 調査基準価格（税抜き） 落札者決定後速や

かに 

入札情報サ

ービス（Ｐ

ＡＳ）上に

公表 

ロ) 低入札事務手続通達第４に規定する調

査の結果の概要（標準様式例６） 

契約締結後速やか

に 

原則として

ホームペー

ジ上又は入

札情報サー

ビス（ＰＡ

Ｓ）上に公

表 

ハ) 低入札事務手続通達第７に規定する契

約担当官等の調査の結果及び意見を記

載した書面 

ニ) 低入札事務手続通達第８に規定する契

約審査委員の意見を記載した書面 

ホ) 予決令第 89 条に規定する理由及び契

約担当官等の意見を記載した書面 

※次順位者を落札者とした場合に限る

。 

ヘ) 予決令第 89 条の規定による国土交通

大臣の承認があった場合の当該承認を

示す文書 



 

 

 

※次順位者を落札者とした場合に限る

。 

⑦  入札者名及び入札者の各回の入札金額

並びに落札者名及び落札金額（この場

合においては、入札調書等の写しを使

用するものとする。） 

落札者決定後速や

かに 

入札情報サ

ービス（Ｐ

ＡＳ）上に

公表 

予決令第99条の２又は第99条の３の規

定により随意契約によることとした場

合において、契約の相手方 

契約の相手方の決

定後速やかに 

予決令第99条の２又は第99条の３の規

定により随意契約によることとした場

合において、契約金額 

契約金額の決定後

速やかに 

⑧ 総合評価落札方式を実施した場合にお

ける落札者決定基準 

入札公告時 原則として

ホ－ムペ－

ジ上又は入

札情報サ－

ビス（ＰＡ

Ｓ）上に公

表 

総合評価落札方式を実施した場合にお

ける落札理由（標準様式例７） 

落札者決定後速や

かに 

⑨ 苦情処理申立て書面 回答書面の発信後

速やかに 苦情処理回答書面 

⑩ イ) 契約の相手方の商号又は名称（標準様

式例８－１） 

契約締結後速やか

に 

契約の相手方の住所（標準様式例８－

１） 

ロ) 業務の名称（標準様式例８－１） 

業務の場所（標準様式例８－１） 

業種区分（標準様式例８－１） 

業務の概要（標準様式例８－１） 

履行期間（標準様式例８－１） 

契約金額（標準様式例８－１） 

⑪  契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の業務の名称（標準様式例８－

２） 

契約の変更後速や

かに 

少なくとも

、契約を変

更した日の

属する年度

の翌年度ま

で 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の業務の場所（標準様式例８－

２） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の業種区分（標準様式例８ 

－２） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし



 

 

 

た場合の業務の概要（標準様式例８－

２） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の履行期間（標準様式例８－２

） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の契約金額（標準様式例８－２

） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の契約変更の理由（標準様式例

８－２） 

⑫ 成績評定点通知書 成績評定点通知後

速やかに 

少なくとも

、成績評定

点を通知し

た日の属す

る年度の翌

年度まで 

⑬ 成績評定点通知書に関し、通知を受け

た者からその説明を求められた場合の

書面及びそれに対する回答の書面 

回答書面の発信

後速やかに 

 

別表Ⅱ－⑶各地方整備局（港湾空港関係事務に関することに限る。） 指名競争に付した場合 

 

番号 公表内容 公表時期 公表方法 公表期間 

⑶ ①  業務の名称 指名通知後（公募

型競争入札及び簡

易公募型競争入札

に付した場合にお

いてはそれを定め

た後）速やかに 

公募型競争

入札又は簡

易公募型競

争入札に付

した場合は

入札情報サ

ービス（Ｐ

ＡＳ）上に

公表 

 

それ以外の

場合は原則

としてホー

ムページ上

又は入札情

報サービス

（ＰＡＳ）

少なくとも

、契約を締

結した日の

属する年度

の翌年度ま

で 

業種区分 

業務の入札予定年月日 



 

 

 

上に公表 

② 指名業者名（標準様式例４－１又は４

－２） 

落札者決定後速や

かに 

原則として

ホームペー

ジ上又は入

札情報サー

ビス（ＰＡ

Ｓ）上に公

表 

指名の理由（標準様式例４－１又は４

－２） 

③ イ) 公募型競争入札及び簡易公募型競争入

札に付した場合における参加表明書を

提出した業者名（様式３） 

ロ) 公募型競争入札及び簡易公募型競争入

札に付した場合における指名の有無（

様式３） 

ハ) 公募型競争入札及び簡易公募型競争入

札に付した場合における指名されなか

った理由（様式３） 

④  予定価格（税抜き） 入札情報サ

ービス（Ｐ

ＡＳ）上に

公表 

⑤ イ) 予定価格（税抜き）の積算内訳 原則として

ホームペー

ジ上又は入

札情報サー

ビス（ＰＡ

Ｓ）上に公

表 

ロ) 業務設計書 契約の締結後速や

かに 

⑥ イ) 調査基準価格（税抜き） 落札者決定後速や

かに 

入札情報サ

ービス（Ｐ

ＡＳ）上に

公表 

ロ) 低入札事務手続通達第４に規定する調

査の結果の概要（標準様式例６） 

契約の締結後速や

かに 

原則として

ホームペー

ジ上又は入

札情報サー

ビス（ＰＡ

Ｓ）上に公

表 

ハ) 低入札事務手続通達第７に規定する契

約担当官等の調査の結果及び意見を記

載した書面 

ニ) 低入札事務手続通達第８に規定する契

約審査委員の意見を記載した書面 

ホ) 予決令第 89 条に規定する理由及び契

約担当官等の意見を記載した書面 



 

 

 

※次順位者を落札者とした場合に限る

。 

ヘ) 予決令第 89 条の規定による国土交通

大臣の承認があった場合の当該承認を

示す文書 

※次順位者を落札者とした場合に限る

。 

⑦  入札者名及び入札者の各回の入札金額

並びに落札者名及び落札金額（この場

合においては、入札調書等の写しを使

用する。） 

落札者決定後速や

かに 

入札情報サ

ービス（Ｐ

ＡＳ）上に

公表 

予決令第99条の２又は第99条の３の規

定により随意契約によることとした場

合において、契約の相手方 

契約の相手方の決

定後速やかに 

予決令第99条の２又は第99条の３の規

定により随意契約によることとした場

合において、契約金額 

契約金額の決定後

速やかに 

⑧ 総合評価落札方式を実施した場合にお

ける落札者決定基準 

落札者決定後（公

募型競争入札及び

簡易公募型競争入

札に付した場合に

おいてはそれを定

めた後）速やかに 

原則として

ホームペー

ジ上又は入

札情報サー

ビス（ＰＡ

Ｓ）上に公

表 総合評価落札方式を実施した場合にお

ける落札理由（標準様式例７） 

落札者決定後速や

かに 

⑨ 苦情処理申立て書面 回答書面の発信後

速やかに 苦情処理回答書面 

⑩ イ) 契約の相手方の商号又は名称（標準様

式例８－１） 

契約の締結後速や

かに 

契約の相手方の住所（標準様式例８－

１） 

ロ) 業務の名称（標準様式例８－１） 

業務の場所（標準様式例８－１） 

業種区分（標準様式例８－１） 

業務の概要（標準様式例８－１） 

履行期間（標準様式例８－１） 

契約金額（標準様式例８－１） 

⑪  契約金額の変更を伴う契約の変更をし 契約の変更後速や 少なくとも



 

 

 

た場合の業務の名称（標準様式例８－

２） 

かに 、契約を変

更した日の

属する年度

の翌年度ま

で 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の業務の場所（標準様式例８－

２） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の業種区分（標準様式例８－２

） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の業務の概要（標準様式例８－

２） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の履行期間（標準様式例８－２

） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の契約金額（標準様式例８－２

） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の契約変更の理由（標準様式例

８－２） 

⑫ 成績評定点通知書 成績評定点通知後

速やかに 

少なくとも

、成績評定

点を通知し

た日の属す

る年度の翌

年度まで 

⑬ 成績評定点通知書に関し、通知を受け

た者からその説明を求められた場合の

書面及びそれに対する回答の書面 

回答書面の発信後

速やかに 

 

別表Ⅱ－⑷各地方整備局（港湾空港関係事務に関することに限る。） プロポーザルに付した場合 

 

番号 公表内容 公表時期 公表方法 公表期間 

⑷ ①  業務の名称 それを定めた後（

標準プロポーザル

に付した場合にお

いては選定通知後

）速やかに 

標準プロポ

ーザルに付

した場合以

外は「入札

情報サービ

ス（ＰＡＳ

）」上に公

表 

少なくとも

、契約を締

結した日の

属する年度

の翌年度ま

で 

業種区分 



 

 

 

 

標準プロポ

ーザルに付

した場合は

原則として

ホームペー

ジ上又は入

札情報サー

ビス（ＰＡ

Ｓ）上に公

表 

② 選定業者名（標準様式例４－１） 特定通知後速やか

に 

原則として

ホームペー

ジ上又は入

札情報サー

ビス（ＰＡ

Ｓ）上に公

表 

選定業者の選定理由（標準様式例４－

２、標準様式例５－１又は５－２） 

③ イ) 公募型プロポーザル及び簡易公募型プ

ロポーザルにおける選定手続に係る参

加表明書を提出した業者名（様式４） 

ロ) 公募型プロポーザル及び簡易公募型プ

ロポーザルにおける選定手続に係る選

定の有無（様式４） 

ハ) 公募型プロポーザル及び簡易公募型プ

ロポーザルにおける選定手続に係る選

定されなかった理由（様式４） 

④  特定業者名及び特定理由（標準様式例

９－１、９－２、９－３又は９－４） 

⑤ イ) 特定手続に係る技術提案書を提出した

業者名（様式５） 

ロ) 特定手続に係る特定の有無（様式５） 

ハ) 特定手続に係る特定されなかった理由

（様式５） 

⑥ イ) 業務の名称（標準様式例８－３） 契約の締結後速や

かに 

原則として

ホームペー

ジ上又は入

札情報サー

ビス（ＰＡ

Ｓ）上に公

表 

業務概要（標準様式例８－３） 

ロ) 契約担当官等の氏名（標準様式例８－

３） 

契約担当官等の所属する部局の名称（

標準様式例８－３） 

契約担当官等の所属する部局の所在地

（標準様式例８－３） 



 

 

 

ハ) 契約を締結した日（標準様式例８－３

） 

ニ) 契約の相手方の商号又は名称（標準様

式例８－３） 

契約の相手方の住所（標準様式例８－

３） 

ホ) 契約金額（標準様式例８－３） 

ヘ) 予定価格（標準様式例８－３） 

ト) 随意契約によることとした理由（標準

様式例８－３） 

チ) 業務の場所（標準様式例８－３） 

業種区分（標準様式例８－３） 

履行期間（標準様式例８－３） 

⑦ イ) 予定価格（税抜き）の積算内訳 

ロ) 業務設計書 

⑧  苦情処理申立て書面 回答書面の発信後

速やかに 苦情処理回答書面 

⑨ 契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の業務の名称（標準様式例８－

２） 

契約の変更後速や

かに 

少なくとも

、契約を変

更した日の

属する年度

の翌年度ま

で 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の業務概要（標準様式例８－２

） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の契約金額（標準様式例８－２

） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の業務の場所（標準様式例８－

２） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の業種区分（標準様式例８－２

） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の履行期間（標準様式例８－２

） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の契約変更の理由（標準様式例

８－２） 



 

 

 

⑩ 成績評定点通知書 成績評定点通知後

速やかに 

少なくとも

、成績評定

点を通知し

た日の属す

る年度の翌

年度まで 

⑪ 成績評定点通知書に関し、通知を受け

た者からその説明を求められた場合の

書面及びそれに対する回答の書面 

回答書面の発信後

速やかに 

 

別表Ⅱ－⑸各地方整備局（港湾空港関係事務に関することに限る。） 随意契約による場合（プロポ

ーザルに付した場合を除く。） 

 

番号 公表内容 公表時期 公表方法 公表期間 

⑸ ① イ) 業務の名称（標準様式例８－３） 契約の締結後速や

かに 

入札情報サ

ービス（Ｐ

ＡＳ）上に

公表 

少なくとも

、契約を締

結した日の

属する年度

の翌年度ま

で 

業務概要（標準様式例８－３） 

ロ) 契約担当官等の氏名（標準様式例８－

３） 

契約担当官の所属する部局の名称（標

準様式例８－３） 

契約担当官の所属する部局の所在地（

標準様式例８－３） 

ハ) 契約を締結した日（標準様式例８－３

） 

ニ) 契約の相手方の商号又は名称（標準様

式例８－３） 

契約の相手方の住所（標準様式例８－

３） 

ホ) 契約金額（標準様式例８－３） 

ヘ) 予定価格（標準様式例８－３） 

ト) 随意契約によることとした理由（標準

様式例８－３） 

チ) 業務の場所（標準様式例８－３） 

業種区分（標準様式例８－３） 

履行期間（標準様式例８－３） 

② イ) 予定価格（税抜き）の積算内訳 原則として

ホームペー

ジ上又は入

札情報サー

ビス（ＰＡ

Ｓ）上に公

ロ) 業務設計書 

③  苦情処理申立て書面 回答書面の発信後

速やかに 苦情処理回答書面 

④ 契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の業務の名称（標準様式例８－

契約の変更後速や

かに 

少なくとも

、契約を変



 

 

 

２） 表 更した日の

属する年度

の翌年度ま

で 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の業務概要（標準様式例８－２

） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の契約金額（標準様式例８－２

） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の業務の場所（標準様式例８－

２） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の業種区分（標準様式例８－２

） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の履行期間（標準様式例８－２

） 

契約金額の変更を伴う契約の変更をし

た場合の契約変更の理由（標準様式例

８－２） 

⑤ 成績評定点通知書 成績評定点通知後

速やかに 

少なくとも

、成績評定

点を通知し

た日の属す

る年度の翌

年度まで 

⑥ 成績評定点通知書に関し、通知を受け

た者からその説明を求められた場合の

書面及びそれに対する回答の書面 

回答書面の発信後

速やかに 

 

（低入札価格調査制度調査対象工事における契約の保証の額についての一部改

正） 

23 「低入札価格調査制度調査対象工事における契約の保証の額について」（平成1

5年２月10日付け国地契第85号）の一部を次のように改正する。 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに順次対応す

る改正後欄に掲げる規定の傍線を付した部分のように改める。 

 

改 正 後 改 正 前 

Ⅰ.「工事請負契約書」 

第４条第３項中「請負代金額の10分の１以上」

を「請負代金額の10分の３以上」に読み替える。 

第４条第６項中「請負代金額の10分の１」を「

Ⅰ.「工事請負契約書」 

第４条第２項中「請負代金額の10分の１以上」

を「請負代金額の10分の３以上」に読み替える。 

第４条第４項中「請負代金額の10分の１」を「



 

 

 

請負代金額の10分の３」に読み替える。 

第54条第２項中「請負代金額の10分の１」を「

請負代金額の10分の３」に読み替える。 

Ⅲ．入札前の周知 

指名通知及び工事希望型指名競争入札にあって

は技術資料の提出を求める際に送付する資料（以

下「契約の申込みの誘引」という。）において、

低入札価格調査を受けた者との契約については契

約の保証の額を請負代金額の10分の３以上とする

旨を明記するものとする。 

また、「工事請負契約及び設計業務等委託契約

における契約の保証に関する取扱いについて」別

添３中「請負代金額の10分の１」を「請負代金額

の10分の１(但し、低入札価格調査を受けた者と

の契約については請負代金額の10分の３)」に読

み替える。 

請負代金額の10分の３」に読み替える。 

第46条第２項中「請負代金額の10分の１」を「

請負代金額の10分の３」に読み替える。 

Ⅲ．入札前の周知 

指名通知並びに公募型指名競争入札にあっては

技術資料収集に係る掲示及び工事希望型指名競争

入札にあっては技術資料の提出を求める際に送付

する資料（以下「契約の申込みの誘引」と言う。

）において、低入札価格調査を受けた者との契約

については契約の保証の額を請負代金額の10分の

３以上とする旨を明記するものとする。 

また、「工事請負契約及び設計業務等委託契約

における契約の保証に関する取扱いについて」別

添３中「請負代金額の10分の１」を「請負代金額

の10分の１(但し、低入札価格調査を受けた者と

の契約については請負代金額の10分の３)」に読

み替える。 

 

（「品質の確保等を図るための著しい低価格による受注への対応について」にお

ける受注者側技術者の増員についての一部改正） 

24 「「品質の確保等を図るための著しい低価格による受注への対応について」に

おける受注者側技術者の増員について」（平成15年３月14日付け国地契第109号、

国官技第313号、国営計第180号）の一部を次のように改正する。 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに対応する改正後

欄に掲げる規定の傍線を付した部分のように改め、改正前欄及び改正後欄に対応し

て掲げるその標記部分に二重傍線を付した規定（以下この項において「対象規定」

という。）は、改正前欄に掲げる対象規定を改正後欄に掲げる対象規定として移動

し、改正前欄に掲げる対象規定で改正後欄にこれに対応するものを掲げていないも

のは、これを削る。 

改 正 後 改 正 前 

１．入札参加者への周知 

通達記第２の１の規定に該当する場合には監理

技術者とは別に専任で同等の要件を満たす技術者

（以下、本通達において「技術者」という。）の

配置を求める旨及び技術者について監理技術者の

通知と同様に契約担当官等に通知する旨を、別紙

の標準記載例に基づき、次に掲げる文書に明記す

ることにより周知するものとする。 

１．入札参加者への周知 

通達記第２の１の規定に該当する場合には監理

技術者とは別に専任で同等の要件を満たす技術者

（以下、本通達において「技術者」と言う。）の

配置を求める旨及び技術者について監理技術者の

通知と同様に契約担当官等に通知する旨を、別紙

の標準記載例に基づき、次に掲げる文書に明記す

ることにより周知するものとする。 



 

 

 

イ）・ロ） （略） 

（削る） 

 

ハ）・ニ） （略） 

 

（標準記載例） 

技術資料の提出を求める際に送付する資料（工事希

望型指名競争入札）の記載例 

 

 

イ）・ロ） （略） 

ハ）公募型指名競争入札にあっては技術資料収集

に係る掲示 

ニ）・ホ） （略） 

 

（標準記載例） 

技術資料収集に係る掲示（公募型指名競争入札）及

び技術資料の提出を求める際に送付する資料（工事

希望型指名競争入札）の記載例 

（略） 

 

（電子入札運用基準についての一部改正） 

25 「電子入札運用基準について」（平成15年３月31日付け国地契第113号、国官技

第368号、国営計第194号）の一部を次のように改正する。 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに順次対応す

る改正後欄に掲げる規定の傍線を付した部分のように改め、改正前欄に掲げるそ

の標記部分に二重傍線を付した規定で改正後欄にこれに対応するものを掲げてい

ないものは、これを削る。 

 

改 正 後 改 正 前 

７－２ 入札公告登録 

 入札公告等を行う次に掲げる入札方式の発注案件

においては、公告日の前日までに、入札情報サ－ビ

ス被収集用サ－バ（各地方整備局が設置している入

札情報サ－ビス用に入札情報を掲載しておくサ－バ

をいう。以下同様。）に登録するものとする。 

工事 

・一般競争入札 

（削る） 

業務 

・公募型プロポ－ザル 

・簡易公募型プロポ－ザル 

・公募型競争入札 

・簡易公募型競争入札 

８－５ ＩＣカードの資格等確認 

 発注者は、一般競争入札方式、公募型競争入札方

式、公募型プロポーザル方式において参加申請等の

あった業者については、当該業者の業者名及びＩＣ

７－２ 入札公告登録 

 入札公告等を行う次に掲げる入札方式の発注案件

においては、公告日の前日までに、入札情報サービ

ス被収集用サーバ（各地方整備局が設置している入

札情報サービス用に入札情報を掲載しておくサーバ

をいう。以下、同様。）に登録するものとする。 

工事 

・一般競争入札 

・公募型指名競争入札 

業務 

・公募型プロポーザル 

・簡易公募型プロポーザル 

・公募型競争入札 

・簡易公募型競争入札 

８－５ ＩＣカードの資格等確認 

 発注者は、一般競争入札方式、公募型指名競争入

札方式、公募型競争入札方式、公募型プロポーザル

方式において参加申請等のあった業者については、



 

 

 

カードの名義人氏名により競争参加資格の有無を確

認する。 

工事希望型指名競争入札方式、通常指名競争入札

方式、標準プロポーザル方式、随意契約において参

加申請等のあった業者については、事前に電子メー

ル等で業者が指定したＩＣカードの企業名、名義人

氏名により確認する。 

  以上の確認は、８－１に規定する当該業者の代表

者又は受任者か否かの確認を行うものとする。確認

した結果、入札又は見積の権限を有しないと判断さ

れた場合には、発注者は入札参加者に電話等でその

旨を通知するものとし、この場合おいて、入札参加

者が以下の方法によらなければ、当該案件への参加

を認めないものとする。 

①・② （略） 

当該業者の業者名及びＩＣカードの名義人氏名によ

り競争参加資格の有無を確認する。 

  工事希望型指名競争入札方式、通常指名競争入札

方式、標準プロポーザル方式、随意契約において参

加申請等のあった業者については、事前に電子メー

ル等で業者が指定したＩＣカードの企業名、名義人

氏名により確認する。 

  以上の確認は、８－１に規定する当該業者の代表

者又は受任者か否かの確認を行うものとする。確認

した結果、入札又は見積の権限を有しないと判断さ

れた場合には、発注者は入札参加者に電話等でその

旨を通知するものとし、この場合おいて、入札参加

者が以下の方法によらなければ、当該案件への参加

を認めないものとする。 

①・② （略） 

 

（低入札価格調査制度調査対象工事における前金払の縮減についての一部改正） 

26 「低入札価格調査制度調査対象工事における前金払の縮減について」（平成15

年４月15日付け国地契第４号、国官技第14号、国営計第19号）の一部を次のよう

に改正する。 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに順次対応す

る改正後欄に掲げる規定の傍線を付した部分のように改める。 

 

改 正 後 改 正 前 

１．工事請負契約書における取扱い 

工事請負契約書第35条第１項中「10分の４」を

「10分の２」に読み替える。 

工事請負契約書第35条第６項中「10分の４」を

「10分の２」に、「10分の６」を「10分の４」に

読み替える。 

工事請負契約書第35条第７項及び第８項中「10

分の５」を「10分の３」に、「10分の６」を「10

分の４」に読み替える。 

２．入札前の周知 

入札説明書において、低入札価格調査を受けた

ものとの契約については別冊契約書案第35条第１

項中「10分の４」を「10分の２」とし、第６項、

第７項及び第８項もこれに準じて割合を変更する

１．工事請負契約書における取扱い 

工事請負契約書第34条第１項中「10分の４」を

「10分の２」に読み替える。 

工事請負契約書第34条第５項中「10分の４」を

「10分の２」に、「10分の６」を「10分の４」に

読み替える。 

工事請負契約書第34条第６項及び第７項中「10

分の５」を「10分の３」に、「10分の６」を「10

分の４」に読み替える。 

２．入札前の周知 

入札説明書において、低入札価格調査を受けた

ものとの契約については別冊契約書案第34条第１

項中「10分の４」を「10分の２」とし、第５項、

第６項及び第７項もこれに準じて割合を変更する



 

 

 

旨明記するものとする。 

指名通知及び工事希望型指名競争入札にあって

は技術資料の提出を求める際に送付する資料並び

に現場説明書において、低入札価格調査を受けた

ものとの契約については、前金払の割合を請負代

金額の10分の２以内とする旨明記するものとする

。 

また、現場説明書においてはあわせて工事が進

捗した場合の中間前金払及び部分払の請求を妨げ

るものではない旨を明記するものとする。 

 

附 則 

この通達は、平成15年５月１日以降入札公告又は

指名通知若しくは技術資料の提出を求める際に送付

する資料の送付を行う工事に適用する。 

旨明記するものとする。 

指名通知並びに公募型指名競争入札にあっては

技術資料収集に係る掲示及び工事希望型指名競争

入札にあっては技術資料の提出を求める際に送付

する資料並びに現場説明書において、低入札価格

調査を受けたものとの契約については、前金払の

割合を請負代金額の10分の２以内とする旨明記す

るものとする。 

また、現場説明書においてはあわせて工事が進

捗した場合の中間前金払及び部分払の請求を妨げ

るものではない旨を明記するものとする。 

   附 則 

この通達は、平成15年５月１日以降入札公告又は

指名通知若しくは技術資料収集に係る掲示若しくは

技術資料の提出を求める際に送付する資料の送付を

行う工事に適用する。 

 

（工事におけるＩＳＯ９００１認証取得を活用した監督業務等の取扱いについて

の一部改正） 

27 「工事におけるＩＳＯ９００１認証取得を活用した監督業務等の取扱いについ

て」（平成16年９月１日付け国地契第21号、国官技第117号、国営計第65号）の一

部を次のように改正する。 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに対応する改

正後欄に掲げる規定の傍線を付した部分のように改める。 

 

改 正 後 改 正 前 

１ 対象工事 

この取扱いの対象工事は、一般競争入札方式に

付する工事（港湾空港関係事務に関するものを除

くものとし、監督業務を重点的に実施する工事を

除く ）。とする。 

なお、当分の間、工事希望型指名競争入札方式

に付する工事（港湾空港関係事務に関するものを

除くものとし、監督業務を重点的に実施する工事

を除く。）のうちから、この取扱いを適用するこ

とにより事業実施の一層の効率化が見込まれるも

のを基本として各地方整備局ごとにこれらの入札

方式による発注予定工事件数の合計の１割以上抽

１ 対象工事 

この取扱いの対象工事は、一般競争入札方式に

付する工事（港湾空港関係事務に関するものを除

くものとし、監督業務を重点的に実施する工事を

除く ）。とする。 

なお、当分の間、公募型指名競争入札方式及び

工事希望型指名競争入札方式に付する工事（港湾

空港関係事務に関するものを除くものとし、監督

業務を重点的に実施する工事を除く。）のうちか

ら、この取扱いを適用することにより事業実施の

一層の効率化が見込まれるものを基本として各地

方整備局ごとにこれらの入札方式による発注予定



 

 

 

出したものを対象として、この取扱いを試行する

ものとする。 

３ 入札説明書等における記載 

⑴ この取扱いに関し、一般競争入札にあっては

入札説明書の「その他」に、工事希望型指名競

争入札にあっては送付資料に、次に掲げる事項

を記載するものとする。 

 

①～④ （略） 

 ⑵ （略） 

12 適用 

この取扱いは、平成16年10月１日以降に公告す

る一般競争入札及び同日以降に送付資料を送付す

る工事希望型指名競争入札から適用するものとす

る。 

工事件数の合計の１割以上抽出したものを対象と

して、この取扱いを試行するものとする。 

３ 入札説明書等における記載 

⑴ この取扱いに関し、一般競争入札にあっては

入札説明書の「その他」に、公募型指名競争入

札にあっては技術資料作成要領に、工事希望型

指名競争入札にあっては送付資料に、次に掲げ

る事項を記載するものとする。 

①～④ （略） 

 ⑵ （略） 

12 適用 

この取扱いは、平成16年10月１日以降に公告す

る一般競争入札、同日以降に技術資料収集に係る

掲示を行う公募型指名競争入札及び同日以降に送

付資料を送付する工事希望型指名競争入札から適

用するものとする。 

 

（工事希望型競争入札方式の手続についての一部改正） 

28 「工事希望型競争入札方式の手続について」（平成17年10月７日付け国地契第8

2号、国官技第138号、国営計第86号）の一部を次のように改正する。 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに対応する改

正後欄に掲げる規定の傍線を付した部分のように改める。 

 

改 正 後 改 正 前 

１ 対象工事 

工事希望型競争入札方式は、地形地質条件、施

工条件等の施工上の技術的特性を勘案して地方整

備局長等が必要と認める工事について行うものと

する。 

１ 対象工事 

工事希望型競争入札方式は、「一般競争入札方

式の実施について」（平成６年６月21日付け建設

省厚発第260号）及び「一般競争入札方式の拡大

について」（平成17年10月７日付け国地契第80号

）の対象工事を除き、地形地質条件、施工条件等

の施工上の技術的特性を勘案して地方整備局長等

が必要と認める工事について行うものとする。 

 

（出来高部分払方式の実施についての一部改正） 

29 「出来高部分払方式の実施について」（平成22年９月28日付け国地契第30号、

国官技第207号）の一部を次のように改正する。 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに順次対応す

る改正後欄に掲げる規定の傍線を付した部分のように改める。 



 

 

 

 

改 正 後 改 正 前 

出来高部分払方式 実施要領 

４ 入札・契約 

１）公告等及び入札参加希望者等への周知 

各発注者は、次の内容を記載することにより

入札参加希望者等に周知するものとする。 

① 公告等への記載 

以下に該当するものに、  内の文を記

載するものとする。 

・一般競争入札の場合：入札公告及び入札説

明書 

・指名競争入札の場合：入札説明書 

 

・工事希望型競争入札及び随意契約の場合：

送付資料 

ただし、「施工プロセスを通じた検査の試

行について」（平成22年３月29日付け国地契

第36号、国官技第338号。以下「施工プロセ

ス検査通達」という。）記第２に掲げる試行

対象工事については、以下の  内の文を 

記載するものとする。 

また、「施工者と契約した第三者による品

質証明の試行について」（平成25年２月28日

付け国地契第73号、国官技第245号、国北予

第46－２号。以下「第三者品質証明通達」と

いう。）記第２に掲げる試行対象工事につい

ては、以下の  内の文を 記載するものと

する。 

② （略） 

２） （略） 

（記載例） （略） 

（記載例） （略） 

（記載例） （略） 

出来高部分払方式 実施要領 

４ 入札・契約 

１）公告等及び入札参加希望者への周知 

各発注者は、次の内容を記載することにより

入札参加希望者に周知するものとする。 

① 公告等への記載 

以下に該当するものに、  内の文を記

載するものとする。 

・一般競争入札の場合：入札公告及び入札説

明書 

・公募型指名競争入札の場合：掲示及び技術

資料作成要領 

・工事希望型競争入札の場合：送付資料 

 

ただし、「施工プロセスを通じた検査の試

行について」（平成22年３月29日付け国地契

第36号、国官技第338号。以下「施工プロセ

ス検査通達」という。）記第２に掲げる試行

対象工事については、以下の  内の文を 

記載するものとする。 

また、「施工者と契約した第三者による品

質証明の試行について」（平成25年２月28日

付け国地契第73号、国官技第245号、国北予

第46－２号。以下「第三者品質証明通達」と

いう。）記第２に掲げる試行対象工事につい

ては、以下の  内の文を 記載するものと

する。 

② （略） 

２） （略） 

（記載例） （略） 

（記載例） （略） 

（記載例） （略） 

 

（入札保証金の取扱いに関する試行についての一部改正） 

30 「入札保証金の取扱いに関する試行について」（平成24年３月19日付け国官会3



 

 

 

186－2、国地契第91号、国北予第36号）の一部を次のように改正する。 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに順次対応す

る改正後欄に掲げる規定の傍線を付した部分のように改める。 

 

改 正 後 改 正 前 

３ 手続 

対象事業に係る手続については、会計法令をは

じめ「一般競争入札方式の手続について」（令和

５年12月27日付け国会公契第22号、国官技第272

号、国営計第130号）、「競争入札心得」等によ

るほか、下記４及び別に定めるところにより行う

こととする。 

 

４ 「一般競争入札方式の手続について」等の適用

について 

上記２の対象事業については、入札保証金及び

契約保証金について、次の規定を適用する。 

①～⑨ （略） 

 

（別添１）標準入札公告例 

○ 入札手続等 

（○）入札保証金の納付等に係る書類の提出期間、

場所及び方法 

○年○月○日から○年○月○日まで（利付国

債の提供の場合は○年○月○日まで） 〒○○

○－○○○○ ○○県○○市○○町○－○－○

 ○○地方整備局総務部契約課○○係 電話○

○○○－○○－○○○○ 持参、郵送（書留郵

便に限る。提出期間内必着。）又は託送（書留

郵便と同等のものに限る。提出期間内必着。）

により提出すること。 

○ その他 （略） 

 

（別添２）標準入札説明書例 

○ 入札保証金及び契約保証金 

（○）① 入札保証金 納付（保管金の取扱店 ○

○○）。ただし、利付国債の提供（取扱官

庁 ○○地方整備局、北海道開発局）又は

３ 手続 

対象事業に係る手続については、会計法令をは

じめ「一般競争入札方式の実施について」（平成

６年６月21日付け建設省厚発第260号）、「一般

競争入札方式の拡大について」（平成17年10月７

日付け国地契第80号）及び「競争入札心得」等に

よるほか、下記４及び別に定めるところにより行

うこととする。 

４ 「一般競争入札方式の実施について」等の特例

について 

上記２の対象事業については、入札保証金及び

契約保証金について、次の規定を適用する。 

①～⑨ （略） 

 

（別添１）標準入札公告例 

○ 入札手続等 

（○）入札保証金の納付等に係る書類の提出期間、

場所及び方法 

平成○年○月○日から平成○年○月○日まで

（利付国債の提供の場合は平成○年○月○日ま

で） 〒○○○－○○○○ ○○県○○市○○

町○－○－○ ○○地方整備局総務部契約課○

○係 電話○○○○－○○－○○○○ 持参、

郵送（書留郵便に限る。提出期間内必着。）又

は託送（書留郵便と同等のものに限る。提出期

間内必着。）により提出すること。 

○ その他 （略） 

 

（別添２）標準入札説明書例 

○ 入札保証金及び契約保証金 

（○）① 入札保証金 納付（保管金の取扱店 ○

○○）。ただし、利付国債の提供（取扱官

庁 ○○地方整備局、北海道開発局）又は



 

 

 

銀行等の保証（取扱官庁 ○○地方整備局

、北海道開発局）をもって入札保証金の納

付に代えることができる。また、入札保証

保険契約の締結を行い、又は契約保証の予

約を受けた場合は、入札保証金を免除する

。入札保証金の金額等（国債の総額、銀行

等の保証に係る保証金額及び入札保証保険

に係る保険金額を含む。以下同じ。）は、

見積金額の100分の５以上とし、期限まで

に入札保証金の納付等（入札保証金の納付

に代わる担保としての国債又は銀行等の保

証の提供及び入札保証金の全部が免除され

る入札保証保険契約の締結又は銀行等若し

くは保証事業会社（公共工事の前払金保証

事業に関する法律（昭和27年法律第184号

）第２条第４項に規定する保証事業会社を

いう。）（以下「金融機関等」という。）

の契約保証の予約を含む。）以下同じ。）

を行わない者及び入札保証金の納付等に係

る書類（以下「書類」という。）を提出し

ない者並びに入札保証金の金額等が入札金

額（税込み）（入札価格に消費税及び地方

消費税相当額を加えたものをいう。以下同

じ。）の100分の５に満たない者又は金融

機関等の契約保証の予約に係る契約希望金

額が入札金額（税込み）に満たない者若し

くは保証金額が入札金額（税込み）の100

分の10[政府調達に関する協定（平成７年1

2月８日条約第23号）の適用対象工事につ

いては、100分の30]に満たない者は、入札

に関する条件に違反したものとして、その

入札を無効とする。なお、利付国債の提供

の場合は担保の提供が完了するまでには、

振替手続き等相応の日数を要するため、予

め取引先の銀行・証券会社等に相談のうえ

、期限から十分余裕を持って手続きするこ

と。 

イ）提出期間：○年○月○日（ ）から○

銀行等の保証（取扱官庁 ○○地方整備局

、北海道開発局）をもって入札保証金の納

付に代えることができる。また、入札保証

保険契約の締結を行い、又は契約保証の予

約を受けた場合は、入札保証金を免除する

。入札保証金の金額等（国債の総額、銀行

等の保証に係る保証金額及び入札保証保険

に係る保険金額を含む。以下同じ。）は、

見積金額の100分の５以上とし、期限まで

に入札保証金の納付等（入札保証金の納付

に代わる担保としての国債又は銀行等の保

証の提供及び入札保証金の全部が免除され

る入札保証保険契約の締結又は銀行等若し

くは保証事業会社（公共工事の前払金保証

事業に関する法律（昭和27年法律第184号

）第２条第４項に規定する保証事業会社を

いう。）（以下「金融機関等」という。）

の契約保証の予約を含む。）以下同じ。）

を行わない者及び入札保証金の納付等に係

る書類（以下「書類」という。）を提出し

ない者並びに入札保証金の金額等が入札金

額（税込み）（入札価格に消費税及び地方

消費税相当額を加えたものをいう。以下同

じ。）の100分の５に満たない者又は金融

機関等の契約保証の予約に係る契約希望金

額が入札金額（税込み）に満たない者若し

くは保証金額が入札金額（税込み）の100

分の10[政府調達に関する協定（平成７年1

2月８日条約第23号）の適用対象工事につ

いては、100分の30]に満たない者は、入札

に関する条件に違反したものとして、その

入札を無効とする。なお、利付国債の提供

の場合は担保の提供が完了するまでには、

振替手続き等相応の日数を要するため、予

め取引先の銀行・証券会社等に相談のうえ

、期限から十分余裕を持って手続きするこ

と。 

イ）提出期間：平成○年○月○日（ ）か



 

 

 

年○月○日（ ）（利付国債の提供の場

合は○年○月○日（ ））までの土曜日

、日曜日及び祝日を除く毎日、午前○時

から午後○時まで。 

ロ）・ハ） （略） 

ニ）保証期間：○年○月○日（ ）まで［

落札者決定の日から７日を経過した日以

降の日で契約担当官等が指定する日を記

載する。］ 

ホ） （略） 

② （略） 

ら平成○年○月○日（ ）（利付国債の

提供の場合は平成○年○月○日（ ））

までの土曜日、日曜日及び祝日を除く毎

日、午前○時から午後○時まで。 

ロ）・ハ） （略） 

ニ）保証期間：平成○年○月○日（ ）ま

で［落札者決定の日から７日を経過した

日以降の日で契約担当官等が指定する日

を記載する。］ 

ホ） （略） 

② （略） 

 

（総価契約単価合意方式の実施についての一部改正） 

31 「総価契約単価合意方式の実施について」（平成28年３月14日付け国地契79

号、国官技第360号、国北予第33号）の一部を次のように改正する。 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに順次対応す

る改正後欄に掲げる規定の傍線を付した部分のように改める。 

 

改 正 後 改 正 前 

６．単価個別合意方式における単価合意の方法 

  契約書締結直後（設計・施工一括発注方式の場

合は、詳細設計完了後に行う変更契約締結後）の

単価合意は、契約書第３条第４項の規定に基づき

実施する〔５．⑴①の契約書記載例参照〕ほか、

以下の手続により実施するものとする。 

 ⑴～⑷ （略） 

 ⑸ 単価合意書を作成の上合意したときは、発注

者は、速やかに当該合意書を公表するものとす

る。この場合おいて、公表方法及び公表期間に

ついては、「工事における入札及び契約の過程

並びに契約の内容等に係る情報の公表について

」（平成13年３月30日付け国官会第1429号、国

官地第26号）又は「工事における入札及び契約

の過程並びに契約の内容等に係る情報の公表に

ついて」（平成13年４月１日付け北開局工管第

７号）における予定価格の積算内訳の取扱いに

準じて行うものとする。 

 ⑹・⑺ （略） 

６．単価個別合意方式における単価合意の方法 

  契約書締結直後（設計・施工一括発注方式の場

合は、詳細設計完了後に行う変更契約締結後）の

単価合意は、契約書第３条第４項の規定に基づき

実施する〔５．⑴①の契約書記載例参照〕ほか、

以下の手続により実施するものとする。 

 ⑴～⑷ （略） 

 ⑸ 単価合意書を作成の上合意したときは、発注

者は、速やかに当該合意書を閲覧に供する方法

により公表するものとする。この場合おいては

、「工事における入札及び契約の過程並びに契

約の内容等に係る情報の公表について」（平成

13年３月30日付け国官会第1429号、国官地第26

号）又は「工事における入札及び契約の過程並

びに契約の内容等に係る情報の公表について」

（平成13年４月１日付け北開局工管第７号）に

おける予定価格の積算内訳の取扱いに準じて行

うものとする。 

 ⑹・⑺ （略） 



 

 

 

８．包括的単価個別合意方式における単価合意の方

法 

  契約書締結直後（設計・施工一括発注方式の場

合は、詳細設計完了後に行う変更契約締結後）の

単価合意は、契約書第３条第４項の規定に基づき

実施する〔５．⑴①の契約書記載例参照〕ほか、

以下の手続により実施するものとする。 

 ⑴～⑶ （略） 

 ⑷ 単価合意書を作成の上合意したときは、発注

者は、速やかに当該合意書を公表するものとす

る。この場合おいて、公表方法及び公表期間に

ついては、６．⑸に規定する通達における予定

価格の積算内訳の取扱いに準じて行うものとす

る。 

⑸・⑹ （略） 

８．包括的単価個別合意方式における単価合意の方

法 

  契約書締結直後（設計・施工一括発注方式の場

合は、詳細設計完了後に行う変更契約締結後）の

単価合意は、契約書第３条第４項の規定に基づき

実施する〔５．⑴①の契約書記載例参照〕ほか、

以下の手続により実施するものとする。 

 ⑴～⑶ （略） 

 ⑷ 単価合意書を作成の上合意したときは、発注

者は、速やかに当該合意書を閲覧に供する方法

により公表するものとする。この場合おいては

、公表について、６．⑸に規定する通達におけ

る予定価格の積算内訳の取扱いに準じて行うも

のとする。 

 ⑸・⑹ （略） 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この通知は、発出の日から施行する。 

 （会社更生法に基づく更生手続開始の決定を受けた者の一般競争参加資格の取扱

いについての一部改正に伴う経過措置） 

２ この通知の施行の際現に交付されている第１項の規定による改正前の「会社更

生法に基づく更生手続開始の決定を受けた者の一般競争参加資格の取扱いについ

て」（平成６年１月18日付け建設省厚発第20号）様式第２号による通知書は、第

１項の規定による改正後の「会社更生法に基づく更生手続開始の決定を受けた者

の一般競争参加資格の取扱いについて」（平成６年１月18日付け建設省厚発第20

号）様式第２号による通知書とみなす。 

（工事における入札及び契約の過程並びに契約の内容等に係る情報の公表につい

ての一部改正に伴う経過措置） 

３ 第17項の規定による改正後の「工事における入札及び契約の過程並びに契約の

内容等に係る情報の公表について」（平成13年３月30日付け国官会第1429号、国

官地第26号。以下「新工事情報公表通知」という。）別表Ⅰ－⑴及び別表Ⅱ－⑴

に掲げる公表方法については、令和６年３月31日までは、なお従前の例によるこ

とができる。 

４ 新工事情報公表通知別表Ⅰ－⑵⑤イ）、⑥ロ）からヘ）まで、⑨、⑫及び⑬、

別表Ⅰ－⑶④イ）、⑤ロ）からヘ）まで、⑧、⑪及び⑫並びに別表Ⅰ－⑷②イ）

、③、⑤及び⑥並びに別表Ⅱ－⑵⑤イ）、⑥ロ）からヘ）まで、⑨、⑫及び⑬、

別表Ⅱ－⑶④イ）、⑤ロ）からヘ）まで、⑧、⑪及び⑫並びに別表Ⅱ－⑷②イ）



 

 

 

、③、⑤及び⑥の規定の適用については、当分の間、新工事情報公表通知別表Ⅰ

－⑵⑤イ）、⑥ロ）からヘ）まで、⑨、⑫及び⑬、別表Ⅰ－⑶④イ）、⑤ロ）か

らヘ）まで、⑧、⑪及び⑫並びに別表Ⅰ－⑷②イ）、③、⑤及び⑥中「ホームペ

ージ上又は入札情報サービス（ＰＰＩ）上」とあるのは「ホームページ上」と、

新工事情報公表通知別表Ⅱ－⑵⑤イ）、⑥ロ）からヘ）まで、⑨、⑫及び⑬、別

表Ⅱ－⑶④イ）、⑤ロ）からヘ）まで、⑧、⑪及び⑫並びに別表Ⅱ－⑷②イ）、

③、⑤及び⑥中「ホームページ上又は入札情報サービス（ＰＡＳ）上」とあるの

は「ホームページ上」とする。 

５ 前項の規定にかかわらず、令和６年３月31日までに入札公告、落札者決定、契

約締結その他の新工事情報公表通知別表に掲げる公表内容の公表事由が生じた場

合における新工事情報公表通知別表Ⅰ－⑵からⅠ－⑷まで及び別表Ⅱ－⑵からⅡ

－⑷までに掲げる公表方法については、なお従前の例によることができる。 

（建設コンサルタント業務等における入札及び契約の過程並びに契約の内容に係

る情報の公表についての一部改正に伴う経過措置） 

６ 第22項の規定による改正後の「建設コンサルタント業務等における入札及び契

約の過程並びに契約の内容等に係る情報の公表について」（平成14年９月５日付

け国官会第1211号、国地契第34号。以下「新業務情報公表通知」という。）別表

Ⅰ－⑴並びに別表Ⅱ－⑴に掲げる公表方法については、令和６年３月31日までは

、なお従前の例によることができる。 

７ 新業務情報公表通知別表Ⅰ－⑵⑤イ）、⑥ロ）からヘ）まで、⑨、⑫及び⑬、

別表Ⅰ－⑶⑤イ）、⑥ロ）からヘ）まで、⑨、⑫及び⑬、別表Ⅰ－⑷⑦イ）、⑧

、⑩及び⑪並びに別表Ⅰ－⑸②イ）、③、⑤及び⑥並びに別表Ⅱ－⑵⑤イ）、⑥

ロ）からヘ）まで、⑨、⑫及び⑬、別表Ⅱ－⑶⑤イ）、⑥ロ）からヘ）まで、⑨

、⑫及び⑬、別表Ⅱ－⑷⑦イ）、⑧、⑩及び⑪並びに別表Ⅱ－⑸②イ）、③、⑤

及び⑥の規定の適用については、当分の間、新業務情報公表通知別表Ⅰ－⑵⑤イ

）、⑥ロ）からヘ）まで、⑨、⑫及び⑬、別表Ⅰ－⑶⑤イ）、⑥ロ）からヘ）ま

で、⑨、⑫及び⑬、別表Ⅰ－⑷⑦イ）、⑧、⑩及び⑪並びに別表Ⅰ－⑸②イ）、

③、⑤及び⑥中「ホームページ上又は入札情報サービス（ＰＰＩ）上」とあるの

は「ホームページ上」と、新業務情報公表通知別表Ⅱ－⑵⑤イ）、⑥ロ）からヘ

）まで、⑨、⑫及び⑬、別表Ⅱ－⑶⑤イ）、⑥ロ）からヘ）まで、⑨、⑫及び⑬

、別表Ⅱ－⑷⑦イ）、⑧、⑩及び⑪並びに別表Ⅱ－⑸②イ）、③、⑤及び⑥中「

ホームページ上又は入札情報サービス（ＰＡＳ）上」とあるのは「ホームページ

上」とする。 

８ 前項の規定にかかわらず、令和６年３月31日までに指名通知、落札者決定、契

約の締結その他の新業務情報公表通知別表に掲げる公表内容の公表事由が生じた

場合における新業務情報公表通知別表Ⅰ－⑵からⅠ－⑸まで及び別表Ⅱ－⑵から

Ⅱ－⑸までに掲げる公表方法については、なお従前の例によることができる。 

 


